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第四章：ポテンシャルと阻害要因 

4.1 一 般 

自由流通米の増産と生産性の向上を目的として、中央 5 県の現在の状況に基づき、開発可能性と

阻害要因の検討を行った。 

一般的に開発可能性と阻害要因は、ある開発目標を設定したときに明確になる。開発の可能性は

計画策定に対するプラスの外部条件となる。阻害要因は問題点とその原因に分けられ、その原因

に対する改善策を検討し、これを基本に開発計画が策定される。原因を解消することが極めて困

難あるいは不可能な場合はこれをマイナスの外部条件として、開発計画を策定することになる。 

図4.1.1 開発フローチャート

対　策開発阻害要因

開発ポテンシャル 開発条件

持続可能な
米増産計画

開発計画の
策定

実施

 

 

4.2 自由流通米の増産の開発可能性と阻害要因 

4.2.1 自由流通米の増産に対する開発可能性 

自由流通米の増産を開発目標として設定する時、以下のようなポテンシャルがある。 

- 自由流通米の生産は、自家消費を目的として、古くから自発的に行われており、生産者は

経験を持っている。 
- 1996 年に政府は自由流通米の増産プログラムを開始し、その増産に対する各種の方策が試

行されている。 
- 稲作技術の研究体制、支援体制は特殊米を中心に発達してきたものが存在し、これを自由

流通米に適用できる。 
- 自由流通米の増産を目的とした借地制度が 2002 年より開始された。 
- 自由流通米の生産に適した未利用地（牧草地を含む）が存在する。 
- 自由流通米の生産者の技術レベルが高い。 

4.2.2 自由流通米の増産に対する阻害要因 

自由流通米の増産において多くの生産者は燃料と肥料の不足が大きな問題であると認識しており、

このために十分な肥培管理が行えず、生産性も低くなっていると考えられている。図 4.2.1 に示す

ように、自由流通米の生産量が少ない原因は生産性が低いことに加えて、作付面積が少ないこと

と、ポストハーベストと流通システムが不十分であることにある。 
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図　4.2.1　自由流通米の全般の問題

Aブロック：

稲作技術の問題
-農業投入
-農業普及
-農業機械
-潅漑排水

自由流通米の
証明種子供給
体制が未整備

自由流通米の
生産性が低い

証明種子
の不足

自由流通米の
生産量が少ない

自由流通米の
農地が少ない

肥培管理
が不十分

Bブロック：
農地拡大
の問題

不十分なポストハーベスト
及び流通システム

Cブロック：
収穫後処理技術

の問題
流通・その他

の問題

 

 
また、自由流通米の生産性が低い主な原因は、証明種子が不足すること、肥培管理が十分に行え

ないことがあげられるが、肥培管理と収穫後処理は圃場レベルの技術的問題として考えることが

出来る。証明種子の問題は、農業普及や技術研究等と合わせて国家レベルの支援体制の問題とし

て位置づけられる。さらに、自由流通米の農地は各県別の状況に応じた地域全体の問題である。 

 

4.3 圃場レベルの開発可能性と阻害要因 

4.3.1 稲作技術 

(1) ポテンシャル 

稲作栽培技術のポテンシャルは天然資源、人的資源、支援制度に分けて考えられる。 

表 4.3.1 稲作栽培技術の開発ポテンシャル 

年間を通じて温暖で太陽エネルギ

ーが豊富 
播種期、移植期の拡大可能、二期作可能、水稲生育量が

増加 気 象 
最適な降雨量 灌漑水の確保（多くのダム、豊富な地下水） 

天然

資源 
土 壌 大部分が粘土を多く含む土壌 高い土壌水分や肥料成分の保持力 
労働力 豊富な労働力 農業労働力の確保 人的

資源 教育水準 農家の高い教育水準 新技術の普及が容易 

研究機関 研究機関とその支所が配備されて

いる 
稲作研究所、土壌研究所、植物防疫研究所、潅漑排水研

究所、農業機械研究所、その他 支援

体制 
農業支援 支援活動を行うための制度がある 技術普及、種子供給、科学肥料および有機肥料サービス、

直物防疫サービス、 
 



キューバ国中央地域における持続的稲作技術開発計画調査  

ファイナルレポート 

4 - 3 

(2) 阻害要因 

稲作技術の問題として、肥培管理

が十分に行えない原因は、肥料の

不足、除草・防除の不足、労働力

の不足、農業機械の非効率、潅漑

水の不足が挙げられる。化学肥料

と、農薬の不足は国全体の輸入量

が限られているために政府から

の割当量が少ないことが原因で

ある（非特殊米契約以外には割当

は無い）。現状では農薬等の輸入

量が増加する見込みは少ないこ

とを考慮すると、研究所レベルで

開発されている以下のような代

替技術を活用していくことが求

められる。 

表 4.3.2 想定される代替技術 

問題 想定される代替技術 

化学肥料の不足 

・ 有機質肥料の施用：稲ワラの全量還元、家畜の発酵フンの利用、ミミズ

堆肥、作物残渣の堆肥等の施用 

・ 培養肥料の利用 

・ 田畑輪換の導入 

・ 畜産ユニットからの発酵フンの供給システムの確立 

・ 水田における輪作、特に緑肥の導入 

農薬の不足 

・ 生物学的防除 

・ 雑草防除のための田畑輪換の導入 

・ 雑草防除のための移植の普及 

・ 抵抗性品種の採用 

 
労働力の不足は、労働者が不足しているわけではなく、自由流通米の生産に精通した熟練労働者

が不足しているということであり、普及活動が不十分なことが原因である。農業機械と潅漑排水

の問題は肥培管理の不足に直接の原因となっている。 

4.3.2 農業機械 

(1) ポテンシャル 

- 生産者は機械化の経験を持ち、農業機械の使用には慣れている。このため、新規の機械・

機械使用システムの導入は難しくはない。 

- 各郡および各農業組織の間で不足する機材を融通するレンタルシステムが存在する1。 

- 各県・各郡に農業機械の修理工場を有し、地域の機械部品の製作、機材の修理を行ってい

る。これら修理工場の活動は機械の長期間の使用に貢献している。 

- 農業機械に関する高い知識・技術を有する人材が存在する。 

- 農業機械化研究所が存在する。 

                                                  
1機械の供給が不足する状況で、自由流通米の生産においてこのレンタルシステムは重要な役割を果たす。 

図　4.3.1　稲作栽培技術に関する問題

肥料の
不足

化学肥料
の不足

除草、防除
の不足

農業機械
の非効率

普及活動
の不足

代替技術
の不足

労働力
の不足

圃場管理
が不十分

潅漑排水
が不十分

A-1ブロック：
農業機械
の問題

A-2ブロック：
潅漑排水
の問題

A-3ブロック：
技術普及
の問題

経済的制約により
輸入量が少ない

Aブロック：稲作技術の問題

政府からの割り当てが少ない

農薬
の不足



キューバ国中央地域における持続的稲作技術開発計画調査  

ファイナルレポート 

4 - 4 

- 農業機械の設計・製作に関する高い技術能力を持つ組織が存在する。 

(2) 阻害要因 

図 4.3.2 に示すように、農業機械の効率的利用が出来ない原因は、農業機械の不足、非効率、維持

管理費が高い、整備が不十分、燃料の不足、機械化の情報不足が考えられる。 

 

図　4.3.2　農業機械の問題

 機械サイズが
圃場サイズに
合っていない

小型機械
の不足

畜力および人力が
活用されていない

 維持管理
費用が高い

 ほとんどの機械は古く、
老朽化している

機械部品が
不足している

機械部品を
入手できない

機械の
燃料不足

燃料の割り
当が少ない

市販の燃料
が高価

 機械化の
情報の不足

 機材および修理工場
のインベントリー

情報が不十分である

農業機械
の効率が悪い

農業機械の効率的利用ができない

農業機械
が不足している

機械の整備
が不十分

入手方法が
限られている

予算が
限られている

A-1ブロック：農業機械の問題

 

 
農業機械の不足と機械の老朽化の主な原因は、新しい機械の輸入が困難なため古い機械が徐々に

廃棄されていくからである。調査地域では伝統的に大型機械による大規模農業が行われてきてお

り、自由流通米の小規模な圃場に適した小型機械は殆どない。燃料は不足しているのではなく、

割り当てが少なくかつ市販の燃料が高価であるということが問題である。 

4.3.3 潅漑排水 

(1) ポテンシャル 

・ 5 郡では、全体に自由流通米の潅漑に利用可能な水資源に恵まれている。Aguada de 
Pasajeros郡およびSanto Domingo郡では地下水の利用が一般的である。Chambas郡は河川、

湧水、地下水等、豊富な水資源に恵まれている。Yaguajay 郡では、地下水のポテンシャル

は高いものの、ほとんどの自由流通米の生産者は小河川や排水路に水資源を頼っている。 

・ 5郡には、国により開発された大規模潅漑システムとしてChambas郡の Liberación Florencia
潅漑システム、Vertientes 郡の Najasa-Los Negros、Jimaguayu-Vertientes 潅漑システムおよび

Congo Conizo 潅漑システムが存在する。これらの郡の一部の自由流通米生産者は潅漑シス

テムを利用することが可能である。 

・ 5 郡では個人で独自のポンプ潅漑を行っているケースが多く、これらの農家は全体に潅漑
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における節水に対する意識が高い2。 

・ CCS の組合員農家は、機械やその他機材の共同利用や営農上の共同作業に馴染んでいる。

このことは、現在は個人単位で潅漑を行っている農家が潅漑施設の共同化を図る上での素

地となる。 

・ キューバ国では電気代はディーゼル燃料に比べてコストが低く、潅漑にディーゼルポンプ

を利用している農家のポンプ電化に対するニーズは高い。場所によっては圃場近辺まで送

電線が来ており、潅漑ポンプ電化の可能性が考えられる。 

(2) 阻害要因  

潅漑排水の問題では新規の潅漑排水システムの導入は大きな投資を必要とし現在の経済状態では

現実的な対応策とは考えられないので、既存の潅漑排水システムの水利用の改善を中心に考える。

図 4.3.3 に示すように、潅漑排水が不十分である原因は、ポンプに対する依存度が高くコストが高

いこと、また、場所によっては水源が不足すること、ポンプの電化が進まない等であるが、これ

に加えて、自由流通米の圃場レベルの潅漑技術体系が確立されていないことも原因である。 

図　4.3.3　潅漑排水の問題

潅漑排水が不十分A-2ブロック：潅漑排水の問題

高い潅漑コスト

ポンプ潅漑に対す
る依存度が高い

主な水源を
地下水

に頼っている

ほとんどの
ポンプが

ディーゼル
ポンプ

自由流通米
の生産では
燃料の割り
当てが得ら

れない

ほとんどの
ポンプ潅漑施設
は個人所有で
かつ独立して

使用されている

不安定かつ量的に
不足する地表水源

（Yaguajay郡）

降水に大きく
影響される

小河川・排水路に
水源を頼っている

圃場レベル
の水管理
が悪い

潅漑ポンプ電
化が進捗しない

資機材への
投資が必要

送電線へ
の距離が

遠い

電力会社
の許可が
下りない

自由流通米の
潅漑は研究
されていない

自由流通米の
潅漑に関する
データが無い

不安定な
Prestamos
の農業経営

UBPCは特殊米の
生産計画に必要な

潅漑水を確保した上で、
余剰水の量に応じて

土地の貸し出しを決める

水路やその他施設の
不十分な維持管理による

潅漑システムの
効率低下

二次水路、
末端水路の
機能低下

Prestamos とCAI/UBPCとの
貸借契約が１年単位となっている

Prestamos は（同じ）土地の
貸し出しを保証されない

Prestamos が
圃場や潅漑施設に
対する投資意欲を

持ちづらい

適切な灌漑計画の
立案が困難

重力式システム
を使いながらも
地形的な要因
でポンプを使わ
ざるを得ない

 

 
なお、Préstamos における潅漑の問題は借地制度に起因しており、現況では潅漑排水に対する維持

管理等に Préstamos は投資しづらい状況にある。（この問題は有機物の投入等、土壌改良でも同じ

である） 

                                                  
2 これは潅漑ポンプの燃料消費を押さえる必要性があるためである。生産者は頻繁に圃場の湛水状態を確認し、圃場ごとに細か

くポンプ操作を行っている。 
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4.3.4 技術普及 

(1) ポテンシャル 

・ 県 MINAG「農業普及システム」局が各郡における普及活動への支援を始めている。農業

普及システム局から各郡に派遣されるスタッフは、主に生産者参加型のワークショップに

おけるファシリテーター役等を担当している。 

・ 教育省による郡レベルのプログラム「教育普及プログラム」が 2002 年より開始されてい

る。プログラムは教育の機会を県レベルから郡レベルにまで拡大する企図をもって開始さ

れたものである。扱う内容は多岐に亘っているが、中には農業普及分野も含まれており、

専属の担当者を配属する予定である。 

・ CAI が自由流通米の普及に対し積極的に活動を行おうとしている。 

・ 自由流通米ユニットの郡の担当人数を増加しようとしている。 

(2) 阻害要因 

普及活動の主な問題点は、マンパワーの不足、移動手段の不足、個人農家への普及が不十分、自

由流通米の生産技術に関するテキストが不十分、普及に関する情報が共有されていない点である。 

図　4.3.4　技術普及の問題

普及分野のマンパワー
が不足している

自由米担当普
及員が不足

他の作物等の
普及活動との
連携が無い

交通手段が
限られている

 指導するための配布用
テキストが不足している

 テキストをコピーするため
の予算が限られている

 普及活動の対象がCPAやCCS
などのグループに偏向している

 組織に属さない
農家には普及が難しい

 情報の
非効率的な利用

県事務所および郡事務所内で
情報の蓄積、共有がなされていない

自由流通米の生産技術が
生産者に普及しない

 農家の状況に応じ
て適用技術が多い

 普及活動に対する予算が不足している

A-3ブロック：技術普及の問題

生産者への訪問
が困難である

 

 
特に、農家の経営形態や土地条件に応じて適用技術が異なるため、普及活動も一律ではなく、多

種多様な対応策が求められる点が普及活動を難しくしている。 

4.3.5 ポストハーベスト 

(1) 開発の可能性 

・ 近代的な大規模収穫後処理技術および経験を持つので、自由流通米の小規模処理のための

適正技術を開発することができる。 

・ 自由流通米生産のポストハーベスト改善についても重視しているので、ポストハーベスト

技術普及が容易である。 
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(2) 阻害要因 

ポストハーベストが不十分である原因として、各処理の過程に技術的問題がることが主な原因で

あるが、現状の市場に於いて米の品質に対する需要が高くないことが、新技術の普及・展開を困

難にしている。 

図　4.3.5　収穫後処理技術の問題

米の品質に対する
需要が低い

米の品質を
反映した価格

システムの欠如

市場レベル
で品質が評価

されない

収穫後処理技術
の効率が低い

旧式の機械を
使用している

効率的な収穫後処理のための
パラメータが設定されていない

収穫後処理システムが不十分C-1ブロック：収穫後処理技術の問題

品質を改善
するための技術
が利用されない

計測機器
の不足

新しい機材
の不足

生産者への支援・
普及活動の不足

施設建設のための
インフラ及び既存施設

の維持管理の不足

技術パラメータ
の不在

情報の不足

小規模技術の開発と
投資の不足

 

 

4.4 地域レベルの開発可能性と阻害要因 

4.4.1 自由流通米の農地の拡大 

(1) ポテンシャル 

自由流通米の農地の拡大については各

県で状況に応じて異なるが、以下のよ

うなポテンシャルがある。 

・ 土壌的な観点から見た場合、自由

流通米の生産適地は多く存在する。 

・ 自由流通米の生産に転用できる、

放牧地、サトウキビ畑、未利用地

が多い。 

・ 特殊米を生産していた農地で、現

在生産が行われていない農地が多

く、Préstamos 等に貸し出せる農地

も多い。 

・ 稲作 CAI、サトウキビ CAI、その

他の国営農場は自由流通米への転

用に意欲的である。 

図　4.4.1　農地拡大の問題

自由流通米の
農地が少ない

Préstamo
制度が

開始されて
間が無い

生産者の
数が不足

放牧地、
サトウキビ畑等
からの転用が
進んでいない

Cブロック：農地拡大の問題

潅漑排水
施設が整備
されていない

生産技術が
普及して
いない

借地制度
が適切
でない

他の作物を
主とする
生産者が

多い

農地が
散在し
ている

拡大が困難

 



キューバ国中央地域における持続的稲作技術開発計画調査  

ファイナルレポート 

4 - 8 

(2) 阻害要因 

図 4.4.1 に示すように自由流通米の農地の拡大に対する基本的問題は、元来自由流通米が自家消費

を目的に農地の一部を利用して小規模に作付けが行われてきたためにその拡大が難しいことであ

る。また、稲作 CAI やサトウキビ CAI が自由流通米を拡大しようとしても、自由流通米の生産技

術を持った生産者が不足するため、農地の転用が進まないことにも起因する。Préstamos の制度が

2002 年より開始され、約 16,000 ha まで増えているが、今後も継続して拡大していくためには制度

の改善が必要である。 

4.4.2 自由流通米の流通 

多くの自由流通米の生産者はその増産について意欲を持っていると判断されるが、その理由は必

ずしも同じでは無い。理由は大きく以下の 3 つに集約される。 

・ 自家消費分が不足するため、もっと増産したい（もっと食べたい） 

・ 米が不足している人（地域）にもっと供給したい（輸入米を減らすことが国家の財務改善に

貢献する） 

・ 余剰分を販売して収益を得たい（儲けたい） 

(1) ポテンシャル 

流 通 
・ 計画経済の下で、妥当な政策に基づき計画的に流通を改善、合理化することが可能である。 

・ 食糧保障が重要な政策となっている。低価格配給米、社会米が消費の大半を占め、国民に対

し食糧へのアクセスを担保している。 

・ 計画流通と自由流通を並行する流通機構を整備している。現在は政府米が圧倒的に多いもの

の、食糧事情の変化による調整がしやすく、（調整による変化のインパクトが小さく）国民に

受け入れられやすい。 

・ 自由流通米は既に全国的に流通が始まっている。 

・ 国営市場と自由市場が整備され、双方で米の販売が行われている。 

その他 
・ キューバ国において米は重要な主食の一部を構成し、国民の米に対する需要が高い。 

・ 人々は大量の輸入米が国の財政を圧迫していることを知っている。 

・ 米を増産して国に貢献しようという意識が高い。 

・ 借地で自由流通米を生産する制度が整備されかつこれを利用しようという人々が存在する。 
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(2) 阻害要因 

C-2ブロック：流通その他の問題

図4.4.2　不十分な市場システム

収穫後処理を生産者自身が行っている

CAIの大規模施設が
自由流通米に有効に

利用されていない

生産農地がＣＡＩの大
規模処理施設から離

れて分散している

栽培契約の数
が不十分

自由流通米ユニッ
トは経験も施設も

持っていない

栽培契約の内容
が生産者に有利

でない

自由流通米ユニット
は生産者に提供す
る十分な営農資材

を有していない

ＡＣＯＰＩＯその他の
機関が白米での購

入を行っている

ＡＣＯＰＩＯ等の公的な
米流通機関が自前の
処理施設を有していな

い

米の処理及び流通システムにおける問題

生産者は流通の経験を
持っていない

米は主として自家
消費用に生産され

てきた

小規模な輸送・販売シス
テムが不十分である

米市場は基本的に配
給システムを中心に構

築されてきた

合理的な米処理システムの不在 合理的な米流通システムの不在

自由市場と国営市
場が分離されてい

ない

品質に根ざした米の
価格システムが構

築されていない

市場に於いて
品質が評価さ

れない

自由市場に於いて
も上限販売価格が
大きな影響を持っ

ている

 

販売価格と生産者価格は、政府が制定する国営市場の上限販売価格が多く影響しており必ずしも

市場合理性を反映していない。いずれにしても、消費者と生産者にとって妥当な価格水準を検討

する必要があり、政府の上限販売価格もこれらの検討に基づいて決定されるべきである。 

増産の意欲については、社会米と配給米（現在、両者は輸入米でカバーされている）の制度を殆

どの生産者が利用している状況が、これらが自由流通米でまかなわれるようになった時にこの社

会システムをどのように維持していくかという点も含めた議論が必要である。 

また、自由流通米を増産するという政府の目標は明確であるが、上記を含めて国営米との連携、

民間セクターに対する支援、土地所有者と借地農業の格差等についてどのように対処していくか

という点についての議論が必要であろう。 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

第五章 自由流通米のための生産技術の検討 
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第五章：自由流通米のための生産技術の検討 

5.1 持続的稲作技術開発の正当性と最重要課題 

5.1.1 持続的稲作技術開発の正当性 

前章で整理したように、自由流通米の増産と生産性の向上を阻害する主要な要因として、以下の

3 項目が認識されており、これらを改善することが大きな課題となっている。 

1） 米栽培技術（資材調達・普及・機械化・潅漑排水）の不適 
2） 米作付け地の拡大不足 
3） ポストハーベスト技術、流通システムおよびその他の不適 

また、具体的な問題点として、以下の事項が指摘されている（3.3.2）。 

1） 化学肥料、農薬、証明種子等の生産資材が不足している。 
2） 揚水潅漑では、ポンプアップの燃料不足が深刻で、電化も進展していない。 
3） 農業機械類が古く、台数が不足している。ポストハーベスト関係の施設・機械が不足して

いる。 
4） 水路の整備が不十分である。 
5） 水田での輪作が少ない。 
6） 土壌改良のための作物残渣や有機物等の利用が少ない、等。 

一方、改善の可能性としては、以下の項目が確認されている。 

1） 圃場レベル（栽培技術・機械化・潅漑排水・技術普及・ポストハーベスト）の改善 
2） 米生産体制全般レベル（作付け地・流通／ポストハーベスト）の改善 

さらに、以下の自由流通米生産の位置づけおよび方向性（2.2.3）を考慮すると、自由流通米の増

産と生産性の向上のためには、その生産に適した技術開発が重要であると判断される。 

1） 持続可能な生産体系と農業機械等の低投入 
2） 多様な栽培条件に適した品種に基づいた生産体系 
3） 輪作体系における生物肥料・生物農薬・有機物および緑肥の最大限の利用 
4） 中小規模生産者の生産体系の確立、栽培における畜力の幅広い利用 
5） 生産者の能力向上 

5.1.2 技術開発の方向性 

(1) 自由流通米の生産の将来像 

持続可能な農業生産を行うためには、適地に生産量に見合ったエネルギーを投入しながら農業生

産を行わなければならない。したがって、増産を行うということは、それに見合った農業投入を

増やすということであり、それが行われなければ持続可能とはならない。自由流通米についても、

不足気味の農業投入をやりくりしながら、新しい投入を与えていかなければ増産は達成されない。

この考え方は、 

- 現在の化学肥料を最大限に有効活用し緑肥や堆肥等の有機肥料と組み合わせて生産性をあ

げる。 
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- 不足する燃料を可能な限り有効に利用できるよう、機械効率を改善するとともに、畜力や人

力を組み合わせて、最大の生産性をあげる。 

- 肥培管理、水管理を改善し生産性を向上させる。 

- 自由流通米の最適品種を改良するとともに、証明種子が普及され一般に使用されるようにす

る。 

これらの言葉で表現されてきたが、本調査の目的はこれらの方策を具体的に実現可能な姿で示す

ことであり、上記の努力を行って最大の生産をあげている姿が、自由流通米の将来像の一面であ

る。 

(2) 開発のための基本的考え方 

自由流通米の増産は、生産性の向上と作付面積の拡大を基本として考える。 

1. 生産性の向上による増産 

a. 単位収量の増加 
稲作栽培技術と収穫後処理技術の改善により単位収量の増加を図る。 

b. 投入資材の有効利用による効率的な生産 
現状の投入可能な資材と有機肥料や畜力利用を組み合わせて可能な限り生産効率の向上

を図る。 

2. 作付面積の拡大による増産 

a. 未利用地の利用および他の作物からの作付け転換 
現在の未利用地で米生産のポテンシャルが高い土地の積極的利用を図るとともに、サト

ウキビやその他の作物からの作付け転換を図る。 

b.  自由流通米生産者の増加 
Préstamos 等の借地制度を活用して、自由流通米の生産者を増加させる。 

3. 生産者に対するモチベーションを高める 

生産性の向上と作付面積の拡大が推進されるように生産を刺激する。 

a. 自由流通米生産に対する投資の促進 
自由流通米の生産のための土地に対し、生産者が土作りや基盤整備等の投資が行いやす

い環境を整備する。（例えば、農業金融や農業保険の整備、借地期間の延長等） 

b. 栽培支援体制の強化 
自由流通米に関する情報の有効利用、普及活動の強化、人材の育成等栽培支援体制を強

化する。 

5.2 技術的対策 

5.2.1 基本的な考え方 

(1) 経営形態 

自由流通米の生産の拡大は、利用可能な資源（農業投入材や潅漑、機械、技術支援等）の制約が

大きく、これらの資源がどれだけ利用できるかが重要な要素となる。経営形態により、受けられ
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る技術支援、農業投入材に対する支援、利用可能な潅漑施設、利用可能な農業機械等が大きく異

なり、これらへのアクセスに着目して生産者を以下のようにグループ分けすることができる。 

• 国家組織の支援を受けない個人農家 
CCS の組合員、Parceleros 借地農等の個人農家が、国家組織との生産契約なしに自由流通米

を生産する場合、肥料や農薬、燃料といった農業投入材の物的支援は受けられない。この

グループは、受けられる支援のレベルが最も低い。 

• 国家組織の支援を受ける個人農家 
CCS 組合員等の個人農家でも、CAI との生産契約（Non-especializado 契約）を持つ場合、

契約の代価として肥料や農薬、燃料といった農業投入材の物的支援を受けることができる。

ただし、量的には十分ではない。また、稲作 CAI との契約で土地を借りている Préstamos
は、UBPC の潅漑施設から潅漑を利用することができる。 

• 小面積で自由流通米生産を生産している UBPC および CPA 
稲作専門でない UBPC や CPA といった大・中規模の生産組合が、自給用に小面積で自由流

通米を生産する場合、主要作物の生産に利用している農業機械や施設を利用できると同時

に、主要作物用に割り当てされた肥料・農薬・燃料等を米の生産に部分的に流用すること

も可能であり、これら資源へのアクセス条件は、上記 2 グループに比べて良い。 

さらに、それぞれの農家経営での稲作の位置づけからも、各種農業資材の入手可能性や労働力の

投入可能量、必要な投資の確保の可能性が異なる。 

• 稲作を主とする経営 
自由流通米に対する農業投入材の支援は極めて少ないため、利用可能な農業投入は少ない。

一方で、稲作の生産拡大や新しい技術体系の導入にあたり、農家の保有する労働力や資金

を米生産に集中できる可能性を持つ。 

• 米以外の作物を主作物とする経営で、一部で自由流通米を生産 
タバコや野菜、芋類等のために割り当てられた農業投入を部分的に稲作にも流用すること

ができる。一方で、経営の中では主要作物の重要度が当然高いため、米の生産拡大や新し

い技術体系の導入にあたり、労働力や資金を集中することが困難である。 

(2) 農業資材 

自由流通米の生産では、化学肥料、農薬、除草剤といった農業資材の入手が困難なことから、有

機肥料や栽培管理の改善、輪作体系の導入といった代替手段の導入を考える。ただし、現状では、

Non-especializado 契約での割り当てや他作物への割り当て資材の流用により、少量ながらこれらの

農業投入も使用されており、これを十分に活用することも考える。現状レベルでの化学肥料や農

薬、除草剤等の利用は継続するものと考える。 

証明種子の利用に関しては、証明種子の生産・配布体制が弱く、現状で利用率は低い。しかし、

生産性の向上のためには証明種子利用の改善は極めて重要な要素であり、自由流通米に適した品

種の開発と証明種子の生産・配布体制の強化により、その利用率を高めることを考える。 

(3) 燃料消費 

農業機械、潅漑ポンプ等に使用するディーゼル燃料は、一般市場でも購入が可能であるが、その
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価格は作物割り当ての燃料に比べて極めて高く、生産者にとって大きな負担となっている。一方

で作物割り当ては安価で入手可能であるが、量的に限られている上、自由流通米に対しては

Non-especializado 契約以外では割り当てはない。すなわち、農家にとって燃料そのものは入手可能

であるが、安価な燃料の入手が困難であるのが実情である。このため、自由流通米の生産での燃

料利用は、大幅な使用量の増加は考えず、現状の水準の維持を前提に考える。この水準のもとで、

利用効率の改善と燃料の有効利用を図る。 

(4) 農業機械 

上述のとおり、燃料消費を現状レベルで考える。その上で、機械効率の改善による燃料の有効利

用と、その範囲内で作業工程ごとの代替可能性を考慮しながら機械化を考える。 

• 土壌条件（畜力耕起による代替の可能性） 
• 労働力（の調達事情） 
• 機械の利用可能性（リースもとの存在、賃耕サービスの存在） 

(5) 潅漑利用 

政府や生産者の投資能力を考慮すると、自由流通米のための大規模な新規水源や潅漑施設の新規

開発の妥当性は低く、既存の水資源や施設を適切かつ有効に利用することが重要となる。現状で

は、小規模の個人農家が利用している潅漑施設は、その多くが小型ディーゼルポンプであり、燃

料の確保が大きな問題となっている。水源を小河川や地下水に頼っている地区では、ポンプ潅漑

は不可欠であり、水利用効率の改善と燃料消費の節約、動力の代替等を取り入れながら、積極的

に潅漑を展開することを考える。 

(6) 労働力 

労働力の調達可能性について、農家の有する家族労働力、組合等の組織内での調達、外部からの

雇用について検討する。移植等の栽培管理の改善と連携して、専門労働者グループの育成の可能

性についても検討する。また、省投入で生産性の高い稲作を実現するためには、緻密な栽培管理

が求められ、結果として生産者の農作業負担が増えることが予想される。農家経営の中で稲作に

どれだけの労働力を増やすことができるが、経営タイプごとに検討する必要がある。 

(7) 提案する栽培技術体系の生産者による受入可能性 

自由流通米は、限られた資源を活用しながら生産者が自発的に米生産を行うものであり、本調査

で提案する栽培技術体系が、生産者により受け入れられることが最も重要である。このためには、

生産者の意向に関して、以下の観点から受入可能性を検討する必要がある。 

• 生産者に対するインセンティブ 
• キューバ国民としてのモチベーション 
• 提案する栽培技術体系の技術レベル 
• 生産者を取り巻く社会習慣／体制 
• 農作業 
• 投資の可能性 

5.2.2 圃場レベルでの稲作技術の改善 

自由流通米の生産に係る問題の解決は、生産者の営農活動とそれを支援する組織・システムの強

化の二つの側面から見る必要がある。生産者の圃場レベルでの稲作技術の改善対策は、農業資機
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材不足に起因する場合と稲が栽培される圃場に起因する場合の二つに分けることができる。 

現在キューバ国の稲は伝統的に様々な様式で栽培されてきた。例えば、直播栽培の場合、人力や

播種機を用いた条播栽培から航空機を用いた散播まで、多様な規模・方式で栽培されている。 

従前の小規模な自家消費用の生産が行われていたときは、天水・条播で播種し、除草を鍬で行っ

ていた。その後、自由流通米としての販売が認められると、その販売を目的として稲作 CAI が行

っていた生産技術を用いて自由流通米を生産する生産者が現れた。しかし、その栽培方法では欠

株の発生（圃場の不適切な代かきや田面の馴らしの悪さ、潅漑水管理の悪さのため生じた大小の

水たまり（Lagunas、Charcos）に起因する）と雑草の発生（均平度の悪さに起因する）のため単位

収量は高く無かった。 

また、自由流通米の生産者は除草剤（稲作 CAI と同様の栽培方法に不可欠である）の入手が困難

であり、これに対応するために代かき・移植栽培（移植直後から水深を深くして雑草の発生を抑

えることが可能で、欠株がほとんど生じない）がこの 5～6 年の間に急速に普及している。移植栽

培の単位収量（湿籾）は直播栽培よりも約 1.0 t/ha 以上高くなっている。移植栽培の単位収量が直

播栽培よりも大きいのは、移植栽培によって欠株が無く、雑草と競合しない良好な群落で籾生産

ができるようになった結果である。しかし、現在、自由流通米の生産では、化学肥料の入手が困

難であるためそれをほとんど使用されず、また、有機肥料もほとんど施与されていない。今後、

さらに自由流通米の収量増を図るためには、施肥が不可欠である。 

自由流通米の生産を拡大するための必要な持続的稲作技術の基本的な考え方を以下に示す。 

(1) 稲作技術の改善対策 

1) 耕種的手段による雑草防除 

作物の栽培は雑草との戦いでもある。除草剤が入手できない条件下で稲作を行うために、日

頃の圃場管理が重要である。 

条  件 対  策 
耕起・砕土・代かき用の

燃料を確保できる。 
雨期の初めに耕起を行い、降雨を待って雑草の発生を促す。雑草が育ったら、砕

土を行い、雑草の発生を促す。再度雑草が育ったら、代かきを行って雑草をすき

込み、落水し、雑草の発生を促す。雑草が育ったら再び代かきを行って雑草をす

き込み、稲を栽培する。 
役牛を所有しているか

借りることができる。 
畔で囲まれた一枚の圃場が大きい場合、2 – 3 Cordero 位の単位で牛を用いて小さ

な畔を作り、水管理および均平化作業を容易に行えるようにする。代かきを大き

なトラクターで行わず、牛を用いて行う。湛水するたびに水掛かりの悪い高い場

所を確認し、その場所の代かきを繰り返して田面を馴らす。また、耕起・砕土を

行った後、人力で高い場所の土を水たまりができていた場所へ移動する。 
 

2) 圃場における有機物のすき込み 

有機物の施用は稲の生育に必要な無機養分の供給以外に土壌の物理性の改良に効果がある。

一方、現在の自由流通米生産の生産者は稲栽培に必要な量の化学肥料を使用できない。そこ

で、稲の生育に不足する養分を有機物・有機肥料を施与して補うことで自由流通米の収量を

向上させる。 

なお、有機物および有機堆肥の施用においては、稲ワラおよびセスバニア（緑肥）の投入では

圃場への投入に先立ち事前処理が必要である。 
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セスバニアを緑肥として圃場にすき込んだ後、セスバニアが雑草として圃場に残らないよう

に、種子や植物体が自由に圃場に広まらないような手段を講じる必要がある。発芽せずに土

壌中に残ったセスバニアの種子は、その後圃場に稲が植え付けられ、育っている時に発芽し、

稲の生育を阻害する。 

条  件 対  策 
生産者が移動型飼料裁断

機を使用できる 
脱穀した稲ワラを裁断機で裁断し、約 20 日間乾燥を耕起と共にすき込む。 

生産者がセスバニアの種

子を入手できる。 
窒素固定植物のセスバニアは、湛水下で生育することが可能である。 
セスバニアは発芽 45 日に圃場にすき込むことで 65 kg/ha の窒素を供給する。

生産者が発酵牛糞を入手

できる。 
牛糞は良い有機肥料であるが、雑草の種子を含んでいるので、発酵処理が不

可欠である。 
生産者がミミズ堆肥を入

手できる。 
牛糞を材料としたミミズ堆肥は重量が 1/10 になっているので輸送や施与が容

易である。 
乾土効果の利用 最高分けつ期（乾期：発芽後 55 日、雨期：発芽後 50 日）に、潅漑を 10～12

日間中断して水田土壌を一旦乾燥し、土壌微生物の活性を高めて有機物の分

解を促進して生成された可給態窒素やリン、カリを開花期の生育に利用する。

 

この時、以下の検討が必要である。 

- セスバニアの生育期間は短く（45 日程度）、最適な播種の時期は 3 月から 7 月である。 
- 稲の二期作は下図に示すようなパターンで行われなければならない。 

 
乾      期 雨     期 

11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月
      2.5        3 ヶ月 

 移植 100 日  収穫 播種 移植 85 日  収穫  

  
 
 
  
4 ヶ月  播種 

25 日    

ヶ月 

25 日
1.5 

 
ヶ月 

   

  注： 1) 品種：Reforma (早生)、2) 育苗期間：25 日、3) 本田の生育期間：乾期では 100 日、雨期では 85 日 
図 5.2.1 水稲二期作の作期 

 
キューバ国においては、播種と移植は 9 月と 10 月を除いて 1 年を通じて行える。さらに、も

し各月の適正な品種を選定すれば、１年のうち 10 ヶ月は収量が落ちること無く播種が可能で

ある。 

ワラのすき込みで低温下には有機酸の蓄積が起こり、稲の根に有害に働くことがあるが、高

温下ではその分解が速やかで、害が認められる機会が少ない。ただ、分解を促進するために

は、裁断後にすき込むことが好ましい。 

3) 種子の選別・証明種子の利用による発芽率・苗立ち率の向上 

自由流通米生産農家は証明種子の入手が困難である。このため、苗代や直播圃場での苗立ち

の悪さ、他品種や赤米の混入を引き起こしている。他品種や赤米の混入を無くするために証

明種子を利用する。また、苗立ちを良くするために、播種前に比重による選別を行い、未熟

な種子を除く。 
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条  件 対  策 

生産者が証明種子を
入手できる。 
生産者がカルパを入
手できる。 

a. 証明種子を入手し、その更新は 3～5 年を目処に行う。 
b. 生産者が塩水選、播種前の発芽率の確認を行い充実した種子を播種する。 
c. 直播および苗代に使用する種子は催芽した種子を用いる。 
d. 次期作用の種子は、種子の混ざり、病害虫の被害が少ない場所から刈り取り、

選別を行う。 
e. カルパー（過酸化石灰）を種子にコーティングして播種することで苗立ちを

良くする。(直播の場合) 
 

4) 条播および正条植えの導入 

乱雑植えは、本田における生育初期に生ずる雑草との競合を回避することが可能であり、ま

た、直播栽培の様に圃場の均平度の悪さによって生じる欠株が生じないために農家に広まっ

てきている栽培方法である。しかし、乱雑植えは、熟練田植え労働者の不足と賃金が高いと

いう問題があり、調査対象郡内でも依然として直播栽培を行っている農家（一部の農家では

CAI との契約により入手した除草剤を使用しているが、大部分の農家は手取り除草）もある。

また、現在行われている乱雑植えは、労働者への支払いが面積当たりの支払いとなっている

ため、労働者の植付けが乱暴な植え方となって 1株本数が一定せず、浮苗が多くなり、また、

圃場に入って行う手取り除草も容易ではないという問題を抱えている。 

このため、一株本数を揃え、浮苗を少なくし、また補植を行って良い群落を作って生産を向

上させるため正条植えの導入を図る。同時に正条植えを基にした手押し回転除草機を手取り

除草と組み合わせた除草方法を導入する。正条植えの場合、畦間と株間に手押し回転除草機

を掛けられるため、手取り除草を行う必要性は低くなる。 

直播か移植かを決定する重要な条件は経営規模である。移植には多くの労働力を必要とする。

それゆえ、たとえ移植にかかる労賃が安い場合でも多数の労力を一時に集めるのが困難な場

合には直播を選ばざるを得ない。 

経営規模や社会条件により移植の導入が困難な場合には、ドラムシーダーを使った条播の導

入を図る。これにより手押し回転除草機を手取り除草と組み合わせた除草方法を導入する。

条播の場合、畦間の除草は手押し回転除草機により可能で、株間に生えた雑草の手取り除草

が容易に行える。 

なお、手押し回転除草機を用いても現行の圃場を湛水状態に維持して雑草、赤米、落ち生え

の発生を抑制する技術は継続することが必要である。 

条 件 対 策 
移植のための労働力を確保が可能である。 正条植と手押し回転除草機の導入 
移植のための労働力の確保が困難である。 ドラムシーダーを使った条播と手押し回転除草機の導入

 

5) 生物農薬の利用 

キューバ国で研究され、一部商品化されている稲の主要害虫である、セジロウンカ、カメム

シ、稲ゾウムシ、ツマジロヨトウ、ダニ防除用に開発されている生物農薬を使用する。 

生物農薬は、自由流通米生産農家の需要に見合う十分な量が生産されていない。特にカメム

シ (Obebalus insularis Stal)防除等に用いる Metarhizium の生産量を増やす必要がある。 
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条  件 対  策 
生産者が生物農薬を入手できる 病害虫防除に生物農薬を使用する。 

 

(2) 自由流通米栽培を支える周辺環境の開発 

1) 自由流通米用証明種子生産と配布システムの確立 

各郡の証明種子生産者の種子生産技術を基準化し、普及することが急務である。このために

は、各郡に配置されている現行の自由流通米生産に関わる普及活動と種子検定システム

（SICS）の強化が必要である。 

2) 灌漑用ポンプの普及とその電化の促進 

栽培管理が容易で、収量も高い乾期の稲作、ひいては二期作を推進するために、ポンプの普

及と電化の促進が必要である。 

3) 畜産ユニットから排出される家畜糞尿を利用したミミズ堆肥および発酵牛糞供給シス

テムの確立 

各郡には、下記のように畜産を主目的にした各種の協同組合がある。 

郡 生産単位の数 合 計 
Aguaga de Pasajéros 2 UBPC, 1 CCS 3 
Santo Domingo 2 CPA, 1 CCS 3 
Yaguajay 10 UBPC, 3 CCS, 1 EMPRESA 14 
Chambas 4 UBPC, 1 EMPRESA, 2 GENT 7 
Vertientes 2 UBPC, 2 CPA, 6 CCS, 1 EMPRESA, 1 GENT 12 

合 計 39 
 

各郡の稲作付面積は、Vertientes で約 6,000 ha、他の 4 つの郡は 2,500 ha から 3,500 ha である。 

これらの畜産協同組合では、家畜糞尿の処理に困っており、糞尿公害を発生させる恐れもあ

る。作物栽培生産者や協同組合で化学肥料の入手が困難な現状を考え、畜産ユニットから排出

される家畜糞尿を利用した・ミミズ堆肥および発酵牛糞供給システムを確立すべきである。 

また、稲の窒素必要量を 150 kg N/ha とし、ワラの全量還元を前提にして、必要窒素量の 1/3
（50kg N/ha）を醗酵牛糞で施肥するとすると、ヘクタール当たり乳牛 2 頭分の年間のフンで充

当できる。したがって、Vertientes では乳牛 12,000 頭、他の郡では 5,000 頭から 7,000 頭の乳牛

のフンが必要になる。 

特にミミズ堆肥は、キューバ国の都市農業で広く利用されており、各郡では担当技術者が畜産

ユニットと連携してミミズ堆肥生産に従事しているため、技術普及が容易である。また、ミミ

ズ堆肥は、その重量が原料である牛糞の約 10%になり、形態も粉末・粒状で乾燥しているた

めに運搬や施与が容易である。発酵牛糞供給システムの確立により、化学肥料の不足および

環境汚染の問題が解決される。 

4) 訓練された田植え労働力の社会的供給システムの確立 

とくに、労働力の不足する Vertientes 郡では、1 戸の経営規模が大きいため、農業労働力が不

足し、稲作における移植方式が導入できないでいる。他の調査対象郡においても、表 3.3.3 で
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見るように経営規模の大きい生産者においては、田植え労働力が問題である可能性がある。

田植え技術を習得した労働者グループの創設と、その活動が自由流通米生産の増産に寄与す

ると思われる。 

5) 普及員の普及活動環境の強化 

各郡には、自由流通米担当普及員として、少なくとも証明種子生産担当と自由流通米生産担

当の 2名を置くための定員増、普及活動に必要な車両の整備、コンピュータの設置等の強化を

行う必要がある。コンピュータは、自由流通米に関する情報をキューバ国ののどの部門でも

共有できるためである。 

6) 生産者および普及員に対する技術研修の強化 

自由流通米関係のスタッフおよび生産者やユニットに対する技術研修を増やす必要がある。生

産者も強く希望している。 

(3) 稲作技術改善モデル（稲作タイプ） 

1) 稲作タイプ 

各生産者に最適な営農形態は、栽培および農家経営の条件について細かく分析した上で、稲

作技術改善モデル（稲作タイプ）としてまとめられる。稲作タイプの設定に当たって考慮すべ

き経営条件は多様であるが、ここでは営農形態を決定する主要な要因として以下の点に着目

して整理した。 

a. 水利用の視点 

乾期に潅漑水を確保することが可能であるかどうか。この視点では、物理的な水資源の確保

と併せて、ポンプ利用のコストについての配慮もなされる。 

b. 経営規模と労働力の視点 

移植栽培を導入するために必要な労働力を確保することが可能であるかどうか。この視点で

は、経営規模（稲作面積）から見た物理的な労働力確保の可能性と、傭人コストの負担可能性

についても考慮される。 

c. 他の経済作物の導入の視点 

裏作としての経済作物の導入が期待できるかどうか。この視点では、経済作物の栽培を導入

するために必要な契約栽培やそれに伴う資機材支援の有無が重要な要素となる。 

表 5.2.1 営農条件の整理と稲作タイプ 

営農条件を整理するための主な視点 
No. 水利用－乾期にお

ける潅漑水の確保

経営規模と労働力－移植に必

要な労働力・営農資金の確保

経済作物－裏作とし

ての経済作物の導入

対応する稲作タイプ 

① ○ ○ ○ 水稲雨期一作－移植－経済

作物の裏作栽培 
② ○ ○ － 水稲二期作－移植栽培 
③ ○ × － 水稲二期作－直播栽培 

④ × ○ × 水稲雨期一作－移植－地力

維持作物の裏作栽培 

⑤ × × × 水稲雨期一作－直播－地力

維持作物の裏作栽培 
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各稲作タイプの概要は以下のとおりである。 

①水稲雨期一作－移植－経済作物の裏作栽培 

このタイプは高収益型二毛作タイプとして位置づけられ、稲作と経済作物の栽培を組み合

わせることで、高い収益性を目指すものである。雨期水稲および乾期経済作物ともに安定

的な潅漑を行うため、主として地下水を水源とする。経済作物の栽培は、野菜や根菜類の

契約栽培を念頭に置き、これら作物の栽培に必要な肥料・農薬・燃料等の営農資材は契約

栽培の中で入手する。 

②水稲二期作－移植栽培 

このタイプは高収量型稲二毛作タイプとして位置づけられ、年間二作の稲作を移植により

行うことで、自由流通米生産の制約された投入のなかでも高い収量を目指すものである。 

③水稲二期作－直播栽培 

このタイプは省力型稲二毛作タイプとして位置づけられ、ドラムシーダーを使った直播（条

播）により年間二作の稲作を行うものである。播種に必要な労働力（労働コスト）を節約

することで省力に努めながら、②のタイプに比べて劣るものの、比較的高い収量を目指す

ものである。 

④水稲雨期一作－移植－地力維持作物の裏作栽培 

このタイプは持続型稲作タイプとして位置づけられ、水稲雨期作を中心とした栽培体系で

ある。裏作に緑肥作物あるいは作物残渣を圃場に還元することで土壌改良に貢献できる作

物の栽培を組み合わせることで、限られた投入の中で持続的な稲作を目指すものである。

雨期の水稲では移植を導入し、比較的高い収量を目指す。 

⑤水稲雨期一作－直播－地力維持作物の裏作栽培 

このタイプは省力・持続型稲作タイプとして位置づけられ、水稲雨期作を中心とした栽培

体系である。裏作に緑肥作物あるいは作物残渣を圃場に還元し土壌改良に貢献できる作物

の栽培を組み合わせることで、限られた投入の中で持続的な稲作を目指すものである。雨

期の水稲ではドラムシーダーを使った直播（条播）を導入し、播種に必要な労働力（労働

コスト）を節約し省力に努める。 

各稲作技術改善モデルに求められる圃場レベルでの技術改善の概要は、表 5.2.2 のように整理

される。 

 



 

 

 

表5.2.2　稲作技術改善モデルと圃場レベルでの技術改善の概要

提案技術 提案技術の概要
水稲雨期１作－
移植－経済作
物の裏作栽培

水稲２期作－移
植栽培

水稲２期作－直
播栽培

水稲雨期１作－
移植－地力維持
作物の裏作栽培

水稲雨期１作－
直播－地力維持
作物の裏作栽培

耕種法による雑草抑制
耕起後に一度湛水して雑草の発生を促してか
ら代かきを行う。

○ ○ ○ ○ ○

畜力による田面の均平
直播後の苗立ちを良くするために、畜力を用い
て田面の均平度を高める。

○ ○

証明種子の利用
品種の混入を避け、病害虫抵抗性を備えた品
種を用いることで、農薬の使用を抑える。

○ ○ ○ ○ ○

種子の比重による選別
圃場での苗立ちを良くして欠株を無くし、播種
量を減少させる。

○ ○ ○ ○ ○

栽植様式
手押し回転除草機を使用して除草するために
正条植えあるいは条播を導入する。

正条植え 正条植え 条播 正条植え 条播

手押し回転除草機
イネの生育と競合し、収量を低下させる雑草を
除草剤を使用せずに防除し、圃場への酸素の
供給および圃場から有害ガスを除去する。

畦間、株間に掛
ける

畦間、株間に掛
ける

畦間に掛ける
畦間、株間に掛

ける
畦間に掛ける

人力による除草
手押し転除草機で除草できなかった雑草、落ち
生え、赤米を除去する。

○ ○

田面水の維持による雑草抑制
代かき直後から田面水を維持することで、雑
草、落ち生え、赤米の発生を抑制する。

○ ○ ○

ミミズ堆肥施与

化学肥料に代わる肥料として、ミミズ堆肥を施与
する。化学肥料のような速効性は期待できない
が、潅漑水による養分の流亡が少なく、肥効が
長続きする。

○ ○ ○ ○ ○

生物農薬の利用
各郡に配置されている CREEで生産される生物
農薬を利用し、天敵の維持、圃場・潅漑水の農
薬汚染を避ける。生産コストを下げる。

○ ○ ○ ○ ○

中干し (乾土効果の発現)
最高分けつ期に落水し、有機態養分の無機化
を促進するとともに、根張りを良くする。

○ ○ ○ ○ ○

経済作物の施肥残効の利用、畑状態にすること
で土壌の理化学性の改善を図る

○

畑状態にすることおよびソルガム茎葉のすき込
みで土壌の理化学性の改善を図る

○ ○

作物残渣のすき込み
イナワラ残渣のすき込みで土壌の理化学性の
改善を図る

○ ○ ○ ○ ○

水田裏作の活用による土壌
の理化学性の改善、水田雑
草の抑制
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2) 作付体系 

水田では、雨期の長さ、圃場の排水状況、潅漑可能水量、各種作物の市場価格によって水稲

を基幹作物にして、水稲（二期作）を含めていろいろな作物との組み合わせが可能である。キ

ューバ国の現状を考慮すると、経済作物では農業資材の補助が期待できる契約栽培が可能な

野菜および根菜類、地力維持を考慮した裏作物としてはソルガムとの組み合わせが候補とし

て考えられる。 

野菜および根菜類：キューバ国では、国営の集荷企業（ACOPIO）が農家に野菜（タマネギ、

トマト、カボチャ、サツマイモ、ピーマン、キューリ等）の生産を委託している。野菜の生産

は病害虫の少ない乾期に栽培されており、契約により種子、肥料、農薬が供与され、生産し

た野菜が ACOPIO に買い上げられ、災害で収穫できない場合に供与された資材の返済を免除

する保険制度が設けられている。野菜に施与した肥料の残効が雨期の稲作に期待できる。 

また、個々の農家が自家用にインゲンマメやニンニク等を栽培し、余剰農産物をフェリアで

販売することが可能である。 

ソルガム：キューバ国ではソルガムの子実はブタやニワトリのエサとして用いられ、自家用

家畜のエサに加えて畜産農家の需要もある。ソルガムは、乾期に排水の良い過湿にならない

圃場を選んで播種する。播種には、稲の条播に用いた播種機を使用することが出来る。必要

に応じて湛水しない程度の灌漑を行い、原則として子実を収穫する。収穫には現在のコンバ

インで可能なのでコンバインで収穫した場合は茎葉を圃場にすき込む。コンバインが無い場

合は穂刈りをし、茎葉は立毛状態で乾燥させ、家畜の飼料にするか、細断して圃場にすき込

む。ソルガムは子実を収穫するため、耕起時にミミズ堆肥を 2 t/ha を施与する。後作の稲への

施肥は、ソルガムの稈がすき込まれるため、ミミズ堆肥を 2 t/ha を耕起時にすき込む。 

上記稲作改善のための提案技術は図 5.2.2 に示したような作物と組み合わせた作付け体系を用

いて圃場で実施する。 

作付けは一年毎の繰り返しとなる。自由流通米が栽培されてきた圃場は、長年に渡って施肥

量が皆無か施肥基準以下で利用されてきていると思われる。肥沃度の回復を図るために、ミ

ミズ堆肥を毎年二期作の場合には乾期作の耕起時に 4～6 t/ha を施与し、二毛作の場合は、水

田の裏作にあたる乾期に 2 t/ha、稲作に 2 t/ha を施与する。ミミズ堆肥は化学肥料の様な速効

性は期待できないが、潅漑水による流亡が少なく、肥効が永く続き、また化学肥料とは異な

り過剰施与の害も発現しにくく、肥効が生育後期の追肥の様に働くことが期待できる。ミミ

ズ堆肥施与量の増減は開花期頃の葉色によって行うことが望ましい。 

収量は、土壌の肥沃度の影響を強く受け、また、降水量の多少や病害虫の被害等の影響を受

ける。ここで示した想定収量は、これまでの農家の聞き取り調査、GAIPA の統計等を基に設

定した想定される地域の平均収量である。提案した肥培管理方法を毎年繰り返すことで収量

は、栽培される圃場の肥沃度に左右されるが、数年間は少なくとも前年の 10%は増加すると

考えられる。 

赤米・落ち生えは、栽培する稲と全く同じ種であるため、稲が栽培されている圃場で除草剤

を用いて除去することはできない。赤米・落ち生えの発生を抑える唯一の方法は、代かき直

後から圃場を湛水状態に維持することである。雑草、赤米・落ち生えの発生はその圃場の管
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理状況に依存する。赤米・落ち生えの発生が著しい圃場で自由流通米を生産する場合には、

条播を避け、正条植えを用いるべきである。 

 

月 nov. dic. ene. feb. mar. abr. may. jun. jul. ago. sept. oct.
作 期

品種： ICACuba 31 (乾期：120 日、雨期：115 日)、苗代日数 20 日間

図 5.2.2 導入する作付け体系の例

稲作タイプ- 5：
水稲雨期１作－
直播－地力維
持作物の裏作

栽培

稲作タイプ- 1：
水稲雨期１作－
移植－経済作
物の裏作栽培

稲作タイプ- 2：
水稲２期作－移

植栽培

稲作タイプ - 3：
水稲２期作－直

播栽培

稲作タイプ - 4：
水稲雨期１作－
移植－地力維
持作物の裏作

栽培

本 田苗 代 苗 代 本 田

本 田本 田

乾期作 雨期作
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3) 生産コストと収益 

計画の生産コスト算定に当たり、条播の圃場における赤米・落ち生えの発生は、実証試験の

直播圃場の様に酷くないという設定で行った。 

作付け体系毎の生産コストおよび利益を表 5.2.3 に示した。 

 

5.2.3 圃場レベルでのポストハーベスト・流通の技術的改善 

(1) ポストハーベスト・流通の検討条件 

1) 生産者による生産物の形態 

自由流通米生産者による生産物の形態は、生籾・乾燥籾・精米の 3 形態である。 

2) ポストハーベストの範囲 

一般に、ポストハーベストの範囲は、刈取りから消費者の口に入るまでの多様な過程を含む。

自由流通米の生産者の段階におけるポストハーベストの過程は、刈取、脱穀、乾燥、精選、

籾保管、籾摺、精米、精米保管、販売までの全ての過程を含む場合と、CAI の施設にアクセ

スでき、乾燥以降の過程を CAI に委ねる場合がある。流通段階におけるパーボイル、玄米加

工、米製粉等の特殊加工は、自由流通米生産段階と直接関係がないので、圃場レベルにおけ

るポストハーベストの範囲から外す。 

3) ポストハーベスト用機材 

調査対象地域における自由流通米の収穫後の一般的な処理法は、鎌による手刈かコンバイン

ハーベスターによる収穫、Maccogil 型脱穀機による脱穀、日干し乾燥（一部機械乾燥）、

Engelberg 型精米機による籾摺精米となっている。多くのコンバインハーベスターは老朽化し

ており、Maccogil 型や Engelberg 方は旧式の自家製コピーである。 

4) 処理の規模 

自由流通米の生産者におけるポストハーベストの処理規模は、大きなロット（数百ﾄﾝ以上）に

乾期作 雨期作 乾期作 雨期作 乾期作 雨期作 乾期作 雨期作 雨期作+乾期作

タイプ-1 乱雑植え 地下水・ポンプ 4,000 8,498 10,560 2,063 2,063
タイプ-2 乱雑植え 地下水・ポンプ 4,500 4,000 9,160 8,498 11,880 10,560 2,721 2,063 4,783
タイプ-3 散播 地下水・ポンプ 4,000 3,000 7,775 6,966 10,560 7,920 2,785 954 3,739
タイプ-4 乱雑植え 地表水・ポンプ 4,000 8,498 10,560 2,063 2,063
タイプ-5 散播 地表水・ポンプ 3,000 6,966 7,920 954 954

タイプ-1 正条植え 地下水・ポンプ 5,500 10,208 14,520 4,312 4,312
タイプ-2 正条植え 地下水・ポンプ 5,500 5,000 11,024 9,738 14,520 13,200 3,496 3,462 6,958
タイプ-3 条播 地下水・ポンプ 5,000 4,500 9,451 8,222 13,200 11,880 3,750 3,659 7,408
タイプ-4 正条植え 地表水・ポンプ 5,000 10,046 13,200 3,154 3,154
タイプ-5 条播 地表水・ポンプ 4,500 8,773 11,880 3,107 3,107

タイプ-1 1,500 1,711 3,960 2,250 2,250
タイプ-2 1,000 1,000 1,865 1,241 2,640 2,640 776 1,400 2,175
タイプ-3 1,000 1,500 1,676 1,256 2,640 3,960 964 2,704 3,669
タイプ-4 1,000 1,549 2,640 1,092 1,092
タイプ-5 1,500 1,807 3,960 2,153 2,153

増　　　　減 (計画 - 現況)

想定収量 湿籾 (t/ha) 計画生産コスト 粗収益
稲作タイプ

想定する
灌漑方式

表 5.2.3 稲作タイプ毎の生産コストおよび収入
収　入

現　　　　況

計　　　　画
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なることはない。将来、自由流通米の増産が達成され、CAI のような組織により大規模籾摺

精米処理が進む可能性はあるが、自由流通米の生産者の手を離れた後となる。 

5) 収穫後処理ロス 

収穫後処理における量的・質的ロスの発生が指摘されているが、ロス査定の実績がない。本

調査では、部分的なロス査定を実証調査で実施する。 

(2) 圃場レベルのポストハーベスト処理技術の改善  

1) 技術改善の方向性 

技術改善の方向性は、 

① 自由流通米生産における収穫後処理各過程の技術改善の方向性と技術レベルを明らかに

して、技術レベルの異なる生産者に対して、選択可能な技術を提示できること。 

② 技術改善は自由流通米生産者に受け入れられ、受け入れられた技術が持続し、他に波及す

ること。 

③ 当面の技術的改善は、現在の自由流通米の流通事情の下で行なわれる。 

2) 各処理過程の改善項目 

a. 刈取り 

脱粒および胴割粒の発生を防ぐため、適期刈取りが重要である。大型コンバインハーベスタ

ーは、小圃場では作業効率が悪いが、刈取りと脱穀が同時に行なわれることが、脱穀機の手

配や刈取り後の降雨を避けるために生産者から評価されている。低コストで作業効率を上げ

る刈取り方法が求められており、下記のような段階的選択肢が考えられる。 

段 階 現 況 説 明 
現在 1 鎌による手刈り 結束/圃場乾燥はしていない 
現在 2 大型リール式コンバインハーベス

ター 
刈取と脱穀が連続、稲幹が高水分のため選別が悪い 
小圃場では作業効率が劣る 

 

段 階 条 件 改善策 
選択 1 田植 田植稲用改良鎌の導入 
選択 2 条/正条値、水捌、器機入手 歩行型カッター式刈取機の導入 
選択 3 水捌、器機入手 小型コンバインハーベスター導入 
選択 4 根刈と穂揃、条/正条植、水捌、器機入手 乗用型カッター式穂真汲きコンバイン 

 
刈取りと脱穀作業について、最終的な機械化の方向は、小型コンバインハーベスターまたは乗

用型カッター式穂扱きコンバイン（日本式）の利用であると想定される。 

b. 脱 穀 

普及している Maccogil 型脱穀機は、老朽化したコンバインハーベスターの脱穀部を再利用し

たもので、大き過ぎ効率が劣るので、より小回りのきく脱穀機が必要である。改良型 IRRI 脱

穀機を導入し現地生産を計画する。穂扱き脱穀機の動力効率は良いが、根刈りおよび穂揃い

が条件となる。一方、刈取りと脱穀作業の間に圃場乾燥の習慣がないことを、さらに精査す

る必要がある。つまり、生脱穀か乾燥稲脱穀かがポイントとなる。 
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段 階 現 況 説 明 

現在 1 叩きつけ 人力 
現在 2 Maccogil 型投込式脱穀機 大型で動力効率が劣る 
現在 3 大型リール式コンバインハーベス

ター 
刈取と脱穀が連続し選別が悪い、小圃場では効率が悪い

 

段 階 条 件 改善策 
選択 1 中高刈、(刈取後圃場乾燥)、機器入手 改良 IRRI 投込式軸流型脱穀機 
選択 2 条/正条植え、水捌、根刈穂揃、機器入手 乗用型穂扱式コンバイン 

 

c. 乾燥と精選 

圃場乾燥が実施されない理由の調査、および圃場乾燥中のロスの査定をする必要があるが、

圃場において一次乾燥ができれば乾燥問題は大幅に改善される。他方、個々の生産者による

日干し乾燥法について、シートやコンクリート乾燥場の整備を図ることが最も現実的な対応

である。 

機械乾燥は石油燃料問題の解決が困難なため、代替熱源利用が必要となる。また、低関係湿

度に基づく常温通風乾燥の可能性を検討する。 

生籾では困難な籾精選を、籾水分が 17～18%以下になってから、手動唐箕/篩によって精選す

ることが、籾品質向上のために必要である。 

段 階 現 況 説 明 
現在 1 屋根上日干し 低コストだが作業が大変/危険の上、場所が限られる 
現在 2 道路上日干し 低コストだが異物混入/危険の上、交通障害となる 
現在 3 一部委託機械乾燥 施設が少なく輸送が困難、乾燥機の燃料が不足している 

 

段階 条件 改善策 
選択 1 1 次乾燥(MC17～18%)、脱粒少、降雨なし 刈取後圃場乾燥（2～3 日） 
選択 2 シート/コンクリート路床の確保、唐箕/篩

の入手 
シート/コンクリート乾燥法と唐箕/篩の整備 

選択 3 低関係湿度、機器入手 常温通風、静置式乾燥機 
選択 4 バイオマス/機器入手、電源 電気/バイオマス熱風、静置式乾燥機 
選択 5 燃料/機器入手、電源 燃料燃焼、静置式乾燥機 
選択 6 燃料/機器入手、電源 燃料燃焼、循環型乾燥機 

 

d. 籾摺精米 

自家消費用精米の主流である Engelberg 式精米機による砕米発生と歩留の改善を図るために、 

① Engelberg 式を１台増設し、籾摺と精米の分離を図る。 
② 改良プロトタイプを導入し、自家製コピーによる機械間の性能のバラツキを改善する。 
③ ゴムロール式籾摺機を増設し、Engelberg 式精米機と組合せ籾摺と精米を分離する。消耗

品ゴムロールの国内生産が課題である。 
④ 自家消費用精米の最終は、主要構成機種として、精選機→ゴムロール籾摺機→籾選別機→

精米機→砕米分離機からなる、時間 0.5～1.0 ﾄﾝ（乾燥籾ベース）規模施設の導入をする。 
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段階 現 況 説 明 
現在 1 Engelberg 1 台 1 台で籾摺精米(one-pass) 
現在 2 Engelberg 2 台  Vertientes のみ(1 台目籾摺、2 台目精米の 2-pass) 

 

段階 条 件 改善策 
選択 1 プロトタイプと図面入手 改良 Engelberg プロトタイプを導入 
選択 2 既存 Engelberg と組合せ、機器入手 ゴムロール式籾摺機導入 
選択 3 籾摺と精米工程が別、機器入手 万石（縦目篩）導入 
選択 4 機器入手 一体型ゴムロール式籾摺精米機導入 
選択 5 砕米選別要、歩留砕米の削減意欲、機器入手 統合籾摺精米の導入 0.5～1.0 t/hr、砕米長さ選別 

 

(3) 圃場レベルの流通改善 

自由流通米に係る圃場レベルの流通加工改善の方向は、次表のように生産者の自家消費分と、余

剰流通分に分けて検討する。生産者が自家消費用米も販売し、後で改めて購入する形は今後も考

え難い。将来の１人当たり消費量を一定とすると、増産分の殆どが流通に回るので、現在より大

幅に流通量が増加すると想定できる。 

生産者 現在（生産 27 万ﾄﾝ/2003） ・ 将来余剰分が増加した時 
自家消費分 ・ 生産者が精米過程まで処理 ・ 生産者が精米過程まで処理 
流通用余剰分 ・ 生産者/生産ユニットは生籾/乾燥籾/精米を

販売 
・ 生産者/生産ユニットによる集荷加工 
・ 部分的に CAI／自由流通米ユニットが集荷

加工 

・ 生産者/生産ユニットは共同乾燥施設を
利用し乾燥籾を販売 

・ CAI/／自由流通米ユニットが集中集荷加
工 

 

(4) 流通米の個別集荷加工から集中集荷加工へ 

流通における圃場レベルの技術的改善は、収穫後処理過程の合理的な分担である。自由流通米の

小規模生産と、経済合理性をもった集中集荷加工の効果的な結びつきが改善となる。つまり、生

産者段階と流通段階の処理過程を合理的に分けることである。 

将来的には、自由流通米生産者による処理過程は、精選乾燥籾の処理までとし、乾燥籾の集荷輸

送・加工は合理化（加工費低減と品質向上）の観点から流通の範囲となる。現在も県によっては、

自由流通米の一部を CAI 等の機関が集荷

加工している。 

図 5.2.3 に示すように、米産地の中心に集

中籾摺精米加工施設を設置し、周辺にサテ

ライト的に複数の共同乾燥センターを設

置し、生産者は圃場にて一次乾燥した籾を

ここに持ち込む。共同乾燥センターは CCS
等の生産ユニット、精米や乾燥サービスを

提供する業者が運営主体となる。集中籾摺

精米施設は、CAI／自由流通米ユニットが

運営する。 

図　5.2.3　米の集中処理方式

乾燥ｾﾝﾀｰ乾燥ｾﾝﾀｰ

乾燥ｾﾝﾀｰ

集中籾摺精米

生産者 生産者

生産者

米産地
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5.2.4 圃場レベルでの農業機械の技術的改善 

農業機械分野においても圃場レベルの技術的改善は、キューバ国の経済状況を考慮し、外貨を必

要とする計画を極力避け、新規機材の導入の可能性等を十分に検討し、持続性のあるものとする

必要がある。4 章に示されている開発のポテンシャルと阻害要因を考慮に入れた農業機械の技術

的改善の基本的な考え方は、以下のとおりである。 

(1) 農業機械利用技術の改善 

1) 直播・条播および移植・条植の導入 

現在の自由流通米の生産では、播種に関して撒播・移植ともに条植えはあまり行われておら

ず、稲の植え付け間隔は密植の状態である。このため、十分な日光を受けられないことによ

る登熟不足、稲間の通気性が悪いことによる病虫害の発生等の問題がある。密植の問題を解

決し、稲の株内および株間環境を改善することにより、１穂粒数を増やし登熟率を上げて収

量を増加させることができる。また、条植えにより機械式除草が可能となる。 

条 件 対 策 
田植えが普及または希望、労働力がある 
田植機の導入は困難 

人力による条植え 
田打ち車による中耕・除草の導入 

田植えが普及または希望 
田植機の導入が可能 

人力または動力式田植機 
田打ち車による中耕・除草の導入 

直播が普及または希望、労働力がある 
条播機の導入は困難 

人力による条播 
田打ち車による中耕・除草の導入 

直播が普及または希望 
条播機の導入が可能 

人力または畜力式条播機 
田打ち車による中耕・除草の導入 

 

2) 人力および畜力利用の促進 

自由流通米の生産では、政府による燃料の割り当て量は少なく、多くの場合、高価な燃料を

市場で購入して農業機械を利用している現状がある。自由流通米の生産者の中で Parceleros や

CCS メンバー等、特に小規模な圃場で生産を行っているケースでは、人力または畜力利用の機

械をより活用することで、生産コストの低減、資源の有効利用を図る。 

条 件 対 策 
小規模圃場による稲作 
トラクター利用は困難 
燃料入手が困難 

耕耘整地作業等における人力・畜力利用機械利用の促進 

畜力利用機械の需要が多い 
IIMA の予算/スタッフ確保 

農業機械化研究所による畜力利用作業機の開発・普及 

畜力利用機械の需要が多い 
農業省系列工場の機材制作部門の整備 
普及・販売網の整備 

農業省系列工場における畜力利用機械の製作・販売 

 

3) 小型機械の導入 

自由流通米の生産現場で使用されている農業機械の多くは、旧国営の大規模農場で使用され

ていたものが移管されたもので、大型で老朽化しており、圃場規模からみた作業効率および

燃料効率が悪く、自由流通米生産の実状に合っていない。前述の畜力機械の利用とともに、

圃場規模に適した小型農業機械の共同購入・利用を行うことで作業効率を高めるとともに燃

料の効率的利用を図る。 
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条 件 対 策 
小中規模圃場 
新規機材導入可能 
燃料入手可能 

歩行型または小型 4WD トラクター、自脱型コンバイン、歩行用
または乗用田植機の導入 

機材共同利用システム有り 
新規機材導入可能 
燃料・電力入手可能 

ポストハーベスト関連の小型機械、脱穀機、籾摺り・精米機、乾
燥機等の導入 

 

(2) 農業機械利用を支える周辺環境の改善 

以下は国家および地域レベルの対応となるが、農業機械の利用を促進し持続可能とするためにこ

れらを支える周辺環境の改善が重要である。 

1) 機械化情報イベントリーの構築 

将来の機械化計画策定のためには、地域ごとの保有される農業機械および修理工場のインベ

ントリーを把握する必要がある。調査対象地域においては、各郡および農業組織間で不足す

る機材を融通するレンタルシステムが存在する。自由流通米の生産において、このレンタル

システムは地域および組織によりレベルが違い、機材の供給が不足しているが、重要な役割

を果たしている。このシステムを将来に亘り、より有効に利用するために機械化情報のイベ

ントリーを構築することが重要である。 

2) 機材の維持管理体制の改善 

地域レベルでの機材維持管理体制の改善を図るために、各郡単位で農業機械化センターを設

立する。調査対象地域においては、現状で各郡に農業機械の修理工場を有し、地域の機械部

品の製作、機材の修理を行っている。これら修理工場の活動は機械の長期間の耐用に貢献し

ている。修理工場の中から各郡毎に拠点修理工場を選定し、郡単位の農業機械化センターと

する。農業機械化センターは、生産者組織に貸し出すための農業機械を保有するとともに、

整備された修理工場、技術スタッフを有する。郡全体の機械利用状況を把握して、必要な組

織に所有機材を貸し出すとともに、郡内の農業機械の修理、維持管理を行う。 

3) 必要機材の確保 

現在のキューバ国の経済事情を考慮すると、個々の組織または個人で新規の農業機械の購入

は難しい。現在、自由流通米生産現場で使用されている機材の多くは古く老朽化しているた

め、近い将来機材の更新が必要となる。これら機材の更新に当たっては、政府支援による共

同購入および農業機械化センターによる共同利用が必要となる。 

4) 燃料の確保 

現状では自由流通米の大部分は無契約により栽培されており、農業省から生産に必要な燃料の

割当量を確保できず、一般市場のドル価格等で燃料を購入せざるを得ない。政府からの割り当

てで十分な燃料が確保できないことは、営農の大きな障害となっている。各郡単位で契約に

より一定量の農産物と交換して燃料を販売する、農業省による燃料、潤滑油の公正な供給シ

ステムの構築が必要である。 
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5.2.5 圃場レベルでの潅漑排水技術の改善 

(1) 圃場レベルでの水管理の改善 

圃場レベルの水管理の改善は以下の 2 項目が期待される。 

a) 圃場内で適切な水管理の機能を整備することにより、稲作栽培に改善に寄与する 
b) 消費水量を減じるために潅漑効率を向上させる（これは同時に水管理コストの削減に

つながるとともに、稲作に有効な潅漑水量を増加させることになる）。 

1) 稲作栽培改善のための水管理 

稲作栽培改善のための水管理の基本コンセプトは以下である。 

① 圃場区画内での均一な湛水を可能とし、稲の生育を均一にし、さらに、雑草管理を容

易にする。 
② 稲の成長に応じた緻密な湛水位コントロールと最適な土壌水分を可能とする 
③ 必要な圃場排水を可能とし、播種期や中干しのための落水管理を容易にする。 
④ 注排水時間の短縮により水管理を容易にする 

これを実現するために以下の事項が必要となる 

① 圃場の均平化 
② 圃場形状を改善、配水路の整備および畦畔の整形 
③ 配水システムにつながっている圃場周辺での潅漑排水施設の整備、地区排水の改善、

圃場単位での水管理を容易にするための各圃場の呑口に簡易ゲートを設置 

これらに加えて、圃場の水管理の改善を実現するために、水管理に関する圃場での生産者の

稲作栽培改善のような幾つかの活動を可能にするための地域における潅漑排水の環境整備が

必要である。 

圃場の均平が圃場の水管理の最も基礎的な事項と考えられるが、均平作業には適切な農機と

燃料が必要であり自由流通米の生産者の中にはこれらの入手が困難な者もいるため、可能な

均平度の達成度合いは生産者によりまちまちである。従って、導入される水管理と施設の求

められるレベルは均平度の達成度合いに応じて違ってくる。 

条 件 水管理レベル 
圃場均平度の改善が大きく期待できる場合（機械による

均平、代かきができる場合） 
作物の生育に応じた水位コントロールを可能とする圃

場水管理施設の導入を図る 
圃場均平度の改善があまり期待できない場合（畜力耕

起、代かき 
播種期、中干し、収穫前の落水等、落水・再灌水が適切

に行える程度の圃場水管理施設の整備を図る 
 

2) 圃場内の水管理 

a. 湛水田での自由流通米の水管理 

発芽時期の潅漑水は種子の生育にとり重要である。播種の後、十分な用水で短い間隔で潅漑

を行う必要がある。移植の場合は、水田の一部で苗が水没しないように適正な圃場の均平が

求められる。 

茎の生育期間中の湛水は稲の高さに応じて制御する。一方、湛水期間は乾期では発芽の後 25
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日間、3・4 月の場合は 20 日間、5 月の時は 15 日間が良い。また、この時期に適宜水供給を止

め、中干しを行って土壌水分を乾燥させることが推奨される。中干しは地下水位にも夜が、7
～10 日程度である。 

茎が最大に育ってから、穂が孕むまでの間も湛水をさせた方が良く、湛水深は効率的な収穫

作業のために地形と均平の状況を考慮して決める。 

b. 陸稲における水管理 

陸稲栽培においては全ての期間中降雨に頼ることになる。陸稲は月平均約 200 mm の雨が必要

であり、雨の頻度も量と同様に重要である。このため、最適な播種時期を選定するために各

地域の降雨パターンを知る必要がある。この時、降雨を集めるために小さな土手を造るのと

同様に、土壌水分を保持するために有機物や緑肥を適用することも大切である。耐旱性で滋

養の効率の高い品種を導入することも必要である。一方、稲の生育期間中で最も水不足に敏

感な時期は、発芽時期と穂孕みの始まる 20～25 日前からその開始後 5～15 日の間であること

を知ることも重要である。 

3) 効率的水利用に資する水管理 

圃場レベルの水利用効率の向上を通じた水の節約は、潅漑コストの削減と余剰水源の創出に

つながり、ひいては潅漑面積が拡大することが期待される。効率的水利用に資する水管理の

基本コンセプトは以下である。 

① 圃場での適正な水管理通じた水利用効率の改善 
② 漏水と浸透水の削減による用水ロスの削減 

これのコンセプトは以下の活動により実現する。 

① 簡易ゲートの設置により掛け流しによる無効放流を抑止 
② 配水路の整備により圃場単位での水管理を可能とする 
③ 圃場均平度の改善により深水潅漑を避ける 
④ 畦畔の整形・コーティングによる水平浸透の抑制 
⑤ 適切な代かきによる鉛直浸透の抑制 
⑥ 水管理方法の改善（間断潅漑・循環潅漑（番水）の導入） 

潅漑の状況により水利用効率の改善目標は違ってくる。幾つかの潅漑の状況と想定される改

善目標を以下に示す。 

潅漑の状況 改善目標 
ポンプ利用の独立システム 用水量の削減によりポンプ燃料の消費量の削減を主要課

題とする 
小河川・小溜池利用の不安定水源での独立システム 限られた不安定な水源の用水の効率的利用 
安定的水供給が期待できる潅漑システムの受益地 水利用効率の改善により追加の利用可能水の創出に貢献

 

(2) 地区レベルでの潅漑排水の改善 

圃場レベルの水管理作業の改善とともに、潅漑配水システムもシステムレベルで改善されなけれ

ばならない。システムレベルの潅漑配水の改善目標は以下のように設定される。 

a) システムレベルでの節水（余剰水源が創出される） 
b) 生産者に適切な圃場レベルでの導入できる環境を与える。 
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1) 既存の水源の有効利用（Yagujay 郡等） 

Yagujay 郡では多くの潅漑利用者がその水源を不安定かつ水量の十分でない小河川や小さなた

め池に頼っている。大規模な新規の水源開発は困難なため、既存の水源の有効活用が主な開

発目標として設定される。 

- 既存井戸等、利用可能な既存水源の確認 
- 老朽化した水源と灌漑システムの改修 
- 水路システムおよび圃場での水利用効率の改善 
- 水利用グループの機能強化 

・ 搬送ロスを低減するための利用者による維持管理の強化 
・ 輪番潅漑の導入と乾季における水利用の調整の強化 

2) 既存潅漑施設における水利用効率の改善 

a. 大規模潅漑システム（Chambas 郡の Liberación de Florencia 潅漑区等） 
- 水利用効率の改善による節水と潅漑面積の拡大 
- 圃場レベルでの消費水量の削減 
- 水利用者間および供給者の効率的な調整の導入によるシステム内の無効放流の削減 
- 効果的な調整のための水利用者組織の強化 

b. CCS 等の共同潅漑施設 
- 水路システムの改善（リハビリ）による送水効率の改善（ロスの削減） 
- 潅漑システムの能力が限られている場合、輪番潅漑の導入によるピーク水量の調整 
- ポンプシステムの場合 

老朽化した機材の修繕による効率の改善 

- ポンプシステムの統合による効率化 
- 電化による潅漑コストの削減 
- 水利組織の強化による施設維持管理の強化 

c. 個人／小グループのポンプ潅漑のケース（Santo Domingo 郡等） 
- 圃場レベルでの水管理の改善による消費水量の削減 
- 老朽化した機材の修繕による効率の改善 
- ポンプ統合と潅漑施設の共同利用 
- 電化による潅漑コスト削減 

d. Préstamos（Vertientes 郡等） 
- CAI／UBPC の潅漑施設のリハビリによるシステム効率の向上（送水ロスの削減、無効放

流の削減、確実な配水） 
- 二次水路および末端水路の維持管理 
- このために必要な、Préstamos が施設の維持管理に投資意欲を持つことのできる環境の整

備（貸し出し農地の固定・長期化、潅漑水の安定供給） 
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e. Parcerelos 

経営規模が小さいため、共同での末端水利施設の整備や維持管理は特に重要となる。このた

めには新 CCS の織化の推進により共同作業や共同投資ができる環境を整備することが必要。 

3) 既存潅漑施設のポンプの電化 

ポンプの電化は潅漑にポンプを使用している地域では潅漑コストの削減に最も効果的な方法

である。一般的に、ポンプの電化は大きな初期投資を必要とするため、初期投資の節減に有

利な地域でポンプの電化を推進していくことが必要である。以下のような条件の地域に優先

度が与えられる。 

- 既に電化がなされているが、機器の故障・老朽化等で機能していない地域のポンプ施設

のリハビリ 

- 近隣に送電線がある、他の施設の配電設備を利用可能等の好条件地区の 

- 既存の配電板に近く圃場までの設置が容易な地区 

- 農地が集中しており、かつ利用可能な水源が確保できる場合： 
・ ポンプの電化時に個人／小グループのポンプを統合して共同潅漑施設として整備す

ることで、初期投資、メンテナンスコスト、ランニングコストの負担を軽減する。 
・ この際、既存の水路システムを極力利用しながら水路システムを整備する。 
・ 輪番潅漑の導入により、水路施設規模が過大になることを避ける。 
・ このためには、利用者組織の強化が不可欠。 

- 農地が分散している、あるいは水源の能力に限界がある場合 

・ 個人／小グループ利用の小型ポンプの電化 
・ 稲作と畑作物（野菜、タバコ、イモ類等）を組み合わせた潅漑ポンプ利用 

4) 水利用者組織の機能強化による施設維持管理の強化 

潅漑排水施設の維持管理を改善するために水利用者の活動は、協同利用施設と同様に大規模

施設においても重要である。水利組織は以下のような機能が要求される。 

- 協同潅漑配水システムの統廃合 
- システムの維持管理への参加 
- システムの水利用の指導と調整 

5) その他 
a. 塩害発生農地の対策 
b. 排水に問題がある水田の対策 

 

5.2.6 普及活動の改善 

圃場レベルの普及活動の主な問題点は、マンパワーの不足、交通手段の不足、個人農家への普及

が不十分、自由流通米の生産技術に関するテキストが不十分、普及に関する情報が共有されてい

ないと点である。 
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(1) マンパワーの不足に対する改善 

現在は各郡に 1 名の稲作担当者が自由流通米に関する普及もカバーすることになっているが、現

実にはこの担当者は、作付けや生産量の情報を整理し、非特殊米契約を含む米の買い付け等に忙

殺され、生産技術の普及活動までは殆ど手が回らないのが現状である。各県では、各郡の稲作担

当者を 3～5 名に増強する計画を持っており、技術普及を専門に行う稲作担当を配備しようとして

いる。マンパワーの不足に対する対策としては、以下が考えられる。 

条 件 対 策 
予算処置、人材の確保が可能 人材の補強 
人材が不足 人材の育成 
予算が不足 ラジオ等の活用 

 

(2) 交通手段の不足に対する改善 

交通手段の不足は単に、車両が足りないことに加え、燃料の不足も深刻な問題である。これらに

対しては、燃料を使わない自転車等の配備が考えられる。 

条 件 対 策 
予算処置、調達 自転車の配備 

 

(3) 個人農家の普及に関する改善 

2,000～3,000 戸の個人農家に対し個別に普及活動を行うことは、十分な人手と交通手段の有無に

かかわらず不可能であり、農家を組織化し各組織単位に普及を行うことが基本的な対策となる。

UBPC、CPA、CCS 等の既存組織は問題ない。Parceleros についても、将来的には借地農の CCS と

して組織化されることで、この点は解消されるであろう。問題は Préstamos についてであるが、こ

れについても組織化を行い普及活動を行っていくことが必要である。 

条 件 対 策 
Préstamo 制度が改善される 生産者組織単位での普及 

 

(4) 自由流通米の生産技術のテキストに関する改善 

自由流通米の生産技術は各農家の土地条件や経営形態に応じて多種多様であり、その条件に応じ

て個別に違った対策が求められる。普及員がこれらの対策の全てに精通することは不可能であり、

各諸条件に応じた技術的対策を網羅したメニュー方式のマニュアルが必要である。普及員は各農

家の条件に応じた個別技術を農家に提示し、各農家が自ら試行して自分にあった最善技術の組み

合わせを選択していくということが必要である。この時、技術的内容について問い合わせが稲作

研究所に出来るような体制も必要となる。 

条 件 対 策 
予算処置、通信手段の改善 メニュー方式のマニュアルの整備と配布 

 

(5) 情報の共有 

現在、技術や普及に関する情報が一元化されておらず、普及員は自分の郡の情報は熟知している

が、他の郡については全く知らず、県レベルの普及担当でも郡レベルの情報が掴みづらいという

現状があり、これが普及活動全般について有機的な連携を持った活動を阻害している。コピー1
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枚とるのが困難な状況では、難しいことであるが、情報を共有するシステムの構築が求められる。 

条 件 対 策 
予算処置、通信手段の改善 情報システムの構築 

 

(6) その他の対策 

上記に加えて以下の事項に関する活動が必要がある。 

- 地域において普及員と協力して先駆的に自由流通米の技術改善に取り組む生産者のリー

ダーの育成 
- 生産者リーダーの圃場を利用した展示圃場の設置 
- 関連機関（土壌、植物防疫、その他）との調整 
- その他 

5.2.7 支援体制の改善 

圃場レベルでの技術改善を実現していくためには、以下のような支援体制の改善が必要となる。

これらの国家レベルの対策については、この先で詳述される。 

・ 証明種子供給の強化 
・ 農薬、有機肥料、生物農薬等に対する支援体制 
・ 稲作研究所および支所の強化 

稲作研究所および支所は自由流通米生産技術の基礎的開発と種子の供給で重要な役割を持ち

これらについての強化の検討が必要である。 
・ 自由流通米ユニットの強化 

自由流通米ユニットは自由流通米の生産技術の普及、価格の安定等に対する買い付け販売等、

生産者組織と政府関係組織のコーディネーション等、アクションプランの実施の中心的役割

を担うことになり、その機能強化が必要となる。 
・ その他 

自由流通米の増産を達成するために、精米等収穫後処理の改善、流通の改善、農業機械利用

の周辺環境の改善、借地制度等制度的改善等、その他の改善策が必要となる。 

5.2.8 証明種子供給システムの強化 

2003 年においては自由流通米の生産に必要な証明種子 II は約 11,000 ﾄﾝであったが、実際に使用さ

れたのは約 3,000 ﾄﾝであったと推定される（GAIPA）。2015 年における自由流通米の種子の需要は

約 16,000 ﾄﾝと見込まれ、種子供給体制の強化が必要である。 
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キューバ国の証明種子生産体制は特殊

米の需要を満たすために機能してきた。

自由流通米の生産者は非証明種子を使

用したり、時には、稲作 CAI から特殊米

用の品種（一般的に自由流通米の生産に

はあまり適さない）の種子を入手したり

していた。 

キューバ国では種子を以下のように分

類する。 

1. 原々種 
2. 原種 
3. 登録種子 
4. 証明種子 I 
5. 証明種子 II 

現在の種子生産システム（図 5.2.4）では、

原々種は稲作研究所のみで生産され、原種

は稲作研究所および Sancti Spíritus 県、

Camagüay 県、Granma 県の ETIA で生産され

る。登録種子と証明種子 I はハバナにある稲

作研究所に所属する二つの農場により生産

される。証明種子 II は稲作 CAI の圃場で生

産される。 

自由流通米の生産量が年々増加し、また、

多くの場合非証明種子が使用されているこ

とを考慮すると、自由流通米の種子の需要

を満たすためには新しい種子供給体制を確

立することが必要である。図 5.2.5 に特殊米

と自由流通米の種子の需要を満たすための

新しい供給システムを示す。この種子供給

システムには、地域稲作試験場および種子

生産農場を含む稲作研究所と Los Palacios の稲作試験場、県および郡レベルでの農業省の種子検定

証明システム（SICS）、GAIPA および県自由流通米ユニットの参加が期待される。これらの検討

条件は、以下のように要約される。 

特殊米 GAIPA は、特殊米の生産面積を徐々に 5,900 cab（約 80,000 ha）まで拡大する計画を持っている。直播

の場合は約 120 kg/ha の種子を使用するため、約 9,600 ﾄﾝの種子が必要となる。 
自 由 流

通米 
2003 年の実績では約 161,000 ha の作付けが行われた。2015 年では約 250,000 ha まで作付面積が拡大さ

れると想定される。2003 年には約 43％の地区で移植がおこなわれたが、2015 年にはこれが 60％まで拡

大されると考えることができる。 
直播： 2015 年の 40％の地区（約 100,000 ha）で直播が行われる場合、約 12,000 ﾄﾝ（120 kg/ha）の種子

が必要となる。 
移植： 60％の地区（約 150,000 ha）で移植が行われた場合、種子使用量は 25 kg/ha に相当するため、約

3,750 ﾄﾝの種子が必要になる。 

 原々種 
IIArroz 

原種 
IIArroz／ETIA 

証明種子 I 
IIArroz 種子生産ユニット 

証明種子 II 
種子生産農場（UBPC 他） 

米生産者 

図 5.2.4 キューバにおける種子生産システムの現況 

稲作牧畜業農産

加工グループ 
（GAIPA） 

種子検定証明

システム 
（SICS） 

登録種子 
IIArroz 種子生産ユニット 

 原々種 
IIArroz 

原種 
IIArroz／ETIA 

証明種子 I 
-種子生産ユニット（Nueva
 Paz, Corojal） 
-各郡の種子生産者圃場 
-種子生産 UBPC 

証明種子 II 
-種子生産 UBPC 
-各郡の種子生産者圃場 
-農家による自家消費用種子施産 
-砂糖セクター種子農場 

米生産者 

図 5.2.5 キューバにおける種子生産の新システム 

登録種子 
-IIArroz 種子生産ユニット

（Nueva Paz, Corojal） 
-地域稲作試験場（ETIA） 
-各郡の種子生産者圃場 

稲作牧畜業農産

加工グループ 
（GAIPA） 

種子検定証明

システム 
（SICS） 
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2015 年における特殊米と自由流通米を合わせた証明種子 II の需要量は約 25,500 ﾄﾝとなる。この需

要を満たすための証明種子 II を生産するために必要となる各段階の種子生産量は以下のように推

定される。 

1. 証明種子 I ： 1,300 ﾄﾝ 
2. 登録種子 ： 65 ﾄﾝ 
3. 原種 ： 26 ﾄﾝ 
4. 原々種 ： 2,100 kg 

これらについては、GAIPA の計画等の確認を取りながら、特殊米と自由流通米および直播と移植

用の品種等を考慮してさらに検討が必要である。 

5.2.9 自由流通米市場 

自由流通米の生産は自家消費が主たる目的であり、余剰分が販売の対象となる。現行の自由流通

米の価格は、国営市場における上限価格の影響を受けながらも、自由市場においては市場メカニ

ズムにより価格が形成されている。しかし、消費量全体からすれば、一部に過ぎない。一方、市

場価格は、品質をある程度反映しているが、等級基準によるものではない。 

このため、将来的には等級規格基準に基づく正確な評価により米の市場価格が形成されることが

必要である。そのためには、等級制度の制定、市場価格情報システムの確立が必要である。 

等級規格基準は、米に関わる生産者、流通加工業者、消費者が、基準に基づいて米を公平に評価

するために必要で、生産者にとって品質改善の目標となり、消費者に対しては、当該等級米の品

質を保障（消費者保護）することを意味する。 

ただしこれらの課題に関しては、国家的な政策に密接に関連するものであり、個別の技術的対応

で解決を目指すものではないことから、本調査では具体的な改善策を検討する対象としては取り

扱わない。 

5.3 実証調査の必要性と目的 

自由流通米の増産のために、米生産の過程において、各段階における技術的改善が必要である。

将来の開発計画を検討するためには、前もってこれら技術の適正と適合を確認する必要がある。

そのため、本調査では、栽培・収穫後処理・普及活動等に関する技術内容および技術レベルに関

する実証調査を実施する。しかし、調査期間が限られている本調査においては、全ての技術改善

を実証することは困難である。そのため、現況の阻害要因に直接関係する技術の改善および効果

が期待でき、農民が受け入れられる可能性の大きい技術を選定して実証する。実証結果は開発計

画の策定において技術的な裏づけとして活用される。また、実証調査は、実証圃場での展示効果

も目的としており、技術普及等の波及効果とともに、今後キューバ国側が独自に計画する類似調

査の実施促進にも貢献することが期待される。 

5.4 実証調査の内容 

実証調査は、自由流通米の支援体制整備の一環としての稲作研究所の機能強化と、生産現場での

技術改善に関する提案を検証することを目的とした現地実証調査の 2 つから構成される。稲作研

究所の機能強化では、証明種子供給の強化の観点から、稲作研究所の種子生産機能の強化を行う。

一方、現地実証調査では、提案される圃場レベルの技術改善策を技術パッケージとしてまとめた
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ものについて生産者の参加の下でその効果と現地適用性について検証する。 

5.4.1 稲作研究所機能強化の概要 

稲作研究所での原種および原々種生産を、現在人力で行われている田植えや収穫、乾燥を機械化

することで生産性を向上するとともに、種子選別・乾燥と分析・評価の強化により種子品質改善

を目指す。このために必要な資機材を調達するとともに、種子生産圃場の潅漑排水基盤の整備を

行う。 

(1) 実証調査の目標 

稲作研究所の原種および原々種生産機能を向上し、自由流通米の生産拡大に貢献する。 

(2) 期待される成果 

本実証調査は以下の効果を期待される。 

¾ 原種の生産品種を現状の 2 品種から 4 品種に拡大する。 
¾ 原種の品種あたり生産量を現状の 2.0 ﾄﾝから 3.5 ﾄﾝに増加する。 
¾ 種子の品質を高め、高発芽率を達成する。 
¾ 移植および収穫時の研究者の労力負担を軽減する。 
¾ 種子生産圃場（約 10 ha）の潅漑排水基盤を整備し、作業環境および生産性の向上を図る。 

(3) 活動内容 

1) 種子生産圃場の基盤整備による作業環境および生産性の改善 
¾ 潅漑システムのメンテナンス約 10 ha（損傷しているバルブ、パイプ、ポンプの交換） 
¾ 排水システムのメンテナンス約 10 ha（幹線排水路、2 次排水路、圃場排水路） 

2) 圃場機械の導入による種子生産活動の改善 
¾ 耕耘・整地技術の改善 
¾ 品種ごとの特性に応じた作期の選定 
¾ 新技術による移植（機械式田植機、人力田植機の試験導入） 
¾ 中干し（分けつ期の水分ストレス付与）を含めた水管理の実施 
¾ 殺虫剤・殺菌剤を使った植物防護 
¾ リーパーおよび脱穀機の導入 

3) 種子選別・乾燥機器の導入による生産種子の品質の改善 
¾ 種子生産に適した乾燥機の導入 
¾ 種子精選および選別 
¾ 種子の適切な保管 
¾ 種子の品質分析 

5.4.2 現地実証調査の概要 

(1) 実証調査の目的と選定 

現地実証調査は、本開発調査で作成する開発計画の中で提案される栽培技術および営農手法につ

いて生産現場にてその効果を検証することを目的に実施する。また、併せて実証圃場での活動を
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通じた展示効果を通じた技術普及への貢献を目的とする。 

現地実証調査の対象地は、Yaguajay 郡からは Mayajigua 地区の圃場が、また Chambas 郡からは

Mabuya 地区の圃場が選定された。さらに、これら 2 地区に加えて、Yaguajay 郡の El Río 地区の圃

場を、現地実証調査の補完的なデータ収集地区として採用した。 

表 5.4.1 現地実証調査選定地区 

対象県/郡 地区名 所属組合 参加農家 水 源 適 要 

Mayajigua地区 CCSF Frank 
País  

Ruben 
Cuadrado 

地表水（小河川）重力式

取水 
直播栽培体系の

実証 Sancti Spíritus 県 
/ Yaguajay 郡 

El Río 地区 CCSF Savino 
Hernandez Irenio Perez 地表水（Jatibonico del 

Norte 川）ポンプ取水 

補完的データ収

集地区（移植栽

培体系の実証）

Ciego de Ávila 県 
/ Chambas 郡 Mabuya 地区 CCSF Maximo 

Gomez 
Pastor 
Gonzalez 

地表水（Jatibonico del 
Norte 川）ポンプ取水 

移植栽培体系の

実証 
 

各実証地区における実証調査の概要は以下のとおりであり、圃場での栽培技術に関する実証調査

は 3 地区にて行われ、収穫後処理技術に関する実証は 3 地区を代表して Mayajigua 地区にて実施

された。 

表 5.4.2 各実証地区における実証調査の概要 

圃場技術 
地 区 

実証区 対照区 
収穫後処理技術 

Yaguajay郡Mayajigua地
区 

ドラムシーダーによる条播＋提案技

術による栽培体系の実証 
人力散播＋在来技術で

栽培体系の比較対照 
収穫後処理技術に

関する実証 
Yaguajay 郡 
El Río 地区 

 

Chamba 郡 Mabuya 地区 

正条植え＋提案

技術による栽培

体系の実証 

乱雑植え＋提案技

術による栽培体系

の実証 

乱雑植え＋在来技術に

よる栽培体系の比較対

照  
 
現地実証調査の実証項目は以下のとおりである。 

(2) 栽培技術に関する実証 

¾ 耕種的手段による雑草防除技術（圃場準備での雑草抑制、正条植および条播下での回転

除草機を用いた雑草抑制、湛水位の調節による雑草抑制） 
¾ 施肥技術（ミミズ堆肥製造および施与技術、中干しによる乾土効果を利用した有機態窒

素、リン、カリの無機化の促進技術、稲ワラのすき込み技術） 
¾ 発芽率向上と良好な群落の育成技術（証明種子の利用、比重による種子選別技術） 
¾ 生物農薬を用いた害虫防除技術（CREE が生産している Metharizium、Bacillu の散布技術） 

(3) 刈取・収穫後処理の実証 

¾ 収穫および収穫後ロス査定 
¾ 脱穀過程の改善（軸流脱穀機の導入） 
¾ 籾乾燥過程の改善（シートによる天日乾燥、ボックス式乾燥機の導入） 
¾ 籾摺・精米過程の改善（ゴムロール式籾すり機の導入） 

(4) 潅漑・水管理に関する実証 

¾ 圃場レベルでの水管理の改善 
¾ 潅漑排水システムの改善 
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¾ 自由流通米における水利用実態の把握のためのデータ収集 

(5) 農業機械利用に関する実証 

¾ 圃場における小型農業機械の利用 
¾ 小型農業機械の維持管理 

(6) グループ作業に関する実証 

¾ 圃場機械の共同利用・管理 
¾ 収穫後処理機械の共同利用・管理 
¾ 堆肥の共同生産 
¾ 農作業の共同実施 

(7) 普及活動に関する実証 

¾ 稲作技術マニュアルの活用 
¾ スタディツアーの有効性 

5.5 実証調査の結果と教訓 

5.5.1 稲作研究所機能強化 

(1) 稲作研究所機能強化の実施状況 

種子生産圃場の基盤整備は以下の工事が 2005 年 3 月に開始され、2005 年 11 月に完了した。 

¾ 稲作研究所の試験圃場のうち、自由流通米の原種生産に使用される圃場 No.13～No.16 の約

10 ha について、既存潅漑パイプラインの撤去および新規敷設（総延長 1,246 m）および既存

給水栓およびバルブボックスの撤去および新規設置 
¾ 上記圃場について、幹線排水路１路線および２次排水路３路線（総延長 3,340 m）の浚渫・

のり面整形による改修 

圃場作業機械類は以下の機械類が 2005 年 4 月に稲作研究所に配備された。 

¾ 小型トラクター 乗用４駆 25 hp クラス（ロータリーティラー、ボトムプラウ、水田車輪） 
¾ 歩行型刈り取り機（バインダー）２条刈り 
¾ 脱穀機（自走式ハーベスター） 
¾ 歩行型田植機 ４条植 

種子選別・乾燥機および室内分析機器は以下の機器類が 2005年 11月に稲作研究所に配備された。 

¾ 循環テンパリング式乾燥機 容量１ﾄﾝ 
¾ 乾式比重選別機 処理能力 50 kg～100 kg/時 
¾ 多段粒径選別機 処理能力 50 kg～100 kg/時 
¾ その他室内試験用機器 

予定された圃場整備工事の完成が遅れたことから、種子生産圃場における実証活動は既存圃場に

て新規導入された圃場機械を使いながら実施された。整備された圃場を使った種子生産は 2005 年

12 月に播種される乾期作から開始しており、種子の生産品種の拡大と生産量の増大の成果につい

ては稲作研究所の今後の活動により継続的にモニタリングされることになる。同様に、種子選別・

乾燥機器の配備が遅れたことから、ポストハーベスト段階での作業改善による生産種子の品質向
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上の成果については、稲作研究所の今後の活動により継続的にモニタリングされることとなる。 

(2) 種子生産圃場の基盤整備による作業環境および生産性の改善 

種子生産圃場として約 10 ha の農地を対象に潅漑および排水施設の整備を行い、必要な時期に適切

な圃場水管理を行うことが可能となった。これにより、種子生産に使用できる圃場が確保され、

かつ適切な水管理により種子の品質の改善と収量の増加が期待される。また、潅漑排水施設の整

備は、実証調査で導入した圃場作業の機械化体系の導入を可能とし、作業効率や生産性の向上が

期待される。さらに、圃場を約 3 ha ずつ輪番で使用することで異品種の混入を防ぎ、種子として

の品質の改善に効果が期待される。基盤整備のなされた圃場は 2005～2006 年の乾期作から共用さ

れるが、稲作研究所が目標としている原種 4 品種、各 3.5 ﾄﾝの生産は十分可能であると判断され

る。 

(3) 圃場機械の導入による種子生産活動の改善 

1) 田植機 

本田の耕起・整地・代かきと言った圃場準備作業には、実証調査で導入したロータリー付き

小型トラクターを使用しており、田植機の導入において重要な要素となる圃場均平度を十分

な水準で実施したことに留意する必要がある。すなわち、田植機の導入は種子生産の作業効

率を大きく改善することが期待されるが、適切な農業機械による適切な圃場準備作業と一体

的な導入が不可欠である。 

2) 小型トラクターおよびロータリーティラー 

稲作研究所でこれまで圃場作業に使われてきた大型トラクターとの比較で、小区画からなる

圃場に適した耕耘、代かき作業が可能となること、燃料消費率が低いこと、といった優位性

が確認された。特に小型トラクターとロータリーティラーによる代かきは、圃場均平度の改

善に大きな効果があり、田植機の導入には不可欠である。 

3) バインダーおよびハーベスター 

バインダーとハーベスターの組み合わせによる収穫・脱穀作業は、これまで人力で行われた

きた収穫関連の作業を大幅に効率化することが可能である。また、これら小型の収穫機械類

は、従来使用されてきた大型コンバインに比べて、種子生産圃場の区画規模に適していると

考えられる。ただし、実証調査は潅漑排水施設の再整備が未了の既存圃場で実施したため、

収穫作業時に十分な排水が行われない状態での収穫となり、品質および作業性に問題が生じ

た。バインダー・ハーベスターの組み合わせによる作業を導入して行くに当たっては、圃場

基盤整備による排水機能の強化が不可欠である。 

4) 機械の運営維持管理 

導入機材の稲作研究所のおける運営維持管理は、十分満足のいくものであり、問題なく行わ

れた。機械オペレーターおよびワークショップの要員は、これらの機材を扱う上で必要な技

能を有していることが確認された。燃料、オイル類の調達はキューバ国側の分担事項であっ

たが、一部の特殊オイルを除き必要な資材類は適切に用意された。しかし、キューバ国では

一部のスペアパーツの入手が困難であることが予想されるため、本調査終了後の運用に必要

となるスペアパーツの調達方法について検討が必要である。 
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(4) 種子選別・乾燥機器の導入による生産種子の品質の改善 

1) 循環式乾燥機 

これまで稲作研究所では、機材の老朽化により種子生産においても屋外にて天日乾燥を行っ

てきた。循環式乾燥機の導入により、適切な種子の水分量調整、乾燥むらの減少、他品種の

混入の減少等が期待され、種子の品質および保存性の向上が期待される。同時に、稲作研究

所職員の作業負荷の低減にも貢献することが期待される。 

2) 種子選別機 

これまで稲作研究所では機材の老朽化により十分な種子選別が出来ず、夾雑物の混入や種子

の品質のばらつきが問題となってきた。種子選別機の導入により、種子の品質の向上と安定、

均質化に大きな効果が期待される。 

(5) 人力田植機の適用試験 

人力田植機は、燃料を使用せずに田植作業の省力化を可能とするため、田植えの普及に大きな効

果を持つことが期待される。また、乱植が一般的であるキューバ国で正条植での田植を普及する

上でも効果が期待される。しかし現状では,一般の生産農家への普及に当たっては、稲作研究所お

よび機械化研究において、機械の改良および増産体制の整備、苗作りの技術指導方法の開発、圃

場均平度の改善を含めた栽培技術改善の指導、等のための研究・開発を十分に行う必要がある。 

5.5.2 現地実証調査 

(1) 栽培技術に関する実証 

1) 栽培結果 

現地実証調査は、2004 年 12 月に現地での準備活動を開始し、2005 年１月より 2005 年 11 月ま

で、2004～2005 年乾期作および 2005 年雨期作の二作期にかけて実施された。2005 年の乾期作

は異常渇水の影響であり、Yaguajay 郡 Mayajigua 地区では播種時期の遅れ、潅漑水不足による

生育抑制、湛水位の調節による雑草防除ができない等、実証試験の実施に支障を来した。

Yaguajay郡El Río地区では栽培開始時期が遅れたが、灌漑水の利用に問題は無かった。雨期作

は、十分な降雨があり、両地区とも生育は良好であり、かつ実証調査の実施に支障は生じな

かった。実証試験で得られた収量の結果を下表に示す。 

作期 実証調査における栽培体系 収量（t/ha)

散播+在来技術による栽培体系 2.78
条播＋提案技術による栽培体系 4.53
散播+在来技術による栽培体系 3.70
条播＋提案技術による栽培体系 4.91
乱雑植え＋在来技術による栽培体系 6.36
乱雑植え＋提案技術による栽培体系 5.69
正条植え＋提案技術による栽培体系 6.89
乱雑植え＋在来技術による栽培体系 4.82
乱雑植え＋提案技術による栽培体系 4.94
正条植え＋提案技術による栽培体系 4.93

注：収量 (t/ha)は乾燥籾 (水分 14 %) で表示

表5.5.1　実証調査における収量

雨期作

乾期作

雨期作

乾期作
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提案技術による栽培体系の実証で得られた収量は、在来技術による栽培体系で得られた収量

を上回った。このことは、除草剤、尿素、化学農薬の入手が困難な状況に置かれている自由

流通米生産農家において、実証調査で示した栽植様式と入手が容易な農業資材を用いた栽培

技術の改善により、現在の収量を上回る収量を達成することが可能であることを示してい

る。 

2) 耕種法による雑草防除技術 

a. 圃場準備時の雑草防除技術 

雑草防除や赤米・落ち生えの除去に効果があると広く認識されており、実証調査に参加した

農家では既に導入されていた技術である。また、この技術は、耕起後に一度圃場を湛水にす

るため土壌が柔らかくなっているので畜力を用いて耕起や代かきを行っている農家には代か

きが容易にでき、機械で代かきを行っている農家でも代かきに掛かる燃料を節約できる技術

である。 

灌漑のコストの負担程度および降雨の時期に左右される技術ではあるが、農作業上有効な技

術であるので広く受け入れられる可能性が高い。 

b. 正条植および条播下での回転除草機を用いた雑草防除技術 

回転除草機は、正条植えおよび条播を行った農家に除草に掛かる労力と作業時間の減少に極

めて有効であることを示した。正条植えを実施した農家では、畦間と株間の二方向に掛けて

その効果を認識した。条播した場合、雑草および赤米・落ち生えの防除は、畦間の防除は回

転除草機で可能ではあるが、株間の防除は人力で行わなければならない。しかし、人力によ

る除草は畦間に入って行えるので散播の場合よりも労力の軽減が可能である。これらのこと

から、回転除草機は自由流通米の生産者に受け入れられる可能性が高い技術であると考えら

れる。 

一方、裁植様式に関しては正条植えと条播の何れが自由流通米の生産者に受け入れられ、定

着するかは、正条植えに掛かる生産コストに見合うだけの米の販売価格設定に左右されると

判断される。現行の乱雑植えは、移植栽培に不可欠な苗代作り、苗取り、田植え作業にコスト

を掛けても、湛水水位の調節による雑草防除、赤米・落ち生えの発生を抑えて利益の上がる技

術として定着してきている。さらに、回転除草機を用いることで水田雑草の防除が容易になり、

除草に掛かる労力とコストを減らせるため、農民に受け入れられ、定着する可能性が高い。

条播の場合、大きく育った苗を移植する条植えとは異なり、圃場の均平度が播種後の苗立ち

に大きく影響を与える。均平度が悪くて水たまりがある場所では欠株を生じ、減収を招くの

で、条播の導入は、圃場の均平度の良い圃場に限る方が好ましい。 

c. 湛水水位の調節による雑草防除技術 

生育期間を通じて圃場を湛水状態に維持することで、畑雑草の発生、および赤米・落ち生え

の発芽を抑える技術である。除草剤の入手が困難なため、移植技術との組み合わせで既に自

由流通米の生産者に受け入れられている。 
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3) 施肥技術 

a. ミミズ堆肥製造および施与技術 

ミミズ堆肥は、高価な生産施設を必要としないミミズを利用して生産することが可能で、原

料である牛糞の重さの 1/10 で乾燥しているため散布しやすく、窒素に加えてリン、カリが、

長期間に渡って肥効を示す。この説明を受け、ミミズ堆肥の効果が一目瞭然で分かる実証試

験圃場を見たスタディツアー参加者は強い関心を示した。ミミズ堆肥の生産は、既に周辺農

家の一部でミミズ堆肥の生産が始まっている。ミミズ堆肥の生産は、生産センターを設けて

生産するか、あるいは個々の農家で生産するかは地域の実情に依存するが、ミミズ堆肥の施

用は広く受け入れられる可能性が高い。 

b. 中干しによる乾土効果を利用した有機態窒素、リン、カリの無機化の促進技術 

最高分けつ期に排水をして圃場を乾かさなければ効果が発現しないので、乾田でのみ適用で

きる技術である。ミミズ堆肥で供給される有機態養分の無機化を促進するので効果を認めた

字流通米生産者は継続して実施したいとの意向を示した。灌漑・排水が容易に出来る圃場で

は広く受け入れられる可能性が高い。 

c. 稲ワラのすき込み技術 

現在、キューバ国政府は稲ワラの焼却を禁止し、すき込みを奨励している。導入した日本製の

刈り取り機との組み合わせで実証試験に用いた日本製の稲ワラ裁断機は移動させながら裁断

できるため、圃場に均一に撒けるため好評であった。しかし、機械の調達および燃料費の負担

が問題との指摘があった。 

稲ワラのすき込みが受け入れられるには、現在使用している自由流通米の生産者のトラクター

に接続して移動しながら裁断できる安価な裁断機の開発が不可欠である。 

4) 発芽率向上と良好な群落の育成技術 

a. 証明種子の利用 

耐病害虫性を備えた品種を用いることで収量を高めることが出来るので非常に関心が高い。

また、証明種子を用いれば品種の混入も防げる利点もある。自由流通米の生産者にとって受

け入れやすい技術であるが、供給体制の整備が不可欠である。 

b. 比重による種子選別技術 

種子農家が生産した証明種子や自家採種した種子を選別することで適量を播種できるため、

播種量を軽減することができ良好な苗立ちが期待できる。農家にとって入手が容易な廃蜜を

利用した技術であり、容易に受け入れられる可能性が高い技術である。 

5) 生物農薬を用いた害虫防除技術 

化学農薬の入手が困難であり、その代替技術として一部の農家で認知されている。害虫の発

生が少ない地域では、発生していないにも関わらず予防的に使用するということが受け入れ

られるか見極める必要がある。普及活動が重要となる。 
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(2) 刈取・収穫後処理技術に関する実証 

1) 直播と移植の違いが、収穫後処理作業およびロスの発生率に与える影響 
▸ コンバイン、脱穀機、人力の不足のため、適期刈取りが困難となり、刈取ロスが増加して

いる。 
▸ 穂扱き脱穀は馬力効率・選別性能が向上するが、幹長・穂が不揃いのため扱き残しがでる。 
▸ 東南アジアの投込み式脱穀機の中から最適な仕様の脱穀機を選定することがベストであ

る。 

2) 雨季における農家向け乾燥方法の確立 
▸ シート利用乾燥法は、最も現実的であるが、絶対的にシートが不足している。大きな技術

的問題はない。 
▸ 機械乾燥は燃料の入手難および非常にコストがかかるので、緊急時における必要最低限の

利用に止めるべきである。 

3) 農家による精選方法の確立 
▸ 生脱穀するので精選が非常に悪い。乾燥後に生産者が精選できるよう唐箕の普及が必要で

ある。 

4) 賃搗精米における歩留向上のための技術導入 
▸ エンゲルバーグ式精米機は台数・能力において余剰がある。2 台連座利用の条例化を進め

るべきである。 
▸ ゴムロールの精算を国産化し、ゴムロール式籾摺機の技術を導入することが大きなメリッ

トになる。 

(3) 潅漑・水管理に関する実証 

1) 圃場水管理の改善 

生産農家は栽培管理で求められる緻密な水管理に対して十分な理解を示しており、圃場の環

境（潅漑排水施設の整備状況あるいは圃場の地形条件）が許す範囲で水管理を実施することが

可能である。小河川を水源とする重力式潅漑システムでは、雨期作では特に降雨の状況に大

きく影響を受ける。水源を最大限に活用するためには、重力式システムに置いても緊急用の

ポンプシステムの併用が有効である。圃場水管理の改善は、作物の生育および雑草管理の上

で、栽培に大きく貢献すると考えられる。 

農家が適切な水管理を可能とする圃場レベルの用排水システムは、圃場での用水ロスの削減

に貢献すると考えられる。特に、ポンプ利用の場合は燃料コストが高いことから、農家の節

水意識＝燃料の節約意識も高く、栽培技術の改善の指導と組み合わせることで、水利用効率

の高い潅漑の実現の可能性が高い。圃場での用水ロスの削減については、実証調査では具体

的な数値として効果が得られていないが、水路構造物の改善および代かきや畦畔の整形によ

り実現できる可能性が高い。 

2) 潅漑排水システムの改善 

用水の安定供給は、最適な潅漑を行う上で基本となるものであるが、ダム等を持たない中小

河川水を水源とする場合、大規模な投資なしでこれを実現するのは不可能である。不安定な
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水源を持つ地区では、安定供給を目指すよりも、水利用の効率化や栽培時期の調整等、ソフ

ト面での対応が求められる。その上で、渇水時に出来る限り対応出来るよう、小型ポンプの

配備等を考慮する必要がある。 

渇水時の水利用の調整は、地理的に近く日常的な交流のある範囲では、農家自身による調整

が比較的容易にできる。特に、CCS 組合内部であれば、日常的な組合の活動のなかで番水等

の調整が可能である。しかし距離の離れた下流の他組合との調整では、水利庁、郡普及員等

の適切な介入が不可欠である。すなわち水利用調整の観点から水利用者組織の強化を考える

場合、地理的に近いグループは CCS 組合を核とした水利用者グループの育成強化が、地理的

に離れたグループ間の公的機関の介在による調整が基本方針となる。どちらのケースに於い

ても、その指導・育成・強化には水利庁および郡普及員の役割が大きい。 

3) 水利用実態の把握 

自由流通米の生産では、水の水源の種類、利用形態、利用技術の水準等は極めて大きくばら

ついている。このため、水利用実態をより正確に把握し、合理的水利用を実現していくため

には、各農家レベルで継続的に水利用の実態把握のための調査を継続する必要がある。 

(4) 農業機械利用に関する実証 

1) 圃場における小型農業機械の利用 

a. 耕耘機 

耕耘機はトレーラーを装着しての資機材運搬、ロータリーを装着しての耕耘整地作業および代

掻き作業、ボトムプラウによる耕耘等様々な作業に使用された。圃場作業においては従来の大

型トラクターによる作業と比較し、小規模圃場における作業性の向上、燃料消費率の低さ等

に優位性が確認された。特に代掻き作業においてはロータリー使用による砕土・均ペイ性の

向上、トラクター・牛耕に較べて軽量であるため耕盤を傷めない作業が可能であり、その後

の移植・播種の作業性も向上する。一方、ボトムプラウによる耕起作業においては耕起深度

によりタイヤがスリップして作業効率が低下する等、固い重粘土での作業の難しさが指摘さ

れた。比較的高価な機材であり、導入は将来の検討課題である。 

b. ドラムシーダー 

ドラムシーダーの使用により、代掻き後の条播作業を少人数で効率的に行うことが可能とな

る。従来の散播ではなく条播を行うことで、播種後の機械式除草が可能となる。本件で導入

した IRRI タイプのドラムシーダーは、フロートにより田面上を移動するタイプであるため、

車輪式に較べ牽引が楽なこと、田面に対するドラムの高さを一定に保持できることから播種

作業精度の向上が認められた。ただし、本機の使用には代掻き作業の均平度、および代掻き

後落水して田面が十分に落ち着いてから播種作業を行うことが重要である。播種作業時に田

面に水が残っていると播種後の種子が水の動きにより移動し、播種条の精度が落ちる場合が

ある。機械式条播・中耕除草方式の導入には必須の機材である。 

c. 手押し回転除草機 

本調査で導入した IRRI タイプ手押し回転除草機の使用により農薬を使用しない機械式除草が

可能となる。機材の除草作業効率、精度については使用者の満足を得られるものであった。
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IRRI タイプはハンドル部以外は鋼製であるため重く、圃場での長時間の作業は大変である。

木製・竹製材料の利用、構造の見直し等による軽量化が望まれる。機械式条播・中耕除草方

式の導入には必須の機材である 

d． 背負い式人力噴霧器 

背負い式人力噴霧器は主に生物農薬の散布において使用された。一般的でシンプルな構造の

機材であり利用面での問題はない。 

e. バインダー 

バインダーの導入により従来の手刈りに比較して収穫作業の効率化、コンバイン利用に較べ

きめ細かな収穫作業が可能となり作業精度の向上が確認された。具体的には収穫作業による

収穫ロスの大幅な減少が確認されている。自由流通米の小規模圃場に適したバインダー等小

型収穫機械の導入は今後の検討課題である。 

f. 脱穀機 

脱穀機は IRRI タイプの小型ガソリンエンジン付軸流脱穀機を導入した。本機は軽量・小型で

圃場内での移動は４人で担いで運搬する設計となっていが、現場では移動が大変という意見

があった。現状では稲刈り取り後、圃場乾燥せずに脱穀するため稲が水分を含むため、脱穀

機のドラムに絡みやすく、脱粒性が悪い点が指摘される。脱穀ロスを少なくするためには脱

穀作業前における稲の圃場乾燥が重要である。小型収穫機械の導入と共に小型脱穀機の導入

は今後の検討課題である。 

g． 稲ワラ裁断機 

稲ワラ裁断機は稲の収穫・脱穀後の稲ワラの裁断に使用され、裁断効率の良さとともに裁断後

の稲ワラの圃場への散布能力も注目された。脱穀後の稲ワラを圃場内に等間隔で集積し各地点

にて稲ワラ裁断機により稲ワラの裁断・散布作業を行った。導入機は小型ガソリンエンジンを

動力源として使用しているが、代換え案としてトラクターPTO またはディーゼルエンジンを

利用した裁断機の研究開発が必要である。稲ワラの圃場還元には必須の機材である。 

2) 小型農業機械の維持管理 

本調査で導入された小型農業機械の運営維持管理は、おおむね適切に行われ、機材のオペレ

ーションおよびメンテナンスは問題なく行われた。機材運用責任者およびオペレーターは従

来から CCS 保有の機材等を通じて大型農業機械の O/M の経験を有しており、これら小型機材

を扱う上で必要な技能を有していることが確認された。本調査においては燃料・オイル・交

換部品類の調達は日本側の負担であったが、キューバ国では一部スペアパーツの入手が困難

であることが予想されるため、本調査終了後の運用に必要となるスペアパーツの調達方法に

ついて検討が必要である。 

(5) グループ作業に関する実証 

1) 圃場機械の共同利用・管理 

圃場機械の共同利用・管理については比較的高い農民側の受容性および農民自身による持続

的な利用可能性を確認することが出来た。Yaguajay 郡の例では実証圃場オーナーによる適切
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な機械管理（機械保管用のスペース確保）と、CCS 本部による機械利用にかかるルール策定、

既存機械との利用調整等が行なわれたため、概ね効果的に機械が共同利用された。 

このように機械の管理担当者と CCS 本部が一定の組織力を有している場合においては、機械

の共同利用・管理については高い持続性が期待できる。また同時に CCS がこれまで長期間に

わたって既存機械を共同利用・管理してきた経験も、本項目における高い持続性を担保するも

のと考えられる。 

2) 収穫後処理機械の共同利用・管理 

収穫後処理にかかる機械の共同利用・管理についても圃場用機械と同様のことが言える。た

だし収穫後処理に関する機械の場合は、圃場用機械よりも商業性が高く、かつ地域において

稀少性が高いため、利用者の範囲が同 CCS 内に限らず周辺農家に広がることが考えられる。

また、稲作の収穫時期によって機械利用の需要に変動がある。そのため、ローシーズンにお

ける米以外の作物、例えばトウモロコシ等の乾燥を扱うか否か等の全体的な計画策定、管理

がより求められる。その意味では、収穫後処理機械の共同利用・管理については CCS の力量

がより問われることとなる。 

3) 農作業の共同実施 

農作業の共同実施については農民の受容性は低いと判断される。対象地域では長年にわたっ

て賃金支払いをベースとした農作業が行なわれており、相互扶助的な農作業の慣習は現時点

では受け入れ難いと考えられる。個々の農民は農作業を請負う人々とほぼ固定的な契約関係

を築いている例が多い。さらに現在 CCS は組織内に正式の労働者集団を設立する例が増えて

おり、その点からも農作業の共同実施が促進される可能性は低いと考えられる。同様の観点

から「有機肥料の共同生産～ミミズ堆肥生産」も現時点では困難と判断されるが、ミミズ堆肥

については農家の強い参加意欲から見て、個別農家での生産は広く受け入れられる可能性が

高いと判断される。 

(6) 普及活動に関する実証 

実証調査の結果から、スタディツアーは非常に効果的な普及方法であることが確認された。ツア

ーの基本方針として、農民自身が参加農民に対して説明、情報伝達を行ったこと、農民同士の情

報交換を促したことがより高い効果の発現に寄与したものと考えられる。これまでの普及方法は

技術者からのレクチャー形式が多かったことからも、農民が自ら先進的な圃場を実見し、かつ農

民から説明を受ける経験は新鮮であり、また非常にインパクトがあったと考えられる。 

一方普及インフラに関しては、バイクと携帯電話の導入が一定の効果を挙げた。特にバイクに関

しては実証調査に関する活動のみならず、他の CCS 等への訪問機会を増加させた事実からも、そ

の導入の効果は実証された。しかしながら携帯電話については同じく一定の効果があったものの、

非常に高いコストがその効果に見合うか否かが疑問視された。実証調査の結論としては、バイク

に関しては追って更なる導入を促進することが妥当であるが、携帯電話に関しては早急な導入を

検討する必要性は低いと判断された。 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

第六章 開発計画 
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第六章：開発計画 

6.1 持続的な稲作生産技術開発計画の重要性 

キューバ国の中央地域 5 県において、持続可能な自由流通米の生産改善を実現するためには、生

産に関連する活動を実際に生産地域で実施する必要がある。また、国の米生産の増大に貢献する

ためには、広範囲での実施が効果的である。しかし、生産に投入できる限定された資金や資機材

を考慮すると、段階的に実施していくことが適当であると判断される。 

そのため先ず、選定された地区を対象に、持続可能な自由流通米生産の開発計画を策定すること

が不可欠である。これは、生産者が実際に自由流通米を生産する計画と、その活動を支援する関

係機関の活動計画との組み合わせにより構成される。また、実証調査で得られた知見は、開発計

画の策定に有効に活用される。さらに、キューバ国政府は、基礎穀物の自給率の向上と米の輸入

量を減少させるために、各種の施策を実施しており、策定される開発計画は、これらの施策にも

貢献することが期待される。 

6.2 開発計画の目標と基本方針 

6.2.1 開発計画の目標 

(1) 上位目標 

GAIPA はこれまで、土地の生産性の観点から、県別の生産目標等の自由流通米の生産計画を検証

してきた。その結果、2004 年 12 月に新たな計画を策定したといわれる。 

一方、自由流通米の生産に必要な証明種子に関しては、稲作研究所は 2015 年の証明種子の需要を、

自由流通米の作付面積 25 万 ha、特殊米の作付面積 8 万 ha、合計 33 万 ha を対象として、約 25,500
ﾄﾝと算定している。 

(2) 目標年 

開発計画の達成目標年は、10 年後の 2015 年（長期目標年）が妥当であると判断されるが、個別

の具体的な活動に関しては、5 年後の 2010 年（中期目標年）とする。 

(3) 対象地域 

開発計画の対象地域は、キューバ国の中央地域 5 県であり、それぞれ一郡がアクションプランの

実施対象として選定されている。5 県と選定郡は：Cienfuegos 県（Aguada de Pasajéros 郡）、Villa Clara
県（Santo Domingo 郡）、Sancti Spíritus 県（Yaguajay 郡）、Ciego de Ávila 県（Chambas 郡）、Camagüey
県（Vertientes 郡）である。 

(4) 対象者 

開発計画の主要な対象者は、CCS のメンバー、Parcélelos、Préstamos を中心とする自由流通米を生

産する個人経営の小規模農家および自由流通米の生産促進に関連する組織および関係者である。 

6.2.2 開発計画の基本方針 

現況の自由流通米の生産に関する阻害要因を克服するためには、既存技術の改善およびより有効

な新規技術の導入との組み合わせが必要である。また、米生産に関連する技術は、単独で実施す
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るものと、幾つかの技術を組み合わせて実施するものとが考えられるが、後者の方がより大きな

効果が期待できる。すなわち、技術の組み合わせ（パッケージ）を生産者（圃場）レベルと関係

機関（生産支援）レベルで適用することで、自由流通米の増産を実現することが可能となる。 

そのため、開発計画の基本方針として以下の項目を設定する。 

基本方針‐1：生産者の技術改善 

1) 栽培技術の改善 
2) 収穫後処理技術の改善 
3) 農業機械の適用 
4) 水管理の改善 

基本方針‐2：生産環境の改善 

1) 栽培技術の改善への支援 
2) 収穫後処理技術の改善への支援 
3) 農業機械の適用への支援 
4) 水管理の改善への支援 

基本方針‐3：普及活動の改善 

1) 人材育成の強化 
2) 普及員の必用資機材への支援 
3) 移動・輸送手段への支援 

基本方針‐4：関係機関の強化 

1) 技術普及の強化 
2) 証明種子の供給体制の強化 
3) 技術開発の強化 

6.3 開発計画の基本方針を実現するための戦略 

6.3.1 基本方針 

開発計画は、基本方針‐1：生産者の技術改善、基本方針‐2：生産環境の改善、基本方針‐3：普

及活動の支援に関しては、郡レベルの圃場における活動により実現する。また、基本方針‐4：関

係機関の強化に関しては、国レベルの関係機関における活動により実現する。 

6.3.2 目標達成の方法 

基本方針を実現する具体的な活動は、次表のとおりである。 
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表 6.3.1 基本方針を実現するための活動 

 生産者／圃場レベルでの技術対策 関係機関／生産支援レベルでの技術対策 

栽
培
技
術
の
改
善 

・ 耕種的手段による雑草防除 
・ 圃場での有機肥料の施与 
・ 種子の選別・処理・証明種子の利用による発芽

率・苗立ち率の改善 
・ 直播・条播、移植・条植の導入 
・ 生物農薬の利用 

・ 畜産部門から米作部門に対するミミズ堆肥およ

び発酵牛糞供給システムの確立 
・ 田植労働力の訓練システムの確立 

収
穫
後
処
理
技
術
の
改
善 

収穫段階 
・ 適期収穫 
・ 費用軽減のための効率向上 
脱穀段階 
・ 適正規模と脱穀法 
乾燥と精選段階 
・ 圃場乾燥の導入 
・ 良好な乾燥場所の確保 
・ 機械乾燥用の燃料の代替 
・ 精選過程の改善 
籾摺精米段階 
・ 籾摺と精米の分離 
・ エンゲルバーグ式精米機の改善プロトタイプの

導入 

・ 圃場レベルの流通改善 
・ 集荷加工の個別から集中への移行 
 

農
業
機
械
の

適
用 

・ 直播・条播、移植・条植の導入 
・ 人力および畜力の利用促進 
・ 小型機械の導入 

・ 機械化情報インベントリーの構築 
・ 農業機械の運用・管理体制の改善 
・ 必要機材の確保 
・ 燃料の確保 

水
管
理
の
改
善 

圃場レベルでの水管理の改善 
・ 稲作栽培改善のための水管理 
・ 圃場内の水管理の改善 
・ 効率的水利用のための水管理 

システムレベルでの潅漑排水の改善 
・ 既存の水資源の有効利用 
・ 既存潅漑システムの水利用の効率改善 
・ ポンプの電化 
・ 水利組織の機能強化による運営・管理の向上 
・ その他（塩害対策、排水対策） 

普
及
活
動
の
改
善 

 ・ 労働力不足に対する改善 
・ 移動手段の制限に対する改善 
・ 個人農家に対する普及改善 
・ 自由流通米の生産技術に関する教材の改善 
・ 情報の共有 
・ その他の対策（展示圃場、自由流通米の生産者

リーダー育成、普及活動と関連機関との調整） 

関
係
機
関
の
強
化 

 ・ 種子供給システムの強化 
・ 農薬・有機肥料および生物資材に対する支援体

制の強化 
・ 稲作研究所および地域稲作試験場の強化 
・ 自由流通米ユニットの強化 
・ その他（自由流通米の生産拡大のために、関係

政府機関のサービス、収穫後処理方法、流通、

借地制度等の改善が必要） 
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6.4 開発計画の内容 

6.4.1 開発計画を構成するアクションプラン 

開発計画の基本方針を実現する具体的な活動は、各郡の自然環境や社会経済的な特徴に適応させ

て実施されなければならない。また、個別の対策だけではなく、これらの個別対策の実現を保証

する総合的な支援対策が重要となる。そのため、各郡を自由流通米の生産における問題点と改善

ポテンシャルの観点から分析し、効率性の高い改善技術を検討し、アクションプランを策定する。

アクションプランは、地元のステークホルダーの要望や意見を反映させることを重視する。さら

に、この郡レベルのアクションプランを支援する関係機関のアクションプランを策定する。 

そのため、開発計画は、郡レベルのアクションプランと国レベルの関係機関のアクションプラン

との複合体として実施されることになる。二種類のアクションプランは有機的に関連しており、

主要な活動は、実証調査により妥当性が検証されたものである。 

(1) 郡レベルのアクションプラン 

• 選定郡の特徴に即した活動として実施する。 
• 米生産関連技術（栽培・収穫後処理・農業機械・水管理・生産技術支援・普及活動等）の

組み合わせによる米生産改善パッケージとそのパッケージを適用させる選定郡の特徴との

組み合わせとして実施する。 

(2) 関係機関のアクションプラン 

• 普及員および生産者リーダーを対象とした人材育成プログラムを実施する。 
• 自由流通米生産用の証明種子の生産・配布体制を確立する。 
• 稲作研究所の活動強化を支援する。 

6.4.2 群レベルのアクションプラン 

目標年次（2015 年）の開発目標を達成するために、生産者、農業省、稲作研究所、県政府、大学、

その他の関係機関の役割を明確にし、5 郡のアクションプランを策定する。アクションプランは

郡ごとに策定されるが、長期計画として策定されるのではなく、数年ごとに定期的に検討され、

外部環境の変化に即して修正される必要がある。従って、本調査では、技術手法の効率性と普及

員の活動を達成するために必要な期間を考慮し、アクションプランを 2010 年に再検討することを

提案する。 

6.4.3 関係機関のアクションプラン 

栽培技術の改善および新規技術の定着には、普及員および生産者リーダーの能力向上と効率的な

活動が重要となる。そのため、各郡の普及員および生産者リーダーを対象とした人材育成プログ

ラムを実施する。また、自由流通米の生産性の向上を保証するために、証明種子の配布体制を確

立し、圃場レベルの活動を確実なものにする必要がある。そのため、証明種子の配布プログラム

の策定と実施への支援を計画する。さらに、今後、実証試験に類似した活動を他の地域に拡大し、

地域の特徴に即した技術開発を継続することが不可欠であり、稲作研究所（地域稲作試験場も含

む）の試験研究活動を支援する。 
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第七章：アクションプラン 

7.1 開発計画およびアクションプランの全体認識 

持続可能な自由流通米の生産を実現するためには、郡レベルのアクションプランを各地で実施し、

改善技術を定着させる必要がある。郡レベルのアクションプランでは、生産者に馴染みのある在

来技術の改善や大きな投入を伴わない新たな技術を実践的に応用する。そして、選定郡における

自由流通米の生産に関する技術や活動のモニタリングを通じて、将来の開発計画の拡大を十分か

つ効率的に検討することが可能となる。さらに、実証調査の継続は、展示効果を果たすとともに、

利害者の関心を向上させることが期待できる。 

一方、郡レベルのアクションプランの効率的な実施のためには、自由流通米に関する生産者の栽

培および収穫後処理活動を支援する関係機関のアクションプランが不可欠となる。また、生産技

術の根幹に関連する技術に関しては、関係機関のアクションプランを優先することにより、効果

が向上することになる。 

郡レベルのアクションプランと関係機関のアクションプランとは、実施主体を異にして実施され

ることになるが、全体の調整は農業省（MINAG）の GAIPA および稲作研究所（IIArroz）が担当

することが望まれる。また、アクションプランを実施するために必要な関連組織の活動や調整お

よび資金源についても検討することが重要である。 

7.2 郡レベルのアクションプラン 

7.2.1 対象郡の選定 

キューバ国の中央地域 5 県において、アクションプランを実施する優先郡として、以下のそれぞ

れ 1 郡が選定されている。 

Cienfuegos 県：Aguada de Pasajeros 郡、Villa Clara 県：Santo Domingo 郡、Sancti Spíritus 県：Yaguajay
郡、Ciego de Ávila 県：Chambas 郡、Camagüey 県：Vertientes 郡 

7.2.2 選定郡の特徴 

選定された 5 郡における、自由流通米の生産に関する特徴は、以下のとおりである。 

自由流通米の栽培と生産の特徴として、稲作面積が郡面積に占める割合は、Aguada de Pasajeros
郡・Yaguajay 郡・Vertientes 郡では約 40％を占めている一方、Santo Domingo 郡・Chambas 郡では

25％を下回っている。収量は、Aguada de Pasajeros 郡・Santo Domingo 郡・Chambas 郡では約 4t/ha
であるのに対し、Yaguajay 郡・Vertientes 郡では 3.5 t/ha を下回っている。また、二期作率は、Santo 
Domingo 郡では 70％と非常に高いのに対して、Aguada de Pasajeros 郡・Chambas 郡では 50％を下

回っており、Yaguajay 郡（16％）と Vertientes 郡（6％）では非常に低い。移植率は、Aguada de Pasajeros
郡・Santo Domingo 郡では 90％以上と非常に高いのに対して、Yaguajay 郡（31％）・Chambas 郡（24％）

では低く、Vertientes 郡では行われていない。一方、証明種子の利用率は、Vertientes 郡では（80
～90％）と非常に高いのに対して、Chambas 郡（40％）・Aguada de Pasajeros 郡（10～30％）では

低く、Santo Domingo 郡と Yaguajay 郡では利用されていない。 
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表 7.2.1 5 郡の自由流通米生産の特徴（2003） 
栽培／生産 

選定郡 Aguada de 
Pasajeros Santo Domingo Yaguajay Chambas Vertientes 

郡面積（ha） 4,178 8,662 6,744 6,910 15,990
作付面積（ha） 2,979 3,427 3,445 2,416 6,307
二期作率 （％） 48 70 16 45 6
稲作面積（ha） 
（郡面積に対する％） 

2,013
(48%)

2,016
(23%)

2,970
(44%)

1,666 
(24%) 

5,950
(37%)

生産量（ｔ） 11,697 13,622 12,173 9,567 21,022
収量（t/ha：白米） 3.9 4.0 3.5 4.0 3.3
移植率 （％） 95~97 90 31 24 0
証明種子利用率 （％） 10~30 0 0 40 80～90

経営形態 

選定郡 Aguada de 
Pasajeros Santo Domingo Yaguajay Chambas Vertientes 

UBPC 数 14 20 24 30 4
稲作面積（ha） 125 62 443 396 80
CPA 数 5 6 9 7 14
稲作面積（ha） 188 83 362 268 284
Parceleros 数 110 3,460 736 310 211
稲作面積（ha） 141 1,120 647 391 25
Préstamo 数 8 99 - 25 240
稲作面積（ha） 28 136 - 329 2,697
Emp.と GENT 数 2 6 3 8 5
稲作面積（ha） 141 99 548 524 551
CCS 数 9 17 29 7 13
稲作面積（ha） 600 370 1,060 403 1,818
総米作地面積（ha） 1,223 1,870 3,060 2,311 5,455
 

自由流通米生産の経営形態は、Aguada de Pasajeros 郡では、CCS が作付面積の約半分（49％）を

占めている。Santo Domingo 郡では Préstamo が 60％を占め、次いで CCS が 20％を占め、この二形

態だけで全体の 80％以上を占めている。また、Yaguajay 郡では CCS が 35％を占め、次いで Préstamo
が 21％を占めている。Chambas 郡では各経営形態で大きな違いはなく、Empresa/GENT が比較的

に大きい割合（22％）を占めている。一方、Vertientes 郡では、Parceleros が約半分（49％）を占め、

次いで CCS が 33％を占め、この二形態だけで全体の 80％以上を占めている。 

7.2.3 稲作タイプと技術改善 

(1) 稲作タイプ 

農地の地形や土壌、水利用、機械化の程度や利用可能な労働力、栽培契約の有無等、それぞれの

農地や経営条件等の生産環境に応じた栽培技術体系を検討した。その結果、自由流通米の生産に

おける様々な制約要因のもとで持続的な稲作を実現する上で求められる栽培技術体系として以下

の 5 モデルに整理された。 

①水稲雨期一作－移植－経済作物の裏作栽培（高収益型二毛作タイプ） 

②水稲二期作－移植栽培（高収量型稲二作タイプ） 

③水稲二期作－直播栽培（省力型稲二作タイプ） 

④水稲雨期一作－移植－地力維持作物の裏作栽培（持続型稲作タイプ） 

⑤水稲雨期一作－直播－地力維持作物の裏作栽培（省力・持続型稲作タイプ） 
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(2) 稲作タイプ選定のための地域の営農条件の類型化 

各郡の生産者に適した稲作タイプの選定に当たっては、営農条件を類型化し、各類型に対応する

モデルとして稲作タイプが提案される。営農条件の類型化のための主要な要因として以下の 3 つ

のパラメーターを使用する。 

①水利用の視点：乾期に潅漑水を確保することが可能であるかどうか。この視点では、物理的な

水資源の確保と併せて、ポンプ利用の経費についても考慮される。 

②経営規模と労働力の視点：移植栽培を導入するために必要な労働力を確保することが可能であ

るかどうか。この視点では、経営規模（稲作面積）からみた物理的な労働力確保の可能性と、移

植労働のほとんどが雇用労働力によることから、傭人費の負担の可能性についても考慮される。 

③他の経済作物の導入の視点：裏作として経済作物の導入が期待できるかどうか。この視点では、

経済作物の栽培を導入するために必要な契約栽培やそれに伴う資機材支援の有無についても考慮

される。 

さらに、各生産者の営農条件をより詳細に把握するために、以下の技術的な観点からも検討する。 

1) 栽培技術 

a. 乳牛頭数 (乳牛の糞をミミズ堆肥の材料に使用) 

ミミズ堆肥の製造に牛糞を用いた場合、サトウキビの搾りかすや作物残渣を用いる通常の堆肥

やミミズ堆肥よりも短期間の 2～3 ヶ月で、窒素含有率が高く、C/N 比の良好な堆肥ができる。 

b. 生物農薬の供給能力 

各郡の生物農薬増殖センター（CREE）での生物農薬の生産能力が重要である。 

2) 収穫後処理技術 

a. 収穫後処理機械の普及率と利用方法 

コンバインハーベスタ、脱穀機、乾燥機、精米機等の作付面積・生産量に対する普及率を比較

する。また、利用方法・技術水準の違いを把握する。 

b. 関連する諸条件 

雨期の日干し乾燥時期の天候、自由流通米の処理に関する CAI 施設の関わり、賃籾摺り精米所

の賃料（糠／現金）、市場価格・上限価格の差、自由流通米市場の大きさを含む。 

3) 農業機械 

農業機械に関しては、特に小型機械の導入の可能性を検討するために以下の項目が重要である。 

a. 移植の普及率 

移植が普及している地区においては、条植えの導入は比較的容易である。条植えを行うことに

より手押し回転除草機、バインダ、人力噴霧器等の小型農業機械の導入が可能となる。 

b. 栽培機械化レベル 

新規機材の導入に当たっては、現況の地域の栽培機械化レベルの把握が重要である。必要な情
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報は、圃場面積当たりの機械台数等の定量的データに加え、聞き取りによる栽培機械化情報を

含む。 

c. 圃場面積 

小型農業機械の導入を検討する場合、地域の圃場面積の把握は重要である。歩行型トラクタ、

バインダ等では 1 ha 未満の圃場が対象となり、1 ha 以上の場合にはトラクタ、コンバインが望

ましい。 

4）潅漑・水管理 

a. 潅漑利用 

水田の潅漑率は潅漑利用の全般的な指標として利用できる。  

b. 代表的な水源 

代表的な水源や取水方式により、各郡の利用可能な水源を特徴付けることができる。 

c. 潅漑システムの特徴 

個人や独立した潅漑システムであるか、共同利用の潅漑システムであるかの差異は各郡の潅漑

利用を特徴付ける一因である。 

d. 利用可能水の状況 

潅漑水の確保は、自然条件および水源の種類により決まる。ポンプ利用の地下水源では、乾期

でも安定的に潅漑水が確保できるが、ポンプの燃料が必要となる。そのため、燃料の調達が潅

漑水の確保を制限する要因となる。 

5） 農村社会 

a. CCSF と CCS 数の差異 

両組織の性格上の差異は、共有機材の有無にある。共有機材を有している CCSF には各機材の

オペレーターが存在する。農業機械の導入を検討する場合、組織内に経験のあるオペレーター

が既に存在している組織（CCSF）と、新たにオペレーターを育成もしくは確保しなければな

らない組織（CCS）との差は大きい。Santo Domingo 郡と Yaguajay 郡は CCS であり、他 3 郡は

全て CCSF である。 

b. 自由流通米を生産する個人農家の数（CCS 系、Parceleros、Préstamos） 

地域における自由流通米を生産する個人農家の数とその形態は、技術普及および共同作業を検

討する上で重要な項目である。 

(3) 各郡の特徴と積極的に推奨する稲作タイプ 

稲作タイプは、上述のとおり様々な視点から検討した営農条件に対応して、それぞれの生産者の

水準で選定・導入されるものであり、各郡の特徴から各郡に提案する主な稲作タイプは次表のと

おりである。 

 



 

 

表 7.2.2 各郡の特徴と積極的に推奨する稲作タイプ 

 Aguada de Pasajeros 郡 Santo Domingo 郡 Yaguajay 郡 Chambas 郡 Vertientes 郡 

代表的な水源と

利用状況・水源

確保の可能性 

小規模水源（地下水・湧水）

＋ポンプ利用の安定水源

と天水依存水田が半々。 
 
潅漑利用の水田では二期

作の比率が高いが、天水田

の比率も高く、平均の二期

作率は約半分。 
 
地下水・湧水は安定してい

るが、燃料確保が問題。 
 

小規模水源（地下水・小河

川・湧水）＋ポンプ利用が

主。 
 
米二期作あるいは他作物

との二毛作が一般的。 
 
地下水・湧水は安定してい

るが、燃料確保が問題。 
 

地表水（小河川）＋重力式

が 83%（一時的にポンプを

利用）。 
 
潅漑の利用率は高いが、乾

期に利用可能な水源が限

られており、二期作率は低

い。 
 
小河川は流域が小さく、降

雨の影響を強く受け極め

て不安定。 
 
乾期の水源確保は困難。 

地表水（ダム・河川）＋重

力式が 70%、地下水および

地表水のポンプ利用が

30%。 
 
ダム・河川水源で用水が安

定確保されているところ

では二期作が行われる。ポ

ンプ利用のところでは燃

料費が制限因子となり、二

期作は少ない。 

地表水（ダム・河川）70%、地下水 30% 
CCS の個人農家はほとんどが地下水

で、Préstamos は UBPC のダム水源。 
 
UBPC では用水は特殊米に優先配分さ

れており、乾期に Préstamos に貸与さ

れる農地は少ない。このため、

Préstamos では二期作は行われていな

い。 
 
地下水は安定しているが燃料確保が

問題。 
 
UBPC のダムは安定水源だが、水路の

整備状況が悪く取水困難。 
経営規模と労働

力確保の可能性

現状で移植の普及率が 95
～97%であることから、経

営規模に応じた移植のた

めの労働力の確保は十分

に可能である。また、既に

移植が地域の栽培技術と

して根付いている。 

現状で移植の普及率が

90%であることから、経営

規模に応じた移植のため

の労働力の確保は十分に

可能である。また、既に移

植が地域の栽培技術とし

て根付いている。 

現状での移植の普及率は

31%で、中間的である。経

営ごとに労働力・経費の負

担可能性は異なる。 

現状での移植の普及率は

24%で、中間的である。経

営ごとに労働力・経費の負

担可能性は異なる。 

一般的に経営規模が大きく、それに対

応した労働力や経費の確保は困難で

ある。特に、UBPC 等の大規模経営と

Préstamos に顕著である。CCS 組合員

の農家は中間的であり、部分的な移植

導入の可能性はある。 

経済作物の導入

の可能性 

 野菜その他の各種作物の

契約栽培が広く行われて

おり、雨期水稲作＋乾期各

種作物の輪作体系が普及

している。販路、営農資材

の確保が期待される経済

作物の導入の可能性は高

い。 

   

積極的に推奨す

る稲作タイプ 

②水稲二期作－移植栽培 
④水稲雨期一作－移植－

地力維持作物の裏作栽培 

②水稲二期作－移植栽培 
①水稲雨期一作－移植－

経済作物の裏作栽培 
 

⑤水稲雨期一作－直播－

地力維持作物の裏作栽培 
④水稲雨期一作－移植－

地力維持作物の裏作栽培 
③水稲二期作－直播栽培 
②水稲二期作－移植栽培 

⑤水稲雨期一作－直播－

地力維持作物の裏作栽培 
④水稲雨期一作－移植－

地力維持作物の裏作栽培 
③水稲二期作－直播栽培 
②水稲二期作－移植栽培 

③水稲二期作－直播栽培 
⑤水稲雨期一作－直播－地力維持作

物の裏作栽培 
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(4) 稲作タイプと技術パッケージ 

稲作タイプは、単独の技術改善により構成されるのではなく、技術改善の組み合わせ、すなわち、

相互に関連する技術改善のパッケージである。開発計画の対象郡に推奨する 5 稲作タイプは、以

下の技術改善のパッケージである。 

 
表 7.2.3 稲作タイプと技術改善パッケージ 

提案技術
水稲雨期一作－
移植－経済作物の
裏作栽培

水稲二期作－移
植栽培

水稲二期作－直
播栽培

水稲雨期一作－移
植－地力維持作物
の裏作栽培

水稲雨期一作－直
播－地力維持作物
の裏作栽培

耕種法による雑草抑制 ○ ○ ○ ○ ○

畜力による田面の均平 ○ ○

証明種子の利用 ○ ○ ○ ○ ○

種子の比重による選別 ○ ○ ○ ○ ○

栽植様式 正条植え 正条植え 条播 正条植え 条播

手押し回転除草機
畦間、

株間に掛ける
畦間、

株間に掛ける
畦間に掛ける

畦間、
株間に掛ける

畦間に掛ける

人力による除草 ○ ○

田面水の維持による雑草抑制 ○ ○ ○

ミミズ堆肥施与 ○ ○ ○ ○ ○

生物農薬の利用 ○ ○ ○ ○ ○

中干し (乾土効果の発現) ○ ○ ○ ○ ○

水田裏作の活用による土壌の
理化学性の改善、水田雑草の
抑制

○ ○ ○

作物残渣のすき込み ○ ○ ○ ○ ○

 
 

7.2.4 郡レベルのアクションプランの構成要素と効果の発現 

稲作タイプは、技術改善のパッケージであり、地域の特徴や営農条件を考慮して選定されている。

稲作タイプを圃場に導入し定着を担保するために、収穫後処理、普及活動を含めた活動の総体と

して郡レベル（生産者／圃場レベル）において「持続的稲作技術改善プログラム」を振興する。

このプログラムを実現するために、農業省を中心とする関係機関は、各種のプロジェクトを実施

する必要がある。各郡で推奨する稲作タイプは異なっているが、実施するプロジェクトは類似し

ている。また、プロジェクトは稲作タイプの持続性を考慮して、物的な投入よりも生産者が自ら

活動できるようになるための人材育成に関する活動を重視する。 

稲作タイプの定着による効果は、自由流通米の生産量の増加として発現する。2010 年までの前半

の 5 年間は、既存の作付け地における稲作タイプの導入と定着を優先する。2015 年までの後半の

5 年間は、「持続的稲作技術改善プログラム」の振興による波及効果を考慮し、自由流通米の作付

面積を現況（2003 年）の約 30％増の拡大を想定する。また、GAIPA では将来の移植の普及率を

全作付面積の約 60％程度と予測している。 
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7.2.5 プロジェクトの概要 

持続的稲作技術改善プログラムを構成するプロジェクトは、栽培技術の改善、収穫後処理技術の

改善、普及活動の改善に大別される。 

(1) 栽培技術の改善 

１．各郡における自由流通米生産農家のためのミミズ堆肥の生産および配布ユニットの設立プロ

ジェクト 

自由流通米の生産において不足している肥料を有機物（家畜の糞）の利用により充足させるとと

もに環境を保全する。 

２．各郡における生物農薬増殖センター（CREE）の生物農薬生産への支援プロジェクト 

自由流通米の生産に必要な生物農薬の生産を拡大する。 

３．小型農業機械の製造および自由流通米生産農家の展示圃場での活用プロジェクト 

ドラムシーダー、手押し回転除草機および稲ワラ裁断機を製造し普及する。 

４．圃場レベルでの水管理の改善プロジェクト 

生産者による圃場レベルでの水管理技術を改善し、栽培技術の改善効果を有効に発現させるとと

もに、潅漑水の有効利用を達成する。 

５．水利用者組織の強化プロジェクト 

水利用者組織による潅漑施設の機能維持と適切な水利用調整により潅漑水の合理的利用を実現す

る。 

なお、自由流通米生産の問題点の一つは、証明種子の不足に関連しており、自由流通米用の種子

の需要は、特殊米用に生産される種子生産を超過している。そのため、関係機関（GAIPA、稲作

研究所等）のレベルから郡のレベルまで、一貫して検討する必要があり、郡レベルの活動も、関

係機関のアクションプランの一環として策定する。 

(2) 収穫後処理技術の改善 

１．自由流通米生産者グループによる農業機械および施設の共同利用パイロットプロジェクト 

生産者グループによる、圃場レベルでの生産性を向上し、品質を改善する。また、適正機材およ

び施設の共同利用により、作業効率を向上させる。さらに、実証調査用機材の発展的活用により、

パイロット事業を運営する。 

２．自由流通米生産者のための乾燥方法の改善プロジェクト 

自由流通米生産者のための米乾燥方法を確立する。 

(3) 普及活動の改善 

自由流通米の稲作タイプの定着のためには、移植、条播、ミミズ堆肥、生物農薬、小型農業機械

等の新規技術の生産者への普及や適正な水管理等の技術水準の向上が不可欠である。そのため、

各地域の生産者リーダーを対象とした普及員による技術訓練／研修を実施し、技術普及の中心と

なって活動する役割を担わせる。さらに、各地に展示圃場を設置し、地域の農民に新規技術に関
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心を持たせ、展示効果により技術普及を促進する。なお、普及員の人材育成の強化、県の自由流

通米ユニットの施設改善、協同組合に組み込まれていない個人経営の生産者の人材育成を保証す

るための組織化は、関係機関のアクションプランとして実施する。 

１．生産者リーダーの育成および技術普及強化プロジェクト 

生産者リーダーを育成し、地域の普及活動の核として支援する。 

２．技術普及の方法であるスタディツアー実施プロジェクト 

生産者リーダーの圃場を訪問し、新たな稲作技術の方法およびその効果について農民が研修でき

る機会を提供する。 

7.2.6 各郡のアクションプラン 

(1) Aguada de Pasajeros 郡 

a. 2015 年の自由流通米の作付け計画面積：約 3,900 ha 
b. 普及員の計画人数（GAIPA）：5 人 
c. 生産者リーダーの計画人数：約 100 人 
d. 対象となる自由流通米の生産者数：2,000～2,500 人 
e. 推奨する稲作タイプ： 

②水稲二期作－移植栽培 
④水稲雨期一作－移植－地力維持作物の裏作栽培 

f. 実施プロジェクト：持続的稲作技術改善プログラム 
- 各郡における自由流通米生産農家のためのミミズ堆肥の生産および配布ユニットの設立

プロジェクト 
- 各郡における生物農薬増殖センター（CREE）の生物農薬生産への支援プロジェクト 
- 小型農業機械の製造および自由流通米生産農家の展示圃場での活用プロジェクト 
- 圃場レベルでの水管理の改善プロジェクト 
- 水利用者組織の強化プロジェクト 
- 自由流通米生産者グループによる農業機械および施設の共同利用パイロットプロジェク

ト 
- 自由流通米生産者のための乾燥方法の改善プロジェクト 
- 生産者リーダーの育成および技術普及強化プロジェクト 
- 技術普及の方法であるスタディツアー実施プロジェクト 
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g. 実施スケジュール： 
プログラム／プロジェクト 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015

持続的稲作技術改善プログラム           

各郡における自由流通米生産農家の

ためのミミズ堆肥の生産および配布

ユニットの設立プロジェクト 

          

各郡における生物農薬増殖センター

（CREE）の生物農薬生産への支援プ

ロジェクト 

          

小型農業機械の製造および自由流通

米生産農家の展示圃場での活用プロ

ジェクト 

          

圃場レベルでの水管理の改善プロジ

ェクト 
          

水利用者組織の強化プロジェクト           

自由流通米生産者グループによる農

業機械および施設の共同利用パイロ

ットプロジェクト 

          

自由流通米生産者のための乾燥方法

の改善プロジェクト 
          

生産者リーダーの育成および技術普

及強化プロジェクト 
          

技術普及の方法であるスタディツア

ー実施プロジェクト 
          

 
h. 自由流通米の算定生産量：23,000 トン（2010）、30,000 トン（2015） 

(2) Santo Domingo 郡 

a. 2015 年の自由流通米の作付け計画面積：約 4,400 ha 
b. 普及員の計画人数（GAIPA）：5 人 
c. 生産者リーダーの計画人数：約 100 人 
d. 対象となる自由流通米の生産者数：2,000～2,500 人 
e. 推奨する稲作タイプ： 

②水稲二期作－移植栽培 
①水稲雨期一作－移植－経済作物の裏作栽培 

f. 実施プロジェクト：持続的稲作技術改善プログラム 
- 各郡における自由流通米生産農家のためのミミズ堆肥の生産および配布ユニットの設立

プロジェクト 
- 各郡における生物農薬増殖センター（CREE）の生物農薬生産への支援プロジェクト 
- 小型農業機械の製造および自由流通米生産農家の展示圃場での活用プロジェクト 
- 圃場レベルでの水管理の改善プロジェクト 
- 水利用者組織の強化プロジェクト 
- 自由流通米生産者グループによる農業機械および施設の共同利用パイロットプロジェク

ト 
- 自由流通米生産者のための乾燥方法の改善プロジェクト 
- 生産者リーダーの育成および技術普及強化プロジェクト 
- 技術普及の方法であるスタディツアー実施プロジェクト 
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g. 実施スケジュール： 
プログラム／プロジェクト 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015

持続的稲作技術改善プログラム           

各郡における自由流通米生産農家の

ためのミミズ堆肥の生産および配布

ユニットの設立プロジェクト 

          

各郡における生物農薬増殖センター

（CREE）の生物農薬生産への支援プ

ロジェクト 

          

小型農業機械の製造および自由流通

米生産農家の展示圃場での活用プロ

ジェクト 

          

圃場レベルでの水管理の改善プロジ

ェクト 
          

水利用者組織の強化プロジェクト           

自由流通米生産者グループによる農

業機械および施設の共同利用パイロ

ットプロジェクト 

          

自由流通米生産者のための乾燥方法

の改善プロジェクト 
          

生産者リーダーの育成および技術普

及強化プロジェクト 
          

技術普及の方法であるスタディツア

ー実施プロジェクト 
          

 
h. 自由流通米の算定生産量：31,000 トン（2010）、40,000 トン（2015） 

(3) Yaguajay 郡 

a. 2015 年の自由流通米の作付け計画面積：約 4,400 ha 
b. 普及員の計画人数（GAIPA）：6 人 
c. 生産者リーダーの計画人数：約 120 人 
d. 対象となる自由流通米の生産者数：2,400～3,000 人 
e. 推奨する稲作タイプ： 

⑤水稲雨期一作－直播－地力維持作物の裏作栽培 
④水稲雨期一作－移植－地力維持作物の裏作栽培 
③水稲二期作－直播栽培 
②水稲二期作－移植栽培 

f. 実施プロジェクト：持続的稲作技術改善プログラム 
- 各郡における自由流通米生産農家のためのミミズ堆肥の生産および配布ユニットの設立

プロジェクト 
- 各郡における生物農薬増殖センター（CREE）の生物農薬生産への支援プロジェクト 
- 小型農業機械の製造および自由流通米生産農家の展示圃場での活用プロジェクト 
- 圃場レベルでの水管理の改善プロジェクト 
- 水利用者組織の強化プロジェクト 
- 自由流通米生産者グループによる農業機械および施設の共同利用パイロットプロジェク

ト 
- 自由流通米生産者のための乾燥方法の改善プロジェクト 
- 生産者リーダーの育成および技術普及強化プロジェクト 
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- 技術普及の方法であるスタディツアー実施プロジェクト 

g. 実施スケジュール： 
プログラム／プロジェクト 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015

持続的稲作技術改善プログラム           

各郡における自由流通米生産農家の

ためのミミズ堆肥の生産および配布

ユニットの設立プロジェクト 

          

各郡における生物農薬増殖センター

（CREE）の生物農薬生産への支援プ

ロジェクト 

          

小型農業機械の製造および自由流通

米生産農家の展示圃場での活用プロ

ジェクト 

          

圃場レベルでの水管理の改善プロジ

ェクト 
          

水利用者組織の強化プロジェクト           

自由流通米生産者グループによる農

業機械および施設の共同利用パイロ

ットプロジェクト 

          

自由流通米生産者のための乾燥方法

の改善プロジェクト 
          

生産者リーダーの育成および技術普

及強化プロジェクト 
          

技術普及の方法であるスタディツア

ー実施プロジェクト 
          

 
h. 自由流通米の算定生産量：20,000 トン（2010）、26,000 トン（2015） 

(4) Chambas 郡 

a. 2015 年の自由流通米の作付け計画面積：約 3,100 ha 
b. 普及員の計画人数（GAIPA）：4 人 
c. 生産者リーダーの計画人数：約 80 人 
d. 対象となる自由流通米の生産者数：1,600～2,000 人 
e. 推奨する稲作タイプ： 

⑤水稲雨期一作－直播－地力維持作物の裏作栽培 
④水稲雨期一作－移植－地力維持作物の裏作栽培 
③水稲二期作－直播栽培 
②水稲二期作－移植栽培 

f. 実施プロジェクト：持続的稲作技術改善プログラム 
- 各郡における自由流通米生産農家のためのミミズ堆肥の生産および配布ユニットの設立

プロジェクト 
- 各郡における生物農薬増殖センター（CREE）の生物農薬生産への支援プロジェクト 
- 小型農業機械の製造および自由流通米生産農家の展示圃場での活用プロジェクト 
- 圃場レベルでの水管理の改善プロジェクト 
- 水利用者組織の強化プロジェクト 
- 自由流通米生産者グループによる農業機械および施設の共同利用パイロットプロジェク

ト 
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- 自由流通米生産者のための乾燥方法の改善プロジェクト 
- 生産者リーダーの育成および技術普及強化プロジェクト 
- 技術普及の方法であるスタディツアー実施プロジェクト 

g. 実施スケジュール： 
プログラム／プロジェクト 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015

持続的稲作技術改善プログラム           

各郡における自由流通米生産農家の

ためのミミズ堆肥の生産および配布

ユニットの設立プロジェクト 

          

各郡における生物農薬増殖センター

（CREE）の生物農薬生産への支援プ

ロジェクト 

          

小型農業機械の製造および自由流通

米生産農家の展示圃場での活用プロ

ジェクト 

          

圃場レベルでの水管理の改善プロジ

ェクト 
          

水利用者組織の強化プロジェクト           

自由流通米生産者グループによる農

業機械および施設の共同利用パイロ

ットプロジェクト 

          

自由流通米生産者のための乾燥方法

の改善プロジェクト 
          

生産者リーダーの育成および技術普

及強化プロジェクト 
          

技術普及の方法であるスタディツア

ー実施プロジェクト 
          

 
h. 自由流通米の算定生産量：18,000 トン（2010）、23,000 トン（2015） 

(5) Vertientes 郡 

a. 2015 年の自由流通米の作付け計画面積：約 8,200 ha 
b. 普及員の計画人数（GAIPA）：7 人 
c. 生産者リーダーの計画人数：約 140 人 
d. 対象となる自由流通米の生産者数：2,800～3,500 人 
e. 推奨する稲作タイプ： 

③水稲二期作－直播栽培 
④水稲雨期一作－直播－地力維持作物の裏作栽培 

f. 実施プロジェクト：持続的稲作技術改善プログラム 
- 各郡における自由流通米生産農家のためのミミズ堆肥の生産および配布ユニットの設立

プロジェクト 
- 各郡における生物農薬増殖センター（CREE）の生物農薬生産への支援プロジェクト 
- 小型農業機械の製造および自由流通米生産農家の展示圃場での活用プロジェクト 
- 圃場レベルでの水管理の改善プロジェクト 
- 水利用者組織の強化プロジェクト 
- 自由流通米生産者グループによる農業機械および施設の共同利用パイロットプロジェク

ト 
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- 自由流通米生産者のための乾燥方法の改善プロジェクト 
- 生産者リーダーの育成および技術普及強化プロジェクト 
- 技術普及の方法であるスタディツアー実施プロジェクト 

g. 実施スケジュール： 
プログラム／プロジェクト 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015

持続的稲作技術改善プログラム           

各郡における自由流通米生産農家の

ためのミミズ堆肥の生産および配布

ユニットの設立プロジェクト 

          

各郡における生物農薬増殖センター

（CREE）の生物農薬生産への支援プ

ロジェクト 

          

小型農業機械の製造および自由流通

米生産農家の展示圃場での活用プロ

ジェクト 

          

圃場レベルでの水管理の改善プロジ

ェクト 
          

水利用者組織の強化プロジェクト           

自由流通米生産者グループによる農

業機械および施設の共同利用パイロ

ットプロジェクト 

          

自由流通米生産者のための乾燥方法

の改善プロジェクト 
          

生産者リーダーの育成および技術普

及強化プロジェクト 
          

技術普及の方法であるスタディツア

ー実施プロジェクト 
          

 
h. 自由流通米の算定生産量：32,000 トン（2010）、41,000 トン（2015） 

7.3 関係機関のアクションプラン 

7.3.1 普及活動および人材育成改善プログラム 

(1) 背景および現況 

普及活動および人材育成は、1967 年から稲作開発プログラムにおいて、稲作公社（後の CAI）の

技術者に対して開始された。全県での生産技術が類似していたため、活動は簡易な方法で実施さ

れ、技術水準の高い教育的な人材育成が重視された。1996 年から農業省は、自由流通米の生産へ

の支援を始めた。それは、技術の多様性、生産方式、生産者の差異を考慮し、普及活動と人材育

成を担当する機関の強化により構成されていた。自由流通米の増産には、生産者に対する新規技

術の普及が可欠である。これらの技術の中で、移植、特に条植移植の定着、条播、ミミズ堆肥の

施与、輪作および手動または低燃費の小型農業機械の導入は非常に重要である。また、収穫およ

び収穫後処理技術の普及も重要である。 

(2) 目 的 

自由流通米の生産のための普及活動および人材育成を強化する。 

(3) 活動内容 

1．県および郡レベルの普及員の人材育成 
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現在、普及員が米生産に関する新規技術を習得するための手段は限られている。本プログ

ラムは、生産者の多様な技術的な要求に対応できるように、普及員の人材育成の強化のた

めの訓練の機会を提供する。 

2．県および郡レベルの自由流通米ユニットの組織強化 
普及活動の開発に関しては、現況の人材、施設、資金状況において問題があると判断され

た。施設の多くの内容において、プログラムは以下の改善に焦点を当てている。（1）輸送

手段の限界、（2）普及用の資料（テキスト）作成や配布のために必要な分量の検討、（3）
普及員の増員。 

3．現在組織化されていない個人生産者（幾つかの郡の Parceleros、Préstamos 等）の人材育成の

ためのより現実的な体制の確立 
普及活動がより効果的な方法で、真の目的のために、すなわち生産者グループが本質的に

効果を得られるように実施される。Parceleros の CCS での組織化の過程は各郡で異なってお

り、Préstamos の場合では未だ開始されていない。効果的な人材育成の体系を設立するため

に、生産者グループを設立する必要がある。 

(4) 実施場所 

普及活動および人材育成に関す問題は、調査対象地域の全郡で確認されており、そのため、問題

の多くは共通しているが、プロジェクトは各郡の特徴を考慮して策定される。 

(5) 実施期間、投入、概算事業費 

実施期間、実施に必要な投入資機材および概算事業費は、状況に応じ郡レベルで検討される各事

業の枠内で決定される。 

(6) 実施体制 

事業実施機関は、事業活動の責任機関と実施主体とを明確にした上で事業を実施する。また、稲

作牧畜業農産加工グループ（GAIPA）に属する国家自由流通米グループ、県自由流通米ユニット、

稲作研究所と地域稲作試験場およびその他の稲作に関連する研究機関の参加が期待される。 

(7) 想定される資金源 

農業省は、科学技術改善プログラムを通じて、提案される事業の優先度と期待される効果を考慮

して、国内通貨（キューバペソ）により事業資金の一部を調達することができる。同様に、科学

技術環境省が各県で実施する地域計画（Programas Territoriales）により、国内通貨で資金調達が可

能である。 

事業実施のための外貨分の調達に関しては、主に以下の二資金源を検討する。 

1．外国投資経済協力省および農業省の支援要請による、国際贈与機関からの資金調達。 
2．キューバ国政府が海外で外貨で購入する投入資機材の農業省を通じての取得。 
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(8) 特記事項 

農業省は GAIPA を通じて、普及活動と人材育成を改善するために、各県および郡の普及員の増員

を計画している。また、借地利用の生産者のための対策が検討されている。これらの改善は、生

産者に大きな動機付けとなり、生産者組織に人材育成の活動を提供することになる。 

7.3.2 自由流通米用の証明種子の生産配布強化プログラム 

(1) 背景および現況 

キューバ国における証明種子の生産システムは、特殊米の生産の需要に対応したものであり、自

由流通米の生産者は非証明種子を使用したり、時に稲作 CAI で生産される品種の証明種子から調

達したりしており、一般的に生産条件に適合していない。 

稲作用の既存の種子生産体系では、原々種は稲作研究所の本部だけで生産され、原種は稲作研究

所の本部と Sancti Spíritus、Camagüey および Granma の地域稲作試験場で生産されている。また、

Los Palacios の稲作試験場では、原々種と原種を生産している。登録種子および証明種子Ⅰは、稲

作研究所所属のハバナにある二ヶ所の農場で生産されている。証明種子Ⅱは稲作 CAI が保有する

種子生産用の専門農場で生産されている。現在、原々種、原種の種子および登録種子の生産量お

よび品種数は、生産拡大のためには不十分である。一方、自由流通米の生産者用の種子の証明シ

ステムには問題がある。システムは特殊米に適用するように確立されているため、小規模の生産

者のために改善する必要がある。 

自由流通米生産の年々の増加や、多くの地域で非証明種子が使用されていることを考慮し、自由

流通米の生産者の需要を満たすために、証明種子の生産および配布のための新規のシステムを構

築する必要がある。 

(2) 目 的 

自由流通米の生産者のために証明種子の生産および配布のためのシステムを構築する。 

(3) 活動内容 

1．研究機関での原々種および原種の生産能力を強化する。 
2．登録種子生産用の農場の生産能力を強化する。 
3．各郡の特徴に適合した証明種子の生産圃場を確立する。 
4．技術的な規格や品質の仕様を自由流通米用の証明種子の生産に適合させる。 

(4) 実施場所 

自由流通米の生産者が証明種子をわずかにしか使用していないことは、Vertientes 郡を除く調査対

象地域の全ての郡で問題視されている。改善事業は自由流通米の生産者のための証明種子の生産

システムを形成している各段階において検討する必要がある。種子の生産および証明システム強

化のためのプログラムにおいて、郡レベルのアクションプランと関係機関のアクションプランと

は緊密に関連しており、原々種、原種および登録種子の生産改善のための活動は、関係機関の自

由流通米用の種子の証明システムの構築で適応させるが、証明種子の生産圃場の設置は、各郡の

活動となる。 



キューバ国中央地域における持続的稲作技術開発計画調査  
ファイナルポート 

7 - 16 

(5) 実施期間、投入、概算事業費 

実施期間、実施に必要な投入資機材および概算事業費は、状況に応じ各段階で検討される各事業

の枠内で決定される。 

(6) 実施体制 

事業実施機関は、事業活動の責任機関と実施主体とを明確にした上で事業を実施する。主となる

実施機関は、地域稲作試験場および種子生産農場を含む稲作研究所と Los Palacios の稲作試験場で

ある。また、県および郡レベルでの農業省の種子検定証明システム（SICS）の参加は非常に重要

である。さらに、GAIPA および県自由流通米ユニットの参加が期待される。 

(7) 想定される資金源 

国内通貨（キューバペソ）による資金は、自由流通米の生産における証明種子の使用による効果

を考慮し、農業省に要請し調達する必要がある。 

事業実施のための外貨分の調達に関しては、主に以下の二資金源を検討する。 

1．外国投資経済協力省および農業省の支援要請による、国際贈与機関からの資金調達。 
2．キューバ国政府が海外で外貨で購入する投入資機材の農業省を通じての取得。 

(8) 特記事項 

原々種および原種の生産能力の改善のための実証調査が、開発調査の一部として稲作研究所にお

いて実施された。 

7.3.3 試験研究活動改善プログラム 

(1) 背景および現況 

稲作研究所は、キューバ国における稲の栽培に関する全ての研究を統括するセンターであり、

Sancti Spíritus、Camagüey および Granma 県に 3 ヶ所の地域稲作試験場を保有している。稲作研究

所の本部にはキューバ国の稲の遺伝子バンクがあり、長年に渡り伝統的に農民に使われてきた品

種を含め、外国および国産の登録種 2,300 以上が保存されている。また、国には稲作研究の別の

センターである Los Palacios 稲作試験場が Pinar del Río 県にある。 

稲作研究所と地域稲作試験場の機材は、長年に渡り使用されてきた物であり、推進する研究の質

や普及および人材育成の活動が制限されている。 

(2) 目 的 

自由流通米のための技術に関する研究開発の活動を強化する。 

(3) 活動内容 

1．自由流通米栽培に関して、異なる条件に適する新品種や技術を獲得するために、研究セン

ターに必要な機材を提供する。 
2．自由流通米の生産者用に理解しやすいテキストや他の技術資料の作成、出版および配布の

ために、研究センターの能力を強化する。 
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(4) 実施場所 

基本的に事業は、稲作に関する研究センターで実行されるべきである。 

(5) 実施期間、投入、概算事業費 

実施期間、実施に必要な投入資機材および概算事業費は、状況に応じ各事業の枠内で決定される。 

(6) 実施体制 

事業実施機関は、事業活動の責任機関と実施主体とを明確にした上で事業を実施する。主となる

実施機関は、地域稲作試験場を含む稲作研究所と Los Palacios の稲作試験場である。また、農業機

械化研究所、植物防疫研究所、土壌肥料研究所等の稲作に関連する他の研究センターの参加が期

待される。 

(7) 想定される資金源 

農業省は、科学技術改善プログラムを通じて、提案される事業の優先度と期待される効果を考慮

して、国内通貨（キューバペソ）により事業資金の一部を調達することができる。同様に、科学

技術環境省が各県で実施する地域計画（Programas Territoriales）により、国内通貨で資金調達が可

能である。 

事業実施のための外貨分の調達に関しては、主に以下の二資金源を検討する。 

1．外国投資経済協力省および農業省の支援要請による、国際贈与機関からの資金調達。 
2．キューバ国政府が海外で外貨で購入する投入資機材の農業省を通じての取得。 

7.4 アクションプランの内容 

各郡に適用させる稲作タイプを定着させるためには、多くの活動が必要である。圃場内の活動で

ある栽培技術は、地域の特徴に適応させることにより効果を発揮する。一方、圃場外の活動であ

る収穫後処理技術は、地域による差異は少ない。また、アクションプランを構成する活動は、生

産者（農家）や生産者グループが実施主体となる、栽培技術と収穫後処理技術を含む米の生産活

動と国・県・郡が実施主体となる支援活動との 2 種類から構成される。 

表 7.4.1 アクションプランの内容 

郡レベルのアクションプラン 関係機関のアクションプラン 
「持続的稲作技術改善プログラム」 
栽培技術の改善 
1. 各郡における自由流通米生産農家のためのミミズ堆肥の生産および配

布ユニットの設立プロジェクト 
2. 各郡における生物農薬増殖センター（CREE）の生物農薬生産への支援

プロジェクト 
3. 小型農業機械の製造および自由流通米生産農家の展示圃場での活用プ

ロジェクト 
4. 圃場レベルでの水管理の改善プロジェクト 
5. 水利用者組織の強化プロジェクト 
収穫後処理技術の改善 
1. 自由流通米生産者グループによる農業機械および施設の共同利用パイ

ロットプロジェクト 
2. 自由流通米生産者のための乾燥方法の改善プロジェクト 
普及活動の改善 
1. 生産者リーダーの育成および技術普及強化プロジェクト 
2. 技術普及の方法であるスタディツアー実施プロジェクト 

 
1. 普及活動および人材育成改善プ

ログラム 
 
2. 自由流通米用の証明種子の生産

配布強化プログラム 
 
3. 試験研究活動改善プログラム 
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アクションプランの中心となるものは、自由流通米の増産と生産性の向上に直接的に寄与する「持

続的稲作技術改善プログラム」である。さらに、米の生産活動のうち、増産に直接的に寄与する

「栽培技術の改善」が、アクションプランの中核として位置付けられる。これにより、自由流通

米の生産の持続が可能となり、波及効果として、国の米生産の自給率の向上に貢献することにな

る。 

7.5 アクションプランの実施計画 

7.5.1 適切な実施 

「中央地域における持続的稲作技術開発計画（開発計画）」は、5 県から選定された優先郡（各県

１郡）におけるアクションプランによって目的を達成する計画である。また、支援活動も開発計

画を構成する重要な要素である。さらに、関係機関の強化は、全ての活動に対して、併せて実施

すべきものである。 

目標年次（2015 年）に開発目標を達成するために、アクションプランは郡ごとで実施されるが、

長期計画として実施されるのではなく、数年ごとに定期的に検討され、外部環境の変化に即して

修正される必要がある。従って、アクションプランを 2010 年に再検討することを提案する。一方、

国の米生産の増大に貢献するためには、広範囲での実施が効果的であるが、限られた資金や資機

材を考慮すると、段階的に実施していくことが適当である。 

そのため、開発計画の実施では、モデルと位置づけられる選定 5 郡のアクションプランが優先的

に実施される必要がある。選定 5 郡での早期実施により、モデル事業の活動や実施組織のモニタ

リングを通じて、周辺地域へ計画が反復・拡張されることが期待され、新たな開発計画を十分か

つ効率的に検討することが可能となる。さらに、選定郡のアクションプランの実施は、展示効果

を果たすとともに、利害者の関心を向上させることが可能であり、合わせて、実証調査の継続の

役割をも果たし、将来の類似開発計画の円滑な実施に貢献する。一方、財政的な余裕があれば、

得られた教訓や経験に基づいて、開発計画をさらに展開させることを検討すべきである。 

7.5.2 実施スケジュール 

アクションプランは、2006 年から 2015 年の 10 年間の実施を目標に、12 個の構成要素から成り立

っている。構成するプログラムは、その目的、重要性、緊急性に基づいて系統だって実施されな

ければならない。 

プロジェクトは、その実施期間に応じて中期および長期計画として 2 段階で実施される。最初の

5 年間は、中核プロジェクトの実施と長期計画の準備期間として位置付けられ、稲作栽培技術の

改善を実施する上で必要となる支援体制や人材育成に当てられる。その後、栽培技術の改善を普

及定着させる活動が長期計画として実施される。 

表 7.5.1 アクションプランの実施スケジュール 

プログラム／プロジェクト 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015

持続的稲作技術改善プログラム           

普及活動および人材育成改善プログラム           
自由流通米用の証明種子の生産配布強化プ

ログラム 

          

試験研究活動改善プログラム           
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7.5.3 事業への投入 

開発計画を構成するプログラム／プロジェクトは、新規事業に対する投入が大きな負担にならな

いように考慮されている。事業費の大半は人件費であり、資機材に関しても国内で調達可能な物

を優先している。なお、外貨分として燃料、農業機械等が必要となる。 

関係機関は、資機材や資金が不足（外貨不足、燃料不足、研究施設・機器の未整備、農業機械の

老朽化等）している状況であり、少ない経費で効果的な事業の実施が求められている。人材を含

めた資源の有効活用が重要である。 

7.6 事業実施体制 

7.6.1 事業実施の方法 

(1) 技術移転プロジェクト 

直接的に生産者レベルに適用され、関係機関の改善を必要としない、パイロット事業と位置づけ

られる事業。 

(2) 技術改善プロジェクト 

関係機関の参加が不可欠と位置づけられる事業。このタイプの事業は、技術改善プロジェクトに

対するモニタリングにより、提案している目的を検証する活動を含む必要がある。 

7.6.2 事業実施機関 

プログラム／プロジェクトの特徴は異なっており、事業範囲や資金源により実施機関は大きく異

なっている。稲作研究所は、全ての事業の実施と GAIPA に対する実施状況を報告する責任を持っ

て担当する。 

アクションプランのプログラム／プロジェクトの実施機関、実施主体および関係機関は以下のと

おりである。 

表 7.6.1 アクションプランの実施体制 

プロジェクト／プログラム 実施機関 実施主体 関連機関 

持続的稲作技術改善プログラム 農業省、GAIPA、

稲作研究所 
GAIPA、稲作研究

所 
ANAP 

各郡における自由流通米生産農家のためのミ

ミズ堆肥の生産および配布ユニットの設立プ

ロジェクト 
CCS または CPA 生産農家 

県・郡農業省事務

所、郡の自由流通米

ユニット 

各郡における生物農薬増殖センター（CREE）
の生物農薬生産への支援プロジェクト 植物防疫局 郡の CREE 

INISAV、県・郡農業

省事務所、郡の自由

流通米ユニット 

小型農業機械の製造および自由流通米生産農

家の展示圃場での活用プロジェクト CCS または CCS-F IIMA、稲作研究所 
県・郡農業省事務

所、郡の自由流通米

ユニット 

圃場レベルでの水管理の改善プロジェクト 県の農業省事務所

郡普及員、地域生

産リーダーおよ

び有志 
INRH、IIRD 

水利用者組織の強化プロジェクト 県の農業省事務

所、地域 INRH 

CCS およびメン

バー、郡普及員、

地域 INRH 
IIRD、ANAP 

自由流通米生産者グループによる農業機械お

よび施設の共同利用パイロットプロジェクト 
農業省、稲作研究

所 
GAIPA、生産者グ

ループ（CCS） 
ANAP 
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プロジェクト／プログラム 実施機関 実施主体 関連機関 
自由流通米生産者のための乾燥方法の改善プ

ロジェクト 農業省 稲作研究所 GAIPA 

生産者リーダーの育成および技術普及強化プ

ロジェクト 
稲作研究所, 
GAIPA 郡普及員、ETIA CCS、ANAP 

技術普及の方法であるスタディツアー実施プ

ロジェクト 稲作研究所 稲作研究所、

ETIA、郡普及員 GAIPA、ANAP 

普及活動および人材育成改善プログラム GAIPA 稲作研究所 

国家自由流通米グ

ループ、県・郡自由

流通米ユニット、
ANAP 

自由流通米用の証明種子の生産配布強化プログ

ラム 稲作研究所 

稲作研究所、

ETIA、Los 
Palacios 稲作試験

場 

SICS、GAIPA、県・

郡自由流通米ユニ

ット、CAI 

試験研究活動改善プログラム 稲作研究所 

稲作研究所、

ETIA、Los 
Palacios 稲作試験

場 

IIMA、INISAV、IIS

 

(1) 国レベルの関係機関 

農業省、特に GAIPA および稲作研究所はアクションプランの実施規模を決定する。関係機関は、

開発計画の目的を達成し、調査対象地域外の周辺郡に拡大するために、それぞれの役割を積極的

に果たさなくてはならない。 

プログラム／プロジェクトは、小規模な生産者における持続的な手法による米の生産に対する支

援に照準を当てており、全ての場合において、各関連組織が適切に活動することにより、それぞ

れの目的を達成する必要がある。主要な事業実施機関は次のとおりである。 

• 国家自由流通米グループ：稲作牧畜業農産加工グループ（GAIPA）の直接的な代表として、

キューバ国における自由流通米の全ての開発戦略を担当する。 

• 稲作研究所：国の稲作研究の統括機関として、事業の実施とモニタリングを担当する。栽

培技術の改善の全ての活動および人材育成と県および郡の普及員に対する技術普及の活動

に参画する。 

• 農業機械化研究所（IIMA）：手動農機具（ドラムシーダーや手押し回転除草機）の製造と使

用のための人材育成を担当する。 

• 潅漑研究所（IIRD）：圃場における水管理に関する人材育成および灌漑システムや水利用徴

収方法の管理を担当する。 

• 土壌肥料研究所（IIS）：稲作研究所と共同して、営農形態の形成、特に輪作体系に関する有

機肥料の優先的な使用に関して参画する必要がある。 

• 植物防疫研究所（INISAV）：本研究所の活動は、生物農薬を生産している生物農薬増殖セン

ター（CREE）と非常に関連している。 

以上の関係機関の他、農業省には、自由流通米のための証明種子システムの改善等の固有の課題

を実施する種子検定証明システム（SICS）等がある。さらに、国家農牧畜業事業公社（ENPA）の

参加が期待される。 



キューバ国中央地域における持続的稲作技術開発計画調査  
ファイナルポート 

7 - 21 

• 国家小規模農家連合（ANAP）：基本的に ANAP は、人材育成を提供する個人経営の生産者

組織としての役割を果たす必要がある。借地利用の生産者同様に、協同組合として組織化

されていない Parcelerosのための効果的な人材育成と普及活動のシステムが設立できるよう

に積極的に協力することが期待される。 

(2) 県・郡レベル 

農業省は各県および郡に一ヶ所ずつ代表事務所を設置しているため、その事務所によって、計画

する活動の調整が可能である。郡レベルでは、事業の実施を直接担当する機関によるグループが

設置され、関係機関との密接な関係を維持することが必要である。 

• 県自由流通米ユニット：自由流通米ユニットは、県において GAIPA の代表であり、関係機

関レベルと郡レベル間との結合としての機能を果たす必要がある。主な機能は、事業の実

施とモニタリング活動の調整に向けられる必要があり、人材育成の活動にも参画する。 

• 自由流通米郡普及員：郡の普及員は、生産者に直接的に働きかける役割があるため、事業

の実施において非常に重要な機能を果たしている。現在、普及員の人数は不十分であるが、

近い将来、各郡において増員されることになっている。 

国家小規模農家連合（ANAP）：郡レベルにおいて ANAP は、組織化を望む生産者のために人材育

成と普及活動のための組織化を振興している。そのため、今後も協同組合として組織化されてい

ない生産者のグループを育成するための支援をする必要がある。 

7.7 事業資金の調達 

アクションプランを構成するプログラム／プロジェクトは、財源の面から農民の生産（経済）活

動と公共投資的な事業とに分けられる。農業省の予算で全ての事業資金を調達することは困難で

あり、公共事業への投資にも限界があるため、可能な限り外部からの資金の導入を検討する必要

がある。資金源として考えられる主な組織は、次のとおりである。 

1) 農業省からの直接資金 

本資金は、農業省から直接または県や郡の事務所を通じて獲得することが可能である。 

2) 技術革新プロジェクト（国家、関連、地方）からの資金 

国レベルや各県で技術科学環境省（CITMA）が実施する異なるプログラムや農業省の関連プ

ログラムからの資金獲得のために、関係機関はこれまでの経験を活用する必要がある。 

3) 生産者からの徴収資金 

直接的に受益する事業の実施のために、CCS や CCSF の個人経営の生産者からの支援が期待

される。 

4) 国際協力資金（国際機関、援助国、非政府機関） 

国際協力による外貨資金の調達のために、外国投資経済協力省および農業省は全ての調整を

実施する。 
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7.8 事業評価 

7.8.1 評価の基本方針 

本開発計画の主目的は、持続可能な自由流通米の生産技術の改善であるため、評価の焦点は適正

技術による国内資源、特に利用可能な土地と労働力の現実的な活用にある。 

7.8.2 開発計画の背景 

(1) 土地利用 

本開発計画は、サトウキビ単作からの土地利用の多角化を目指した、国家農業政策の枠組みの中

で始まった。サトウキビ耕作に不適な土地の多くは森林、放牧地、柑橘園に転換／還元されてい

る。しかし、稲作への転換は小規模であり、その制約の二要因は、適地を稲作用に入手しにくい

ことと、灌漑･排水への投資量が高額になることである。自由流通米の主な生産者の所有面積は少

なく、一区画の圃場面積は小さく、灌漑網も小規模である。 

(2) 需要の側面 

米は三主要穀物の一つである。米とトウモロコシは国内で生産が可能であるが、小麦は不可能で

ある。現在、国内需要の約 65％を占めている輸入米の大部分は、政府配給米と社会米に利用され

ている。国内生産米は特殊米と自由流通米に分類される。本計画の対象は後者であり、目標はそ

の持続可能な増産にあり、主として生産関係者の自給用であり、残りが国内の各種市場に向けら

れている。 

(3) 生産の側面 

国営稲作農場の運営は分権化され、私有農場主には稲作が奨励されてきた。また、生産資材の購

入および市場参加を円滑にするために、CPA あるいは CCS/CCSF 形態の協同組合の組織化が奨励

されてきた。これら組織強化も本計画の主要な目標である。稲作に対する国家のエネルギー政策

の優先順位を考慮して、国家稲作生産政策の長期目標は、自給率を約 2/3 に設定している。 

(4) 小規模農家に対する行政側の大きな期待 

以下の等式は期待を典型的に示している。 

＠少量 X 多数生産者＝有意な生産量 

その適例は都市農業の発展の歴史であり、2004 年には 400 万トンの野菜を生産した。これは、前

年比 2.5％の増産であり、40 万人の雇用を創出している。 

一方、自由流通米の生産量と市場での販売量は、以下のとおりである。 

年 生産量（トン） 市販量（トン） 
2002 225,000 39,500 
2003 272,000 96,400 

 

2003 年の増産は降雨、市場の拡大および行政の振興によるものである。2002 年の生産量の約 2/3
に当たる 139,000 トンは農家および雇用労働者の自給米であり、一人年間消費量を 60 kg と仮定す

ると、230 万人を養ったことになる。 
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7.8.3 評価方法 

本計画は、最も効率の良い稲作栽培の方法を求めているのではなく、キューバ国の地勢、社会、

経済の現状に即した、最適な稲作体系を模索しているのである。 

本計画は、効率の良い土地利用を労働力の集約化あるいは外貨を節約できる技術を駆使して、こ

れまで利用されていなかった国内資源を活用することに主眼が置かれている。これにより、都市

農業の例のように、国民経済の基盤を拡張することで国内社会に貢献することが期待されている。 

そのため、評価方法は通常の定量的な、計画ありの場合と無しの場合との比較ではなく、計画の

理念に対する評価であり、自由流通米の生産に刺激を与える本計画が、国民の社会経済にもたら

す計量の難しい諸効果に焦点を置く、定性的な評価方式を適用する。 

7.8.4 社会経済への影響 

(1) 開発計画 

稲作栽培の方法 
本開発計画は、先ず地域に適した技術の最適な組み合わせに関する作業仮説を立て、その有効性

を実証している。 

行政による研究と普及活動 
次いで、計画は農業行政の関連分野、特に稲作研究所とその関連機関および異なるレベルの普及

機関の役割を規定し、その後の生産者からの反応に対する対応体制はもちろんのこと、それぞれ

の機関の活動が連携するネットワークを提案している。 

稲作に関する対象郡間の差異を考慮 
対象 5 郡に対する基本的な戦略は共通するが、稲作に関する技術および社会経済の特徴は、同一

基準では対応することができないため、詳細な戦略体系を必要としている。 

事業計画の長期展望 
計画では、中･長期の展望をアクションプランによって示している。その際、資源、特に灌漑用水

とその獲得に必要なエネルギー源に関する方針では、取り巻く環境に未知の要素が多い。 

(2) 実証調査 

本調査では、2 郡の稲作圃場を選定し、連続二作の実証調査を実施した。そこでは、導入予定の

技術体系が在来の体系と比較された。また、費用対効果の観点からも検討された。 

提案された稲作タイプの特徴は、有限エネルギー源への依存度を減らし、人力、畜力を多く活用

する。主要な輸入投入資材の利用を現況の水準に抑え、有機物の投入を増やす。国内産の資材を

使った農機具を生産する。現在の栽培環境に適応できる技術を導入するものである。つまり、本

計画は障害となる自然条件を最も効率よく取り除く技術を求めるのではなく、対象地域の現在の

地勢、社会、経済に適応できる適正技術の組み合わせを検討するものである。 

実証調査では、一連の稲作栽培の中で、6 種の技法に焦点が当てられている。それらは、ミミズ

堆肥、種子の比重選、条直播、正条移植、生物農薬による病害虫防除および農機具による除草で

ある。対比された在来農法は、それぞれ、化学肥料、無選別、撒布式直播、分散式移植、各種農

薬および手仕事による除草であった。 
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実証調査による 6 種の技法の組み合わせは、単位収量の増加に寄与した。費用を考慮しないと、

直播では、条播が撒布式の単位収量を約 50％上回り、正条では移植が直播の単位収量を約 50％上

回っている。この比較では、労働力の入手可能性、移植法が費用的に直播より有利な経営面積の

上限については未推定である。 

二作期における費用･収入（CAI の購入価格による）の 4 試算は全て生産性の増大が総支出の増加

を上回ったことを示している。さらに、費用分析では労賃、機械使用料は改良と現行農法とでは

大きな差はなかった。つまり、必要労働量と燃料使用量には大きな差はなかった。それに対し、

投入物の種類は化学製品から有機･生物製品に転換された。 

(3) 行政の役割 

主要な行政の役割は、以下の 3 点となる。 

- 稲作研究所をはじめとする関連研究所の指導による、改良投入材の生産と技術情報の普及 
- 農業普及員制度の改善 
- 旱魃保険制度の導入 

上記の行政努力の内、前二者を支援するために、日本国政府は以下の技術協力を実施しており、

今後も継続されることが望まれている。 

- 稲作栽培方法の複数局面に対する実証調査 
- 稲作研究所に対する必要な機材供与 
- 日本式稲作栽培方法を日本国内でキューバ人技術者に指導 

(4) 対象 5 郡における稲作栽培の特徴 

対象 5 郡のそれぞれの稲作栽培に関する特徴の差異は顕著である。例えば、Vertientes 郡の生産環

境は他の 4 郡とは明確に異なり、Santo Domingo 郡は浅井戸水源に恵まれている。また、移植、証

明種子の使用は米の単位収量の増大とは相関関係は低い。 

(5) アクションプラン、その将来の社会経済への影響 

アクションプランの構成要素は、実証調査の結果が示唆する内容を考慮し、且つ、対象 5 郡での

アクションプランは各郡の稲作生産者が現在必要としている要求に特定している。 

栽培方法：アクションプランではミミズ堆肥、種子の比重選、条直播または正条移植、生物農薬

による病害虫防除および農機具による除草等の一連の技法に基づいたものである。 

普及活動：量より質が優先する。 

灌漑･排水：新規灌漑用水の開発以外の全ての努力は、より効果的な水管理を目指したものである。

すなわち、水路および水田での漏水および滲出水の減少と稲の生育過程に応じた水の効果的な利

用とである。節約量は金額に換算できるが、灌漑用水の導入に必要なエネルギーに対する制限要

因の分析は、調査の範囲外である。これは生産者の経営バランスの感覚に依存する。 

収穫後処理：実証調査は籾殻と糠とを分離することの利点を明らかにした。使用した機械は小規

模な物である。この方法を使えば、現行の方法よりも完全粒米の歩留まりが良くなる。すなわち、

生産物の品質の向上、ひいては売上げ単価の増大となる。現在、家畜飼料に使われている籾殻と

糠の混合物を米糠の高付加価値利用に転ずる可能性はある。米糠は各種ビタミンや酵素を含有し
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ており、食品サプリメント工業の原材料になり得る。医薬品の優れた輸出国の一つであるキュー

バ国なら、米糠利用の食品サプリメント工場を作ることは可能である。 

アクションプランに期待される社会経済効果：アクションプランは、協同組合員の生産者だけで

はなく、個人経営の生産者に自由流通米の生産を促進する原動力となるであろう。普及活動を通

じ、国家農業関連諸研究所と生産者間で稲作に関する情報の共有が可能となり、米の品質および

生産性の向上が期待できる。また、自由流通米市場の拡大、米生産を取り巻く各種零細企業の発

達、ひいては農業関連産業の雇用の増大が期待できる。 

7.8.5 環境社会配慮 

キューバ国の中央地域 5 県における持続可能な自由流通米生産の拡大のための開発計画の実施に

よって予測される、環境への影響を検討すると以下の主要な状況が推察される。 

(1) 社会環境 

開発計画では、開発対象地域において施設の改変は実施されないため、住民の移転は全くない。

自由流通米の生産拡大のための新規地域に関しては、大部分が砂糖工業省の所有地の構造改革の

過程に由来するものと農業省の借地拡大によるものと推測される。土地利用に関して、作付け転

換がある場合でも農業活動のための利用は維持される。研究開発の活動は開発対象地域の地域経

済に有効に効果を発揮するものと予測される。 

(2) 自然環境 

開発計画では、地形に影響を与えたり改変は実施されない。同様に、土壌浸食を発生させる活動

は全く実施されない。しかし、自由流通米生産のための土壌の大部分は、物理性・化学性の特徴

がよく知られていないことを考慮して、その保護と保全のための適正な戦略を達成するための明

確な方法、土壌保全の対処法を含める必要があろう。 

開発計画では、作物の潅漑のための水量の顕著な増加は推測されないが、排水効率を増大させる

処置が達成されることが期待される。稲作栽培のための新規地域は、現在他の農作物栽培に利用

されている地域に拡大するため、土地利用の変更はなく、開発対象地域における植物相および動

物相に対するいかなる影響も予測されない。 

(3) 汚 染 

開発計画は、肥料・雑草管理・病害虫のための化学物質の最低限の適用と有機肥料や生物農薬の

利用拡大を実施することにより、稲作の持続的な生産を達成させることを基本に作成されている

ため、土壌・大気・水の汚染はわずかであると予測される。また、開発計画では、住民に影響を

与える大規模な廃棄物や騒音を発生させる活動は全く実施されない。 

7.8.6 総合評価 

本開発計画に基づくアクションプランの実施により、生産者の技術改善、生産環境の改善、普及

活動の改善、関係機関の強化が実現する結果、開発計画の対象地域および周辺地域における自由

流通米の増産、生産性の向上が予見される。計画の実施は、対象地域の自由流通米の生産の安定

と持続に貢献するとともに、生産活動に大きな刺激を与え、さらなる生産拡大が期待される。そ

の結果、波及効果として、自給率の拡大により国家経済に寄与するものと評価される。 
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以上より、本開発計画の実施は、稲作技術の改善である稲作タイプの定着により達成される、計

量可能な便益から算定される経済的な分析の結果で妥当であるといえ、また、計量不可能な便益

を評価した社会経済効果も十分に期待できるものと判断される。さらに、環境社会配慮の観点か

らも問題はなく、本計画の早期実施は妥当である。 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

第八章 結論と提言 
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第八章：結論と提言 

8.1 結 論 

キューバ国は食糧輸入国であり、主要穀物の生産量は需要量の 23％を占めるに過ぎない。国民の

基礎食料である米は、穀物の中で小麦に次いで多量に輸入されている。そのためキューバ国政府

は、米の増産を重要課題と位置づけ、1996 年から自由流通米の生産プログラムを開始した。 

自由流通米の約 45％を生産している中央地域 5 県（Cienfuegos 県、Villa Clara 県、Sancti Spíritus
県、Ciego de Ávila 県、Camagüey 県）は、生産性（収穫収量と収穫後処理効率）の向上と作付面

積の拡大による増産が可能な潜在力を有している。この可能性を発揮させるためには、自由流通

米を生産している小規模農家では投入資源が限られていることを認識し、持続可能な米の生産技

術を改善する必要がある。 

開発計画は二つの必要条件を満たさなくてはならない。先ず、小規模な自由流通米を生産する農

家は投入資源が限定されていることを考慮しての持続性であり、そのため、全ての栽培技術の改

善戦略は持続性に向けられるべきである。次に、生産者に受け入れられるものであり、基本的に、

利用可能な資金や資機材を最大限に活用して、生産者自身の資源によって実施されるべきである。

この二つの必要条件を満たし、開発計画を効率的に実施するためには、生産者の生産活動を支援

する関係機関の役割が非常に重要となる。 

増産は収穫収量の増大と作付面積の拡大によって達成される。当面は収量の増大による増産を図

り、その後、経済状況が許される範囲で作付面積を徐々に拡大させることが望ましい。開発計画

は、基本的に生産性の増大による増産を目指している。 

一方、本開発計画の目標を達成するためには、米の栽培地域の特徴に即したアクションプランを

実施する必要がある。そのため、調査対象地域で県の代表となる各一郡が選定された。これらの

選定郡はモデルであり、より適切な技術パッケージを策定するために、それぞれの米生産の特徴

が分析された。このアクションプランで提案されている手法を実施することにより増産効果が期

待される。 

策定された開発計画である「中央地域における持続的稲作技術開発計画」は、中央地域の 5 県を

占める調査対象地域で選定された各郡におけるアクションプランの実施によって目的を達成する

計画である。同様に、開発計画の目標を達成するために、関係機関の強化および生産を支援する

その他の活動を実施すべきである。 

本開発計画の実施により、キューバ国中央地域 5 県の小規模農家において、持続可能な技術を活

用した米の増産が可能となる。さらに、各郡のアクションプランを実施することにより、中央地

域 5 県全体への展開が可能となる持続的な技術モデルとして稲作タイプが定着し、波及効果とし

てキューバ国の自由流通米の生産に大きく貢献することになる。そのため、本開発計画を早期に

実施することが非常に重要である。 
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8.2 提 言 

(1) 開発計画の早期実施 

開発計画の実施のために、選定郡のアクションプランが最初に実施されるべきである。開発計画

の実施により期待される、自由流通米の増産や品質向上の効果を達成するためには、事業実施機

関である農業省、稲作研究所および関連する関係機関は、連携して事業の選定と実施のために積

極的に取り組む必要がある。本開発計画は持続的手法による小規模農家を対象とする自由流通米

の生産モデルと位置づけられ、周辺郡へのモデルとして、今後段階的に適用されるものである。 

(2) 事業実施機関の強化 

農業省、特に GAIPA および稲作研究所は本開発計画の実施機関として、早期で効率的な事業実施

のために、中央レベル、県レベル、郡レベルの他関係機関間の調整を行なわなければならない。

また、本開発計画の実施のためには、農業機械化研究所（IIMA）、潅漑研究所（IIRD）、土壌肥料

研究所（IIS）、植物防疫研究所（INISAV）、生物農薬増殖センター（CREE）、国家農牧畜業事業公

社（ENPA）、種子検定証明システム（SICS）、国家小規模農家連合（ANAP）、稲作農産加工複合

体（CAI Arroceros）、信用サービス協同組合（CCS と CCSF）等の関係機関は、個別事業の実施に

おいて積極的に参加することが不可欠である。これらの関係機関は、管理担当者の執行能力と事

業実施を向上させるために、これらの人材育成と必要機材を整備することを旦保すべきである。 

(3) 新しい営農形態への意識変更 

技術提案は、米生産のための投入材（主に農薬）の多くを外部に依存しないという、個人経営農

家の考え方の変更を含んでいる。営農は基本的に生産者自身の資源に基づいている。 

(4) 普及活動の推進 

GAIPA は、各郡の普及員の増員（選定郡において 4～7 名）を計画しており、さらに、生産者リ

ーダーの発掘と育成を重視している。普及員の活動は自由流通米の生産技術の普及には不可欠で

あり、農業省は、活動に従事する人材の増員を早急に実施することが重要である。 

(5) 日本国で研修した研修員の活用 

JICA のキューバ国を対象とした「小規模稲作技術」国別特別コースは 2003 年から開始され､既に

約 30 名のキューバ人技術者が研修に参加している。研修生は帰国後、研究、普及活動、行政等の

業務に従事している。日本国で習得した稲作技術や普及手法は、キューバ国の自由流通米の増産

と生産安定にも活用できるものである。そのため、新技術の普及活動および普及員や生産者リー

ダーの人材育成において、研修員が習得した能力を最大限に活用することができる｡ 

(6) 自由流通米用の種子認証制度の改善 

現在、特殊米に関する種子検定証明システム（SICS）が制定され機能しているが、稲作農産加工

複合体（稲作 CAI）の種子農場での証明種子の生産は、自由流通米の生産者の需要には不十分で

あり、自由流通米の生産者による証明種子の生産振興が開始されている。主要課題は、生産者へ

の検定料金の徴収に関することである。特殊米と自由流通米では、管理形態も生産量も大きく異

なっており、自由流通米に適した認証制度に改善すべきである。 
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(7) 国産農業機械の開発 

現在、農業機械の輸入には多くの困難が伴うため、キューバ国内で製造可能な、より自由流通米

の栽培条件に適合させた簡易な農業機械を開発することが重要である。実証調査では、農業機械

化研究所により低価格の農機具を製造した。例えば、直播式手動播種機の製造は、フィリピンの

国際稲研究所の設計に基づく物である。この播種機はベトナムタイプの物より優良な特徴がある。

農業省は、資金面において直播式手動播種機や手押し回転除草機等の幾つかの農業機械の製造を

実施する必要がある。 

(8) 自由流通米の技術研究開発に関する活動の継続 

自由流通米の生産の歴史は浅く、特殊米の生産とは異なっており、適正な栽培技術は未だ確立し

ていない。そのため、研究開発や技術移転に関する活動を継続することが重要である。栽培地域

や営農形態に即した適正な技術を確立し普及することが不可欠である。特に、以下の項目は重要

である。低投入で持続的な生産体系、有機肥料・生物農薬等の適用による環境配慮、小規模の農

地での畜力利用、人材育成のための体制確立、移植栽培、二期作の導入および確立、輪作体系の

導入、早生品種の活用、証明種子の生産配布体制の確立。 

本調査で実施された実証調査は、持続可能な手法による稲作生産の技術開発のモデルとして展示

効果を発揮した。そのため、他の郡においても実証調査を積極的に実施する必要があり、さらに、

生産性の向上、普及活動等に関連する適用技術を普及することが重要である。 

(9) 国際技術協力の可能性 

外国投資経済協力省および農業省は、事業実施のために国際機関、援助国、非政府組織に事業実

施のための支援要請を検討すべきである。稲作分野の経験が豊富な国の専門家を召集する可能性

を検討することは非常に重要であり、事業の管理・運営・モニタリングのための人材育成も重要

である。 

(10) 事業資金の調達 

農業省は、本開発計画の実施のために予算を調達し、緊急性のある優先度の高い事業内容を検討

する必要がある。また、事業実施のために、県や郡および生産者組織（信用サービス協同組合）

からの資金的支援や海外からの援助も検討する必要がある。 
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添付資料 B：プロジェクト概要 
 
（1）栽培技術の改善 
 
栽培技術の改善－１ 

プロジェクト名 
各郡における自由流通米生産農家のためのミミズ堆肥の生産および配布ユニット

の設立プロジェクト 

目 的 
自由流通米の生産において不足している肥料を有機物（家畜の糞）の利用により充

足させるとともに環境を保全する。 
目 標 
（成果／便益） 

米収量を 1 ton/há 増大させる。 

活動内容 
自由流通米生産農家のために、行政区（Consejo Popular）単位でミミズ堆肥の生産

と配布を行うユニットを設立し、活動を支援する。 
実施場所 対象 5 郡 
実施計画（期間） 2006 年～2010 年 

投入内容 

・ 車両等（輸送と運搬） 
・ 建設資機材 
・ ミミズ堆肥の生産用道具類 
・ 燃料 

実施体制  
実施機関 CCS または CPA 
実施主体 自由流通米生産農家 
関連機関 県および郡の MINAG 事務所、郡の自由流通米ユニット 

想定される 
資金源 

MINAG、GAIPA 

在来技術での 
対応の可能性 

活用技術は、既存技術で対応可能である。 

技術改善／ 
新規技術導入の

必要性 

国内調達できる化学肥料が不足している現状で、ミミズ堆肥等の有機肥料を活用す

ることは適切であり、稲作土壌に必要な養分を供給することが可能となる。 

特記事項  
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栽培技術の改善－２ 

プロジェクト名 
各郡における生物農薬増殖センター（CREE）の生物農薬生産への支援プロジェク

ト 
目 的 自由流通米の生産に必要な生物農薬の生産を拡大する。 
目 標 
（成果／便益） 

自由流通米生産農家からの生物農薬に対する需要を充足させる。 

活動内容 自由流通米生産農家のための生物農薬の生産に使用する資材と機器の供給を行う。

実施場所 対象 5 郡 
実施計画（期間） 2006 年～2010 年 
投入内容 生物農薬の生産に必要な資機材 
実施体制  

実施機関 植物防疫局 
実施主体 各郡の生物農薬増殖センター（CREE） 

関連機関 
植物防疫研究所（INISAV）、県および郡の MINAG 事務所、郡の自由流通米ユニ

ット 
想定される 
資金源 

MINAG、GAIPA 

在来技術での 
対応の可能性 

活用技術は、既存技術で対応可能である。 

技術改善／ 
新規技術導入の

必要性 

生物農薬の生産を拡大することにより、自由流通米生産農家の生産拡大に伴う需要

を充足することが可能となる。 

特記事項 各郡の自由流通米生産のための生物農薬の需要量を算定する必要がある。 
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栽培技術の改善－３ 
プロジェクト名 小型農業機械の製造および自由流通米生産農家の展示圃場での活用プロジェクト 
目 的 ドラムシーダー、手押し回転除草機および稲ワラ裁断機を製造し普及する。 

目 標 
（成果／便益） 

米収量の増大、労働生産性の向上、播種の品質向上、雑草管理および収穫残渣の圃

場へのすき込みによる地力維持を図るために、IRRI タイプのドラムシーダーおよ

び手押し回転除草機の普及による機械式条播・中耕除草方法を確立する。また、稲

ワラ裁断機の導入を生産農家の展示圃場に定着させる。 

活動内容 

IIMA および IIArroz による IRRI タイプのドラムシーダーおよび手押し回転除草機

の必要に応じた改良と IIMA による量産体制を確立する。特に手押し回転除草機は

木製または竹製を検討する。 
IIMA および IIArroz による稲ワラ裁断機の研究・開発と IIMA による量産体制を確

立する。特に動力源（トラクターの PTO または小型エンジン等）を検討する。 
各機械を 5 郡の生産者の圃場（各郡の地域生産者リーダー）に配置する。 
地域生産者リーダーの圃場で機械の利用に関する技術指導を行い、小型機械利用に

関する展示圃場を設置する。 
展示圃場を中心に、周辺の生産農家に啓蒙・技術移転を実施する。 
普及員による技術指導（各機械の運用・維持管理方法）を行う。 

実施場所 対象 5 郡の生産者の圃場（各郡の地域生産者リーダーの圃場） 
実施計画（期間） 2006 年～2010 年 

投入内容 
・ 機械生産用資材 
・ IIMA 及び IIAroz 技術者、郡普及員用の小型機械利用マニュアル 

実施体制 
IIMA および IIArroz 技術者による郡普及員への技術指導と郡普及員による地域生

産者リーダーへの技術指導。 
実施機関 CCS または CCSF 
実施主体 IIMA および IIArroz  
関連機関 県および郡の MINAG 事務所、郡の自由流通米ユニット 

想定される 
資金源 

MINAG、GAIPA 

在来技術での 
対応の可能性 

既存技術で対応可能であるが、各機械の改良、研究開発に関しては IIMA および

IIArroz 技術者による検討が必要である。 

技術改善／ 
新規技術導入の

必要性 

手押し回転除草機に関しては木製または竹製等の安価で入手容易な材料による製

作の可能性を検討する必要である。また、稲ワラ裁断機に関しては、動力源（トラ

クターの PTO、小型エンジン他）の検討を行い、より安価で使い勝手の良い機械

に改善する必要がある。 

特記事項 
IIMA における機械の量産体制の確立および一部機材の現場生産の可能性を検討す

る必要がある。 
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栽培技術の改善－４ 
プロジェクト名 圃場レベルでの水管理の改善プロジェクト 

目 的 
生産者による圃場レベルでの水管理技術を改善し、栽培技術の改善効果を有効に発

現させるとともに、潅漑水の有効利用を達成する。 
目 標 
（成果／便益） 

栽培技術の改善に求められる圃場レベルでの水管理を可能とする。また、用水の効

率的利用により潅漑水量の削減および潅漑コストの削減を図る。 

活動内容 

・ 地域生産者リーダーおよび有志の圃場で圃場レベルの水管理の改善指導を行

い、圃場レベルの水管理改善の展示圃場を構築する。 
・ 展示圃場を中心に、周辺生産者への啓蒙・技術移転を実施する。 
・ 普及員による技術指導（戸別訪問および研修会）を実施する。 
・ 生産者による圃場管理活動（圃場均平化、圃場水路の整備等）を実施する。 
・ 生産者による水管理活動（栽培技術の改善に求められる水管理の実施）を実施

する。 
・ 圃場レベルでの水利用実態の把握（圃場用水量の実測）する。 

実施場所 対象 5 郡の生産者圃場（各郡の地域生産者リーダーおよび有志の圃場） 
実施計画（期間） 2006 年～2010 年 
投入内容 郡普及員、研修会資料、測定機器 
実施体制 地域生産者リーダーおよび有志の圃場への郡普及員の訪問指導による。 

実施機関 県の MINAG 事務所 
実施主体 郡普及員、地域生産者リーダーおよび有志 
関連機関 INRH、IIRD 

想定される 
資金源 

MINAG、GAIPA 

在来技術での 
対応の可能性 

潅漑水路等の施設は、既存技術の範囲のものを活用する。 

技術改善／ 
新規技術導入の

必要性 

栽培技術の改善効果を発現するためには、水管理の改善が栽培技術に関する普及活

動の改善と一体的に行われる必要がある。 

特記事項  
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栽培技術の改善－５ 
プロジェクト名 水利用者組織の強化プロジェクト 

目 的 
水利用者組織による潅漑施設の機能維持と適切な水利用調整により潅漑水の合理

的利用を実現する。 
目 標 
（成果／便益） 

既存の水利用者組織による共同利用潅漑施設の維持管理体制を強化する。また、行

政の調整機能を強化して水利用者組織間の円滑な水利用調整を可能とする。 

活動内容 

・ CCS 内の水利用者グループによる活動の強化 
- CCS 内の水利用者グループの登録 
- グループ内での水利用ルールの確立 
- グループ内での施設維持管理のためのルールの確立と活動の強化 
- これらを支援するための郡普及員による指導・研修 
- Parcerelos グループの場合、新 CCS への組織化支援 

・ 水利用者組織間の調整機能の強化 
- 地域 INRH の活動の強化 
- 郡普及員と地域 INRH の連携強化 

実施場所 共同利用の水源を有する CCS および生産組織 
実施計画（期間） 2006 年～2010 年 
投入内容 郡普及員、研修会資料 

実施体制 
郡普及員による CCS 訪問指導および地域 INRH と郡普及員による生産者組織に対

する啓蒙・指導 
実施機関 県の MINAG 事務所、地域 INRH 
実施主体 CCS およびメンバー、郡普及員、地域 INRH 
関連機関 IIRD、ANAP 

想定される 
資金源 

CCS 

在来技術での 
対応の可能性 

水利用者組織は既存の組織（CCS）の活動を強化することで対応する。また、水利

調整に関わる組織は、現在その役割を担う地域 INRH と普及員の連携により生産者

との連携を密接にすることで活動を強化する。 

技術改善／ 
新規技術導入の

必要性 

水路、ポンプを含む潅漑施設の適切な維持管理は、施設の利用効率と安定性を確保

する上で不可欠であり、利用者による日常的な活動の強化が重要となる。また、特

に大きな問題がない時期は、在来の調整方法で対応が可能であるが、厳しい渇水等

の状況に対応するためには、関係組織の機能の強化が必要となる。 
特記事項  
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（2）収穫後処理技術の改善 
 
収穫後処理技術の改善－１ 

プロジェクト名 自由流通米生産者グループによる農業機械および施設の共同利用パイロットプロ

ジェクト 

目 的 
生産者グループによる、圃場レベルでの生産性を向上し、品質を改善する。また、

適正機材および施設の共同利用により、作業効率を向上させる。さらに、実証調査

用機材の発展的活用により、パイロット事業を運営する。 

目 標 
（成果／便益） 

事業実施主体の標準的事業規模として、生産者 100 戸、籾（乾燥）生産量を 500 t/100 
ha/年を想定する。事業実施主体が、機材および施設の持続的共同利用および維持管

理体制を整える。生産者の収穫後処理作業の範囲として刈取から乾燥籾の調製まで

を含むが、自家消費米については精米加工を含む。従って、生産者は、余剰米につ

いては乾燥籾を販売することになる。 

背 景 

収穫後処理用機械の不足は、生産性の向上を妨げているだけではなく、処理が適期

に行われないことから、生産物の品質保持も妨げている。 
生産者グループによっては、主に老朽化した大型トラクターおよび大型コンバイン

ハーベスターを共有機材として共同利用している。特に、大型コンバインハーベス

ターは自由流通米の生産規模に適合しておらず、作業効率が悪くロスも多い。 
収穫後処理分野の機材においては、具体的に次のような問題がある。 
現在利用されている Engleberg 型精米機は、主に賃搗用して利用されているが、砕

米率が高く歩留が低い。 
このような状況を踏まえ、生産者グループが、適正技術を備えた機材を整備し、共

同利用する体制を整備する必要がある。 

活動内容 

・ 圃場用農業機械を含む機材の保管場所であると共に、収穫物の共同保管・出荷

施設を計画する。 
・ 歩行型刈取り機（リーパー、刈巾 1.0～1.2 m 巾）および改良型投込み式脱穀機

の共有・共同利用により適期刈取作業を可能にし、刈取ロスの削減を図る。 
・ 悪天候のため日干乾燥が困難な場合に備え、籾品質の劣化被害防止のための安

全対策として、（電熱式）乾燥機を共同利用する。石油燃焼式は運転経費が高く

かつ燃料が入手難である。 
・ 現存の自家消費米用精米機の Engleberg 型をゴムロール式籾摺機と組合せ、精米

歩留の向上と品質改善を図る。 
実施場所 パイロットプロジェクトは、本調査の実証調査対象郡で実施する。 

実施計画（期間） パイロットプロジェクトにおけるモデルの開発は 2 年間 
（他郡への拡大は 3 年間） 

投入内容 

・ 実証調査用機材をできる限り改良し活用する。 
・ 不足機材・施設を補充（リーパー、改良型投込式脱穀機、乾燥機用電熱器、籾

選別機、籾摺機ゴムロール） 
・ 機材および籾保管用建物（既存の建物がある場合は改修程度） 
・ 共同利用・維持管理体制の創設 

実施体制  
実施機関 MINAG、IIArroz 
実施主体 GAIPA、生産者グループ（CCS） 
関連機関 ANAP 

想定される 
資金源 GAIPA、生産者グループ（CCS） 

在来技術での 
対応の可能性 既に、共同利用は実施されているため、基本的には在来技術で対応可能である。 

技術改善／ 
新規技術導入の

必要性 

新規導入機材については、操作・維持管理・利用に関する指導が必要である。技術

面だけでなく、運営体制の確立が重要であるため、生産者グループにおける人材の

育成が必要である。 
特記事項 共同作業よりは、機械・施設の共同利用に焦点を当てる。 
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収穫後処理技術の改善－２ 
プロジェクト名 自由流通米生産者のための乾燥方法の改善プロジェクト 
目 的 自由流通米生産者のための米乾燥方法を確立する。 

目 標 
（成果／便益） 

生籾の品質劣化を防止する。 
自家消費用籾の長期間の安全保管が可能となる。 
流通用の乾燥籾を生産する。 
簡便で低コストの乾燥方法を普及する。 

背 景 

米の乾燥は自由流通米の増産のために非常に重要であり、特に、最大の播種時期に

当たる雨期の間は顕著である。生産者は、乾燥場所の不足により、適時の収穫が行

えない問題にしばしば直面している。 
一般的に、生産者は収穫日と同じ日に脱穀し、直ぐに乾燥しなければならず、脱穀

後の水分を多く含む籾は保管することができず、早急に乾燥する必要がある。しか

し、現況の乾燥施設は不足しており、時に乾燥施設は生産地から遠距離に位置して

いるための問題もあり、輸送費も高くなる。 
そのため、生産者はスペースが限られる道路や屋根の上で米を乾燥せざるをえず、

温度の管理は全くできていない。 
若干の生産者は、精米用や肥料用であった袋を繋ぎ合わせたシートの上で乾燥して

いる。しかし、空袋は大切な籾や米の包装材であり、質的にも乾燥用シートとして

は使えない。GAIPA は、中央地域県の幾つかの郡において、工場規模の乾燥施設を

自由流通米の生産者へ移設することを計画している。 
実証調査の一部として、容量 20 qq のボックスタイプの乾燥機を導入している。こ

の乾燥機は生産者の関心を引き、自らの建設の意図が表明されている。さらに、

IIMA によってボックスタイプの乾燥機が 1 基建設されている。 

活動内容 

・ 自由流通米の生産者に天日乾燥用シートを供給する。シートは、原則的に 100
㎡（10 x 10 m）の大きさが必要であり、隣近者と共用することが有効である。

シートは、2 cm の乾燥厚で使用すると約 1.0 t の処理能力を有している。一般的

な湿度の籾の乾燥では、少なくとも半好天の太陽光で、湿度 14％にするまでに

は通常 2 日間を要する。 
・ 特に、CCS および CCS-F の生産者用にボックスタイプの乾燥機を建設する。 
・ 郡レベルにおいて工場規模の乾燥施設による籾の販売システムの確立を促進す

る。  
・ 郡の普及員にポータブル湿度計を供与する。 

実施場所 対象 5 郡 
実施計画（期間） 2006 年～2010 年 

投入内容 
低価格の天日用シート 
ボックスタイプの乾燥機の建設資機材 
郡普及員用ポータブル湿度計 

実施体制  
実施機関 MINAG 
実施主体 IIArroz 
関連機関 GAIPA 

想定される 
資金源 MINAG、GAIPA 

在来技術での 
対応の可能性 

一部の生産者は、従来から有り合せのシートで籾を乾燥していた。 
ボックスタイプの乾燥機の使用は容易であり、実証調査の実施により、中央地域の

多くの生産者はこれを認知している。 
ポータブル湿度計の使用は非常に容易である。 

技術改善／ 
新規技術導入の

必要性 

ボックスタイプの乾燥機による乾燥方法の改善は、収穫後処理（精米率）の効率を

向上させ、風味と臭い等を改善する上で非常に重要である。 

特記事項 生産者のプロジェクト活動への参加は、特に、CCS と CCS-F の組織にとって非常

に重要である。 
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（3）普及活動の改善 
 
普及活動の改善－１ 
プロジェクト名 生産者リーダーの育成および技術普及強化プロジェクト 
目的 生産者リーダーを育成し、地域の普及活動の核として支援する。 
目標 
（成果/便益） 

生産者リーダーを核とした、地域レベルの技術普及の体制が確立する。 

活動内容 

郡普及員が地域生産者リーダーに、稲作技術に関する新たな病害虫対策や新品種等

の情報を定期的に提供する。また、本開発計画において提案されている技術である

移植、条播、ミミズ堆肥、生物農薬、小型農業機械の利用方法および収穫後処理に

関する一連の技術を指導する。 
実施場所 地域生産者リーダーの圃場 
実施計画 
（期間） 

2006 年～2010 年、地域生産者リーダー1 人に対しては 1 年間 

投入内容 
生産資材（証明種子、ミミズ堆肥、生物農薬等） 
農業機械（ドラムシーダー、手押し回転除草機、稲ワラ裁断機等） 
収穫後処理資機材（乾燥シート等） 

実施体制  
実施機関 IIArroz、GAIPA 
実施主体 郡普及員、ETIA  
関連機関 CCS、ANAP 

想定される 
資金源 

MINAG、GAIPA 

在来技術での対

応の可能性 
生産者リーダーの人材育成は、新たな普及方法である。 

技術改善／新規

技術導入の可能

性 

移植、条播、証明種子、ミミズ堆肥、生物農薬等の技術が、生産者レベル間で普及

することが期待される。 

特記事項 
GAIPA は、生産者リーダーの人材育成を重視し、そのために必要な郡の普及員の

増員を計画している。 
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普及活動の改善－２ 
プロジェクト名 技術普及の方法であるスタディツアー実施プロジェクト 

目的 
生産者リーダーの圃場を訪問し、新規の稲作技術の方法およびその効果について

農民が研修できる機会を提供する。 
目標 
（成果/便益） 

テキストやビデオ、普及員の口頭説明による従来の普及方法に加えて、農民同士

が直接的に意見交換できるスタディツアーを普及方法として定着させる。 

活動内容 

・ IIArroz、ETIA を講師とした研修 
・ 地域生産者リーダーの圃場における実見 
・ 参加農民同士の意見交換 
・ ツアーは上記の順番とすることで、農民がより容易に理解、確認できるような

構成を考慮する。 
・ 研修はテーマを絞った説明に抑え、他の活動により多くの時間を当てられるよ

うに配慮する。 
実施場所 生産者リーダーの圃場 
実施計画（期間） 年 4 回（1 泊 2 日） 
投入内容 テキスト、教材等 

実施体制 
IIArroz、ETIA および郡普及員を講師として実施する。また、圃場における説明は

生産者リーダー自身が行う。ツアー全体を通じて、生産者主導で実施できる環境

を構築する。 
実施機関 IIArroz 
実施主体 IIArroz、ETIA、郡普及員 
関連機関 GAIPA、ANAP 

想定される 
資金源 

MINAG、GAIPA 

在来技術での対

応の可能性 

従来の普及方法には見られなかった普及形態である。スタディツアーは普及方法

としては大きなメリットを持っている。というのはこれにより生産者が圃場を自

分の目で観察し、彼等同士で栽培についての考え方や経験について意見交換がで

きるからである。 
技術改善／新規

技術導入の可能

性 

移植、条播、ミミズ堆肥、生物農薬、小型農業機械、収穫後処理等の改善技術が

対象地に普及されることが期待される。 

特記事項 
スタディツアーは郡単位で実施することが基本であるが、交通手段が確保される

なら県内他郡の生産者も招聘するのが効果的である。実証調査でのスタディツア

ーは、必要な活動を達成するために、1 泊 2 日で実施された。 
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（4）関係機関のアクションプラン 
 
プログラム－１ 
プログラム名 普及活動および人材育成改善プログラム 
目 的 自由流通米の生産のための普及活動および人材育成を強化する。 

背景および現況 

普及活動および人材育成は、1967年から稲作開発プログラムにおいて、稲作公社（後

のCAI）の技術者に対して開始された。全県での生産技術が類似していたため、活

動は簡易な方法で実施され、技術水準の高い教育的な人材育成が重視された。1996
年から農業省は、自由流通米の生産への支援を始めた。それは、技術の多様性、生

産方式、生産者の差異を考慮し、普及活動と人材育成を担当する機関の強化により

構成されていた。自由流通米の増産には、生産者に対する新規技術の普及が可欠で

ある。これらの技術の中で、移植、特に条植え移植の定着、条播、ミミズ堆肥の施

与、輪作および手動または低燃費の小型農業機械の導入は非常に重要である。また、

収穫および収穫後処理技術の普及も重要である。 

活動内容 

1. 県および郡レベルの普及員の人材育成 
2. 県および郡レベルの自由流通米ユニットの組織強化 
3. 現在組織化されていない個人生産者（幾つかの郡の Parcelero、Prestamo 等）の

人材育成のためのより現実的な体制の確立 

実施場所 
普及活動および人材育成に関す問題は、調査対象地域の全郡で確認されており、そ

のため、問題の多くは共通しているが、プロジェクトは各郡の特徴を考慮して策定

される。 
実施期間・ 
投入・ 
概算事業費 

実施期間、実施に必要な投入資機材および概算事業費は、状況に応じ郡レベルで検

討される各事業の枠内で決定される。 

実施体制 

事業実施機関は、事業活動の責任機関と実施主体とを明確にした上で事業を実施す

る。また、稲作牧畜業農産加工グループ（GAIPA）に属する国家自由流通米グルー

プ、県自由流通米ユニット、稲作研究所と地域稲作試験場およびその他の稲作に関

連する研究機関の参加が期待される。 

想定される 
資金源 

農業省は、科学技術改善プログラムを通じて、提案される事業の優先度と期待され

る効果を考慮して、国内通貨（キューバペソ）により事業資金の一部を調達するこ

とができる。同様に、科学技術環境省が各県で実施する国土計画（Programas 
Territoriales）により、国内通貨で資金調達が可能である。 
事業実施のための外貨分の調達に関しては、主に以下の二資金源を検討する。 
1. 外国投資経済協力省および農業省の支援要請による、国際贈与機関からの資金

調達。 
2. キューバ国政府が海外で外貨購入する投入資機材の農業省を通じての取得。 

特記事項 

農業省はGAIPAを通じて、普及活動と人材育成を改善するために、各県および郡の

普及員の増員を計画している。また、借地利用の生産者のための対策が検討されて

いる。これらの改善は、生産者に大きな動機付けとなり、生産者組織に人材育成の

活動を提供することになる。 
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プログラム－２ 
プログラム名 自由流通米用の証明種子の生産配布強化プログラム 

目 的 自由流通米の生産者のために証明種子の生産および配布のためのシステムを構築

する。 

背景および現況 

キューバ国における証明種子の生産システムは、特殊米の生産の需要に対応したも

のであり、自由流通米の生産者は非証明種子を使用したり、時に稲作CAIで生産さ

れる品種の証明種子から調達しており、一般的に生産条件に適合していない。 
稲作用の既存の種子生産システムでは、原原種は稲作研究所の本部だけで生産さ

れ、原種は稲作研究所の本部とSancti Spíritus、CamagüeyおよびGranmaの地域稲作

試験場で生産されている。また、Los Palaciosの稲作試験場では、研究用の原原種と

原種を生産している。登録種子および証明種子�は、稲作研究所所属のハバナにあ

る二ヶ所の農場で生産されている。証明種子�は稲作CAIが保有する種子生産用の

特殊農場で生産されている。現在、原原種、原種の種子および登録種子の生産量お

よび品種の種類数は、生産拡大のためには不十分である。一方、自由流通米の生産

者用の種子の証明システムには問題がある。システムは特殊米に適用するように確

立されているため、中小規模の生産者のために改善する必要がある。 
自由流通米生産の年々の増加や、多くの地域で非証明種子が使用されていることを

考慮し、自由流通米の生産者の需要を満たすために、証明種子の生産および配布の

ための新規のシステムを構築する必要がある。 

活動内容 

1. 研究機関での原原種および原種の生産能力を強化する。 
2. 登録種子生産用の農場の生産能力を強化する。 
3. 各郡の特徴に適合した証明種子の生産圃場を確立する。 
4. 技術的な規格や品質の仕様を自由流通米用の証明種子の生産に適合させる。 

実施場所 

自由流通米の生産者が証明種子をわずかにしか使用していないことは、Vertientes
を除く調査対象地域の全ての郡で問題視されている。改善事業は自由流通米の生産

者のための証明種子の生産システムを形成している各段階において検討する必要

がある。種子の生産および証明システム強化のためのプログラムにおいて、郡レベ

ルのアクションプランと関係機関のアクションプランとは緊密に関連しており、原

原種、原種および登録種子の生産改善のための活動は、関係機関の自由流通米用の

種子の証明システムの構築で適応させるが、証明種子の生産圃場の設置は、各郡の

活動となる。 
実施期間・ 
投入・ 
概算事業費 

実施期間、実施に必要な投入資機材および概算事業費は、状況に応じ各段階で検討

される各事業の枠内で決定される。 

実施体制 

事業実施機関は、事業活動の責任機関と実施主体とを明確にした上で事業を実施す

る。主となる実施機関は、地域稲作試験場および種子生産農場を含む稲作研究所と

Los Palaciosの稲作試験場である。また、県および郡レベルでの農業省の種子検定証

明システム（SICS）の参加は非常に重要である。さらに、GAIPAおよび県自由流通

米ユニットの参加が期待される。 

想定される 
資金源 

国内通貨（キューバペソ）による資金は、自由流通米の生産における証明種子の使

用による効果を考慮し、農業省に要請し調達する必要がある。 
事業実施のための外貨分の調達に関しては、主に以下の二資金源を検討する。 
1. 外国投資経済協力省および農業省の支援要請による、国際贈与機関からの資金

調達。 
2. キューバ国政府が海外で外貨購入する投入資機材の農業省を通じての取得。 

特記事項 原原種および原種の生産能力の改善のための実証調査が、開発調査の一部として稲

作研究所において実施された。 
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プログラム－３ 
プログラム名 試験研究活動改善プログラム 
目 的 自由流通米のための技術に関する研究開発の活動を強化する。 

背景および現況 

稲作研究所は、キューバ国における稲の栽培に関する全ての研究を統括するセンタ

ーであり、Sancti Spíritus、CamagüeyおよびGranma県に3ヶ所の地域稲作試験場を保

有している。稲作研究所の本部にはキューバ国の稲の遺伝子バンクがあり、長年に

渡り伝統的に農民に使われてきた品種を中心に2,300以上の国内外のサンプルが保

存されている。また、国には稲作研究の別のセンターであるLos Palacios稲作試験場

がPinar del Río県にある。 
稲作研究所と地域稲作試験場の機材は、長年に渡り使用されてきた物であり、推進

する研究の質や普及および人材育成の活動が制限されている。 

活動内容 

1. 自由流通米栽培に関して、異なる条件に適する新品種や技術を獲得するため

に、研究センターに必要な機材を提供する。 
2. 自由流通米の生産者用に理解しやすいテキストや他の技術資料の作成、出版お

よび配布のために、研究センターの能力を強化する。 
実施場所 基本的に事業は、稲作に関する研究センターで実行されるべきである。 
実施期間・ 
投入・ 
概算事業費 

実施期間、実施に必要な投入資機材および概算事業費は、状況に応じ各事業の枠内

で決定される。 

実施体制 

事業実施機関は、事業活動の責任機関と実施主体とを明確にした上で事業を実施す

る。主となる実施機関は、地域稲作試験場を含む稲作研究所とLos Palaciosの稲作試

験場である。また、農業機械化研究所、植物防疫研究所、土壌肥料研究所等の稲作

に関連する他の研究センターの参加が期待される。 

想定される 
資金源 

農業省は、科学技術改善プログラムを通じて、提案される事業の優先度と期待され

る効果を考慮して、国内通貨（キューバペソ）により事業資金の一部を調達するこ

とができる。同様に、科学技術環境省が各県で実施する国土計画（Programas 
Territoriales）により、国内通貨で資金調達が可能である。 
事業実施のための外貨分の調達に関しては、主に以下の二資金源を検討する。 
1. 外国投資経済協力省および農業省の支援要請による、国際贈与機関からの資金

調達。 
2. キューバ国政府が海外で外貨購入する投入資機材の農業省を通じての取得。 

特記事項  
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添付資料 C：環境社会配慮 

1. JICA 環境社会配慮ガイドライン 

(1) 環境社会配慮の必要性 

「環境社会配慮」とは、プロジェクトが環境や地域社会に及ぼすまたは及ぼすおそれのある影

響について調査、予測、評価を行い、その影響を回避・低減させるための計画を提示すること

をいう。 

また、｢環境影響評価｣とは、相手国の制度に基づきプロジェクトが与える環境影響や社会影響

を評価し、代替案を検討し、適切な緩和策やモニタリング計画を策定することをいう。 

そして、JICA の環境社会配慮ガイドラインは、2004 年 4 月に発足した。 

(2) ガイドラインの目的 

ガイドラインの目的は、JICA が行う環境社会配慮の責務と手続き､相手国政府に求める要件を

示すことにより､相手国政府に対し適切な環境社会配慮の実施を促すとともに､JICA が行う環

境社会配慮の支援･確認の適切な実施を確保することである｡ 

(3) 環境社会配慮の基本方針 

ガイドラインでは、以下の 7 項目を特に重視している。 

• 環境と社会面の幅広い影響を配慮の対象とする｡ 
• 戦略的環境アセスメントの考え方を導入し､早期段階から配慮を実施する｡ 
• 協力事業の終了後､フォローアップを行う。 
• 協力事業の実施において､説明責任と透明性を確保する｡ 
• 住民、NGO、研究者､関連する政府機関等､ステークホルダーの参加を求める｡ 
• 説明責任の確保とステークホルダーの参加を確保するため､情報公開を行う｡ 
• JICA の実施体制を強化する｡ 

(4) カテゴリ分類 

プロジェクトは、その概要、規模、立地条件、当該国の環境影響評価制度の内容等を勘案して、

環境および社会的な影響の程度に応じて 3 段階（A・B・C）のカテゴリに分類される。 

カテゴリ A： 環境や社会への重大で望ましくない影響のある可能性を持つようなプロジ

ェクト。 
カテゴリ B： 環境や社会への望ましくない影響が、カテゴリＡに比して小さいと考えられ

るプロジェクト。一般的に、影響は実施地そのものにしか及ばず、不可逆的

な影響は少ない。 
カテゴリ C： 環境や社会への望ましくない影響が最小限かあるいはほとんどないと考え

られるプロジェクト 

(5) 環境社会配慮のプロセス 

カテゴリ A プロジェクト： 詳細な現地調査に基づいた環境影響評価（EIA）レベルの環境
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社会配慮調査を行い､調査の過程で、情報を公開した上で TOR
作成時､配慮の概要検討時、最終報告書案の段階でステークホ

ルダーとの協議を行う。 
カテゴリ B プロジェクト： カテゴリ A より簡易な初期環境評価（IEE）レベルの環境社会

配慮調査を行う｡ステークホルダーとの協議は必要に応じて行

う｡ 
カテゴリ C プロジェクト： カテゴリ分類を終了した時点で配慮の手続きを終了する｡ 

2. スコーピング案と概要検討案 

2.1 開発計画の概要 

(1) 計画の目的 

開発計画の目的は、中央地域 5 県における持続可能な自由流通米生産の拡大である。 

(2) 計画対象地域 

開発計画の対象地域は、キューバ国中央地域 5 県であり、それぞれ一郡がアクションプランの

実施対象として選定されている。5 県と選定郡は：Cienfuegos 県（Aguada de Pasajeros 郡）、Villa 
Clara 県（Santo Domingo 郡）、Sancti Spíritus 県（Yaguajay 郡）、Ciego de Ávila 県（Chambas 郡）、

Camagüey 県（Vertientes 郡）である。 

(3) 裨益人口 

開発計画の対象地域の人口は、2,889,678 人（Anuario Estadístico de Cuba, 2001）である。開発計

画の目的が自由流通米生産の拡大であることを考慮すると、対象地域の全人口が裨益すること

になる。 

開発計画の実施により、米の生産は開発対象地域である 5 県の需要を超過するため、超過分は

他県へ出荷されることになる。 

2.2 開発計画の内容 

(1) 計画の内容 

目標年次（2015 年）の開発目標（自給率 67%）を達成するために、生産者、農業省、稲作研究

所、県政府、大学、その他関係機関の役割を明確にし、5 郡のアクションプランを策定する。

アクションプランは郡ごとに策定されるが、長期計画として策定されるのではなく、数年ごと

に定期的に検討され、外部環境の変化に即して修正される必要がある。従って、本調査では、

技術手法の効率性と普及員の活動を達成するために必要な期間を考慮し、アクションプランを

2010 年に再検討することを提案する。 

(2) プロジェクトタイプ 

自由流通米の生産を拡大するためには、農業投入を増加させることが必要であり、現在使われ

ている限られた農業投入を改善する必要がある。この観点には以下のことが含まれる。 

• 現在使用している化学肥料の最大限の効率活用と緑肥や堆肥等の有機肥料との組み合

わせにより生産性を改善する。 
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• 畜力や人力との組み合わせによる燃料の有効利用により、機械の効率を改善して、生

産性を最大限に拡大する。 
• 栽培管理や水管理を改善して、生産性を拡大する。 
• 自由流通米の条件に適した品種を改良するとともに、証明種子の利用を拡大する。 

(3) 活動内容 

自由流通米の生産拡大には、生産性の改善と作付面積の拡大が基本として考えられる。 

1. 生産性の改善 

a. 単位収量の増大 
稲作栽培技術と収穫後処理技術の改善により単位収量を増大する。 

b. 農業投入の効率的な活用 
現在使用している農業投入と有機肥料、畜力利用等の新規の農業投入との組み合わせに

より生産性を改善する。 

2. 作付面積の拡大 

a. 現在の未利用地の活用および他の作物からの作付け転換の振興 
自由流通米の生産に適した、現在利用されていない土地を活用する。現在、サトウキビ

やその他の作物の作付け地からの転換を振興する。 

b. 自由流通米の生産者の拡大 
Préstamos の借地制度を活用して、自由流通米の生産者を拡大する。 

3. 生産環境の改善 

生産性改善の振興と自由流通米の作付面積の拡大のために生産環境を改善する。 

a. 自由流通米生産に対する投資の促進 
自由流通米の生産のための基盤整備や土地改良（例えば、農業金融の整備、借地期間の

延長等）に対して、容易に投資できるように改善する。 

b. 農業支援体制の強化 
自由流通米に関する情報提供、普及活動、人材育成等の農業支援体制を強化する。 

(4) 計画対象地域の概要 

計画対象地域である中央 5 県は、東部ほど乾燥傾向にある。南側の東南側に山地と森林が偏在

しているが、おおむねなだらかな地形であり、海岸沿いには低湿地が分布している。河川沿い

を除くと、あまり水利には恵まれていない特徴が共通している。 

平坦部の多くは既に開発されており、放牧地、サトウキビや畑作耕地として利用されている。

耕地面積は長期的には増加傾向にあるが、基幹産業であったサトウキビ栽培は、近年停滞傾向

にある。東部の Camagüey 県は未開発地域が比較的多く残存している。主要産業は農業・牧畜

業と製糖関連工業であるが、最近は地域的に観光業が発達している。5 県には、全国の自由流

通米の作付面積のうち、約 50％が集中している。 
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(5) 緩和策と代替案 

キューバ国は食糧輸入国であり、主要食糧穀物の生産は必要量の 23％を占めるに過ぎない。国

民の主要食料の一つである米の輸入量は非常に大きい。その上、国営農産コンプレックス（CAI）
は、一般的に飛行機によって散布される、多量な化学肥料と殺虫剤の使用に基づく技術を適用

している。最近の 10 年間の米生産が不安定な状況にあったことを考慮すると、米生産の増大

と安定は、優先課題といえる。 

もしも、開発計画が実施されないと、この課題は達成されないことになる。そして、国家目標

に貢献することもなくなる。さらに、自由流通米の生産のための雇用機会は増加しない。そし

て、CAI の大規模な米生産のシステムによって、空気、土および水に悪い影響が継続すること

になる。 

開発計画の主目的は、技術的な改善による自由流通米の生産増大であり、それによる農家経営

の若干の改善も期待している。さらにこれは、農業投入が限定されている状況における、自由

流通米の最良の生産計画の一つである。従って、本開発計画は、一般的な基盤整備計画とは異

なっており、他の農家経営の選択は代替案にはなりえない。 

(6) モニタリング計画 

本調査では、開発計画の内容を想定し、実施による影響を予測している。しかし、本来自由流

通米とは、中小規模農家の営農形態を大きく変更せずに、低投入による生産を実現する稲作形

態である。そのため、本計画の目的は低投入による自由流通米の生産の増大であり、新たな大

量な投入を伴う作付け地の拡大、潅漑排水施設等の設置、化学肥料や化学農薬の追加的な適用

は計画されていない。その結果、本計画の実施による環境および社会に与える影響はわずかな

ものであると予測されるが、定期的に確認のためのモニタリングが必要である。 

開発計画では、栽培やポストハーベスト技術のモニタリングを継続的に実施することが計画さ

れており、定期的にアクションプランの内容を検討し、見直すことになっている。そのため、

この技術のモニタリングに合わせて、環境社会配慮に関する項目のモニタリングを実施する。

モニタリング項目は、以下を想定する。 

a. 不適切な土地管理による土壌の劣化 
b. 排水不良による土壌の湿地化および塩類化 
c. 肥料や農薬による土壌や水質の汚染 
d. 潅漑水の利用の公正性／揉め事の有無 
e. 資機材の共同利用 

また、モニタリングの実施には、現地ステークホルダーの参加を求める。 

(7) ステークホルダーとの協議 

本調査に関し、情報公開の重要性は、日本およびキューバ両国関係者において認識されており、

ステークホルダーの意見が適切に計画に反映されることが求められている。そのため、本調査

では、開発計画の対象地域である 5 郡が位置する 5 県において、5 県・5 郡の関係者および農

家の代表を対象とした問題分析ワークショップを開催し、開発計画の必要性を討議した（2003
年 12 月）。また、IIA においても同様のワークショップを開催した。 
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また、5 県での定期的なステアリングコミティーにおいて、県・郡関係者に報告書の内容を説

明するとともに、開発計画の内容や効果について説明し、協議してきた。さらに、基礎調査が

終了した時点（2004 年 8～9 月）で、調査対象地域５県において、開発計画策定の基礎となる

実証調査の概念を説明し、実施場所と開始の同意を得た。 

一方、実証調査の実施地区が位置する、Yaguajay 郡と Chambas 郡では、担当 2CCS に実証調査

の内容を説明するとともに、協力を依頼した。また、実証調査の開始時（2004 年 12 月）には、

参加農家、周辺農家、県・郡関係者、CCS 関係者、普及員等を対象に、実証調査の詳細を討議

するワークショップを開催し、実証調査の実施に同意を得た。さらに、乾期の実証調査が終了

した時点（2005 年 7 月）には、同様の関係者を対象に中間評価のワークショップを開催した。 

3. 影響予測 

開発調査の主要目的で既に述べているように、キューバ国の中央地域 5 県における持続可能な

自由流通米生産の拡大のための開発計画が策定される。予測される環境への影響を検討すると

以下の主要な状況が推察される。 

(1) 社会環境 

開発計画では、開発対象地域において施設の改変は実施されないため、住民の移転は全くない。

自由流通米の生産拡大のための新規地域に関しては、大部分が砂糖省所有地の構造改革の過程

に由来するものと農業省の借地拡大によるものと推測される。土地利用に関して、作付け転換

がある場合でも農業活動のための利用は維持される。研究開発の活動は開発対象地域の地域経

済に有効に効果を発揮するものと予測される。 

(2) 自然環境 

開発計画では、地形に影響を与えたり改変は実施されない。同様に、土壌浸食を発生させる活

動は全く実施されない。しかし、自由流通米生産のための土壌の大部分は、物理性・化学性の

特徴がよく知られていないことを考慮して、その保護と保全のための適正な戦略を達成するた

めの明確な方法、土壌保全の対処法を含める必要があろう。 

開発計画では、作物の潅漑のための水量の顕著な増加は推測されないが、排水効率を増大させ

る処置が達成されることが期待される。米栽培のための新規地域は、現在他の農作物栽培に利

用されている地域に拡大するため、土地利用の変更はなく、開発対象地域における植物相およ

び動物相に対するいかなる影響も予測されない。 

(3) 汚 染 

開発計画は、肥料・雑草管理・害虫・病気のための化学物質の最低限の適用と有機肥料や生物

農薬の利用拡大を実施することにより、作物の持続的な生産を達成させることを基本に作成さ

れるため、土壌・大気・水の汚染はわずかであると予測される。 

開発計画では、住民に影響を与える大規模な廃棄物や騒音を発生させる活動は全く実施されな

い。 
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4. 環境関連法規 

キューバ国政府は、環境保全を特に重視しており、共和国憲法 27 条で「国家は国の環境と天

然資源を保護する。国民生活をより合理的にし、現在および将来世代の生存、福祉、安全を保

証することは、持続可能な経済社会開発に密接に関連していることを認識する。この政策を適

用する正当な機関が対応する。水、大気、土壌保全、植物相、動物相および自然の多様な可能

性全体の保護に貢献することは市民の義務である」と述べている。 

全ての環境保全と関連することは、第 81 法「環境法」（1997 年 7 月 11 日）に採択されている。

この法律において、持続可能な農業、環境被害、環境影響評価等の基本的な概念が言及されて

いる。 

第 81 法の他に、天然資源および人類の保全に関する問題を規定する他の法律、法令、政令、

省令が存在する。 

5. カテゴリの検討 

一般的に、小規模な農業開発計画は環境社会配慮の観点から、カテゴリ B に分類される。しか

し、本調査で策定される開発計画の概要を想定し、開発計画の実施による環境および社会への

影響を予測したところ、影響は軽微もしくは悪化は予見されなかった。また、キューバ国の環

境社会配慮に関連する法規に、制度上で抵触する要件もなかった。したがって、本調査で策定

される開発計画は、JICA の環境社会配慮ガイドラインにおけるカテゴリ C に該当するものと

推測される。 
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添付資料 D：実証調査 

1. 実証調査の必要性と目的 

自由流通米の増産のために、米生産の過程において、各段階における技術的改善が必要である。

将来の開発計画を検討するためには、前もってこれら技術の適正と適合を確認する必要がある。

そのため、本調査では、栽培・収穫後処理・普及活動等に関する技術内容および技術レベルに関

する実証調査を実施する。しかし、調査期間が限られている本調査においては、全ての技術改善

を実証することは困難である。そのため、現況の阻害要因に直接関係する技術の改善および効果

が期待でき農民が受け入れられる可能性の大きい技術を選定して実証する。実証結果は開発計画

の策定において技術的な裏づけとして活用される。また、実証調査は、実証圃場での展示効果も

目的として、技術普及等の波及効果とともに、今後キューバ側が独自に計画する類似調査の実施

促進に貢献することが期待される。 

2. 実証調査の内容 

実証調査は、自由流通米の支援体制整備の一環としての稲作研究所の機能強化と、生産現場での

技術改善に関する提案を検証することを目的とした現地実証調査の 2 つから構成される。稲作研

究所の機能強化では、種子供給の強化の観点から、稲作研究所の種子生産機能の強化を行う。一

方、現地実証調査では、提案される圃場レベルの技術改善策を技術パッケージとしてまとめたも

のについて生産者の参加の下でその効果と現地適用性について検証する。 

3. 稲作研究所機能強化 

3.1 実証調査の概要 

稲作研究所での原種及び原々種生産を、現在人力で行われている田植えや収穫、乾燥を機械化す

ることで生産性を向上するとともに、種子選別・乾燥と分析・評価の強化により種子品質改善を

目指す。このために必要な資機材を調達するとともに、種子生産圃場の潅漑排水基盤の整備を行

う。 

サイト ：稲作研究所本部（ハバナ） 
ターゲットグループ ：稲作研究所育種部 

 

(1) 種子生産強化の選定理由 

自由流通米の生産性向上を目指す上で、証明種子の利用は最も重要な課題である認識されており、

生産者においても証明種子への期待・需要は高い。しかし、自由流通米における証明種子の生産・

配布体制は、生産量・配布システムともにこの期待・需要に応えることができていない。稲作研

究所は、原々種及び原種生産を担っているが、必要なインフラや資機材の不足から、自由流通米

生産プログラムに必要な種子量をカバーすることができていない。実証調査で取り扱うテーマと

して、カウンターパートとの協議を通じて、稲作研究所としての重要度と自由流通米の生産拡大

への直接的な貢献度の高さから、証明種子生産強化に集中することとした。 
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(2) 稲作研究所での種子生産の現状 

現状では、ハバナの稲作研究所本部で年間 2 品種約 4 ﾄﾝ（各品種 2 ﾄﾝ）の原種を生産している。

毎年概ね 7 品種から証明種子 I 及び II が生産されている。 

稲作研究所では必要な機材の不足から、種子生産は移植から種子乾燥まで人力で行われている。

このため、種子生産を拡大することができず、自由流通米生産計画で必要とされている種子量を

生産することができていない。また、農作業の負担が研究者の研究活動に支障を来している。 

稲作研究所所の圃場は地下水を水源としてポンプ潅漑が行われている。ポンプは老朽化しており、

またディーゼルポンプであるため燃料コストが高い。ポンプはしばしば故障し、数日間潅漑不能

となり、試験栽培及び種子生産に支障を来している。また、潅漑排水システムはメンテナンスを

必要としている。潅漑機器の規模が圃場サイズに合っていないこと、圃場の形状が細長いこと、

耕耘及び均平作業が不十分なことから、水管理は不十分なものとなっている。 

なお、低温種子貯蔵庫については、JICA の研修フォローアップ事業で 2005 年に整備された。 

(3) 背景となる稲作研究所の種子生産計画 

稲作研究所の試験圃場は 46 ha であり、このうち現状で利用可能な圃場は 36 ha である。また、こ

のうち、種子生産圃場には 10 ha が割り当てられ、各圃場を 3 年輪作で利用する計画となってい

る。稲作研究所で生産する自由流通米のための原々種及び原種は 14 ﾄﾝ／年が計画されている。 

3.2 実証調査の実施計画 

(1) 実証調査の目標 

稲作研究所の原種及び原々種生産機能を向上し、自由流通米の生産拡大に貢献する。 

(2) 期待される成果 

本実証調査は以下の効果を期待される。 

▸ 原種の生産品種を現状の 2 品種から 4 品種に拡大する。 
▸ 原種の品種あたり生産量を現状の 2.0 ﾄﾝから 3.5 ﾄﾝに増加する。 
▸ 種子の品質を高め、高発芽率を達成する。 
▸ 移植及び収穫時の研究者の労力負担を軽減する。 
▸ 種子生産圃場（約 10 ha）の潅漑排水基盤を整備し、作業環境及び生産性の向上を図る。 

(3) 活動内容 

1) 種子生産圃場の基盤整備による作業環境及び生産性の改善 
▸ 潅漑システムのメンテナンス約 10 ha（損傷しているバルブ、パイプ、ポンプの交換） 
▸ 排水システムのメンテナンス約 10 ha（幹線排水路、2 次排水路、圃場排水路） 

2) 圃場機械の導入による種子生産活動の改善 
▸ 耕耘・整地技術の改善 
▸ 品種ごとの特性に応じた作期の選定 
▸ 新技術による移植（機械式田植機、人力田植機の試験導入） 
▸ 中干し（分けつ期の水分ストレス付与）を含めた水管理の実施 
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図5.5.1　稲作研究所種子生産機能強化実施スケジュール
2004年

平成１６年度 平成１７年度
１２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月

調達準備

潅漑排水基盤整備

潅漑システム改修第１期

潅漑システム改修第２期

排水リハビリ

圃場機械 機材の配備 機材の運用

機械式田植機導入準備（育苗・試験田植）

人力式田植機導入準備（育苗・試験田植）

トラクター導入準備

圃場機械類の稼働

種子処理機器

種子処理機器設置

種子処理機器の稼働

試験・分析機器

試験・分析機器

項　　　目
2005年

▸ 殺虫剤・殺菌剤を使った植物防護 
▸ リーパー及び脱穀機の導入 

3) 種子選別・乾燥機器の導入による生産種子の品質の改善 
▸ 種子生産に適した乾燥機の導入 
▸ 種子精選及び選別 
▸ 種子の適切な保管 
▸ 種子の品質分析 

(4) 実施スケジュール 

 

3.3 投入資機材及び施設 

(1) 日本側による投入 

1. 種子生産に関わる機材 
¾ 圃場作業機械（トラクター、バインダー、脱穀機、田植機、他） 
¾ 種子選別・乾燥機械（比重選別機、粒径選別機、乾燥機） 

2. 品質分析に関わる機器（ラボ用籾すり機、ラボ用精米機、唐箕、水分計、秤類、発芽試

験器） 
3. 種子生産圃場の基盤整備 
¾ 潅漑システムの改修（電気ポンプの導入、パイプライン・バルブの改修） 
¾ 排水システムの改修（排水路掘削） 

(2) キューバ側による投入 

1. 用地・建物 
¾ 種子生産圃場 
¾ 圃場機械の保管場所及び種子処理機械の設置場所 
¾ 品質分析に関わる機器の設置場所（研究室） 
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2. 要員の配置 
¾ 圃場管理要員 
¾ 農業機械オペレーター 

3. 資材及びオペレーションコスト 
¾ 燃料、電気代 
¾ 営農資材（種子、肥料、農薬等） 

4. その他 
¾ ポンプ電化のための送配電設備 
¾ 潅漑排水施設の維持管理 

3.4 モニタリング計画 

技術面で言えば、稲作研究所は原々種及び原種を高い生産性と品質で生産する技術を既に有して

いる。この点を考慮して、稲作研究所の日常活動の中で、導入機器類を使用した作業の状況をモ

ニタリングする。 

3.5 実証調査の結果と教訓 

(1) 機器類の導入及び圃場基盤整備の実施 

種子生産圃場の基盤整備は以下の工事が 2005 年 3 月に開始され、2005 年 11 月に完了した。 

▸ 稲作研究所の試験圃場のうち、自由流通米の原種生産に使用される圃場 No.13～No.16 の

約 10 ha について、既存潅漑パイプラインの撤去及び新規敷設（総延長 1,246 m）及び既存

給水栓及びバルブボックスの撤去及び新規設置 
▸ 上記圃場について、幹線排水路１路線及び２次排水路３路線（総延長 3,340 m）の浚渫・

のり面整形による改修 

圃場作業機械類は以下の機械類が 2005 年 4 月に稲作研究所に配備された。 

▸ 小型トラクター 乗用４駆 25 hp クラス（ロータリーティラー、ボトムプラウ、水田車輪） 
▸ 歩行型刈り取り機（バインダー） ２条刈り 
▸ 脱穀機（自走式ハーベスター） 
▸ 歩行型田植機 4 条植 

種子選別・乾燥機及び室内分析機器は以下の機器類が 2005 年 11 月に稲作研究所に配備された。 

▸ 循環テンパリング式乾燥機 容量１ﾄﾝ 
▸ 乾式比重選別機 処理能力 50 kg～100 kg/時 
▸ 多段粒径選別機 処理能力 50 kg～100 kg/時 
▸ その他室内試験用機器 

(2) 圃場作業機械に関するモニタリング結果 

ハーベスター： 
ハーベスターの導入により、作業が大幅に効率化され、圃場作業員の作業負担を大きく軽減した。

刈り取り時に適切な水分状態であれば大幅なロスは観測されず、作業性では作業員 3 名で 1 時間

当たり 30 kg 袋 7.5 袋で十分満足のいく水準であった。しかし、実際の圃場での刈り取りは多く
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の場合十分な排水がなされていない状態で行われ、このため刈り取った稲の水分状態が過剰であ

り、作業効率が著しく下がり、作業員 2 名で１時間当たり 30 kg 袋 3.6 袋となった。このような

高水分状態での作業では、脱穀ドラム下の篩の目詰まり、稲ワラの排出、グレインコンベアでの

目詰まり等によりイネの取り込み速度が低下した。イネの水分状態が高い場合には、刈り取り後

乾燥したところで数時間放置することで、過剰な水分を取った後で脱穀作業を行うことが推奨さ

れる。 

バインダー： 
バインダーは非常に良く機能した。通常の作業条件下では 0.7 ha/日（8 時間）の作業効率を示し

た。これは、現地実証地区でのものと同等である。バインダーの使用に当たってはハーベスター

と同様な問題が生じた。すなわち、刈り取り作業の多くが湿田でまた倒伏したイネも多かったた

め、作業効率は 0.43 ha/日と下がり、また燃料消費も大きくなった。 

トラクター： 
トラクターは主として代かきに使用されたが、雑草が多く困難な作業環境であったが、非常に良

く機能した。このトラクおり、ターでの作業効率は 0.8～1.07 ha/日であった。この数値は、圃場

用水の不足及びトランスミッションオイルの不足の影響をうけており、実際にはこれよりも高い

数値が期待される。本トラクターの使用に当たっては、圃場の端部及び畦で使用するための除草

機及び運搬用のトレーラーの併用が推奨される。ボトムプラウについては試験運用が始まったと

ころである。 

機械式田植機： 
田植機の導入に当たり、苗生産担当の作業員 2 名及び機械オペレーター、メンテナンス担当者に

対する技術指導を行った。田植機の試験運用に先立ち、苗箱での苗生産試験を行った。苗生産試

験では 24 トレイを 3 分割し、籾殻燻炭を 0％、20％、40％と段階的に施与した。田植え試験で

は 2 種類の移植密度を試験した。田植機の運用は適切に行われ、圃場の湛水深が若干深すぎでは

あったが、十分な精度で田植えが行われた。籾殻燻炭の施与量の差による田植機の作業性に顕著

な差は生じなかった。田植えには 15 日苗（約 22 cm）が使用され、田植機による作業効率は 0.95ha/
日が計測された。 

IRRI タイプ人力田植機： 
• 導入された人力田植機は、通常の田植えには十分使用可能である。圃場をスムーズに移

動しながら、適切な深さに田植えを行うことが可能であった。 
• 圃場での作業効率は 0.20 ha/日であり、カタログ上の 0.25 ha/日と比べて十分満足のいく

ものであった。 
• 機械の加工精度の点で問題があり、一部の部品に破損が見られた。 

本人力田植機の導入に当たって見られた問題点及び対策は以下の通りである。 

問 題 原 因 対 策 
1.苗床の切断、整形が困難 苗床の土壌が重粘であった。 土壌改良により土壌の砕破性を高める。

2.移植した苗の倒伏 土壌が柔らかすぎる。 
苗が大きすぎる。 

代かき後 1～2 日土壌の硬化を待つ。 

3.欠株の発生 苗がトレイ上でスムーズに移動

しない。 
苗の密度が低い。 

トレイへの散水と清掃。 
適正な苗密度での苗生産。 

4.一部部品の破損 加工精度 溶接の補修 
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(3) 実証調査の結果と教訓 

予定された圃場整備工事の完成が遅れたことから、種子生産圃場における実証活動は既存圃場に

て新規導入された圃場機械を使いながら実施された。整備された圃場を使った種子生産は 2005 年

12 月に播種される乾期作から開始しており、種子の生産品種の拡大と生産量の増大の成果につい

ては稲作研究所の今後の活動により継続的にモニタリングされることになる。同様に、種子選別・

乾燥機器の配備が遅れたことから、ポストハーベスト段階での作業改善による生産種子の品質向

上の成果については、稲作研究所の今後の活動により継続的にモニタリングされることとなる。 

1) 種子生産圃場の基盤整備による作業環境及び生産性の改善 

種子生産圃場として約 10 ha の農地を対象に潅漑及び排水施設の整備を行い、必要な時期に適

切な圃場水管理を行うことが可能となった。これにより、種子生産に使用できる圃場が確保さ

れ、かつ適切な水管理により種子の品質の改善と収量の増加が期待される。また、潅漑排水施

設の整備は、実証調査で導入した圃場作業の機械化体系の導入を可能とし、作業効率や生産性

の向上が期待される。さらに、圃場を約 3 ha ずつ輪番で使用することで異品種の混入を防ぎ、

種子としての品質の改善に効果が期待される。基盤整備のなされた圃場は 2005～2006 年の乾

期作から共用されるが、稲作研究所が目標としている原種 4 品種、各 3.5 ﾄﾝの生産は十分可能

であると判断される。 

2) 圃場機械の導入による種子生産活動の改善 

a. 田植機 

本田の耕起・整地・代かきと言った圃場準備作業には、実証調査で導入したロータリー付き小

型トラクターを使用しており、田植機の導入において重要な要素となる圃場均平度を十分な水

準で実施したことに留意する必要がある。すなわち、田植機の導入は種子生産の作業効率を大

きく改善することが期待されるが、適切な農業機械による適切な圃場準備作業と一体的な導入

が不可欠である。 

b. 小型トラクター及びロータリーティラー 

稲作研究所でこれまで圃場作業に使われてきた大型トラクターとの比較で、小区画からなる圃

場に適した耕耘、代かき作業が可能となること、燃料消費率が低いこと、といった優位性が確

認された。特に小型トラクターとロータリーティラーによる代かきは、圃場均平度の改善に大

きな効果があり、田植機の導入には不可欠である。 

c. バインダー及びハーベスター 

バインダーとハーベスターの組み合わせによる収穫・脱穀作業は、これまで人力で行われてき

た収穫関連の作業を大幅に効率化することが可能である。また、これら小型の収穫機械類は、

従来使用されてきた大型コンバインに比べて、種子生産圃場の区画規模に適していると考えら

れる。ただし、実証調査は潅漑排水施設の再整備が未了の既存圃場で実施したため、収穫作業

時に十分な排水が行われない状態での収穫となり、品質及び作業性に問題が生じた。バインダ

ー・ハーベスターの組み合わせによる作業を導入して行くに当たっては、圃場基盤整備による

排水機能の強化が不可欠である。 
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d. 機械の運営維持管理 

導入機材の稲作研究所のおける運営維持管理は、十分満足のいくものであり、問題なく行われ

た。機械オペレーター及びワークショップの要員は、これらの機材を扱う上で必要な技能を有

していることが確認された。燃料、オイル類の調達はキューバ側の分担事項であったが、一部

の特殊オイルを除き必要な資材類は適切に用意された。しかし、キューバでは一部のスペアパ

ーツの入手が困難であることが予想されるため、本調査終了後の運用に必要となるスペアパー

ツの調達方法について検討が必要である。 

3) 種子選別・乾燥機器の導入による生産種子の品質の改善 

a. 循環式乾燥機 

これまで稲作研究所では、機材の老朽化により種子生産においても屋外にて天日乾燥を行って

きた。循環式乾燥機の導入により、適切な種子の水分量調整、乾燥むらの減少、他品種の混入

の減少等が期待され、種子の品質及び保存性の向上が期待される。同時に、稲作研究所職員の

作業負荷の低減にも貢献することが期待される。 

b. 種子選別機 

これまで稲作研究所では機材の老朽化により十分な種子選別が出来ず、夾雑物の混入や種子の

品質のばらつきが問題となってきた。種子選別機の導入により、種子の品質の向上と安定、均

質化に大きな効果が期待される。 

c. 今後の課題 

生産種子の品質の改善については、機材の現地配備が遅れたことから、本調査の中で十分な実

証調査を行うことが出来なかった。今後、稲作研究所の活動の一環として、これら配備機材を

使った実証調査の継続が必要である。必要な活動は以下の通りである。 

調査内容・活動 所  見 今後の課題 
a) 種子増殖のための収穫後処理法

を改善する。 
・種子のための収穫後処理法が確

立していない。 
・種子のための収穫後処理法のﾃｸﾆ

ｶﾙｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝを作成 
b) 種子品質を向上するために、刈

取りと脱穀過程における脱稃粒

発生率を削減する。 
・バインダーによる脱稃粒発生率

を調査する。【脱稃率】 
・穂扱き式脱穀機と投込み式脱穀

機による脱稃粒発生率の違いを

調査する。【脱稃率】 

・種子生産においても生脱穀が基

本であるので、脱稃粒発生は少

ない。 
・種子用籾の脱穀作業は、ある程

度注意して行われているが、種

子専用脱穀機はない。足踏み脱

穀機のような種子用脱穀機が必

要である。 

・刈取り、脱穀時における脱稃粒

発生の数値化 
・種子専用脱穀機の開発 

c) 循環式燃焼乾燥機により種子品

質を保持しながら乾燥をする。 
・循環式乾燥機の最適操作方法を

見出す。【胴割率、穀温、熱風温

度、風量・風速】 

・種子乾燥を最適な条件で実施す

るため、乾燥機の運転を習熟す

る必要があるが、未だ運転が始

まっていない。 

・乾燥時のデータだけでなく、種

子発芽率・発芽勢のデータを合

わせて最適な運転状況を確認 

d) 風選及び粒径・比重選別により

種子を分級する。 
・動力唐箕及び比重選別機を使い

種子の純度を上げる。【夾雑物、

粃・未熟粒の混入】 

・種子規格に合致する機能・性能

を得るため、機器の最適な操作

を習熟する必要があるが、未だ

運転が始まっていない。 

・種子規格に合わせた機械操作方

法を確立 
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4) 人力田植機の適用試験 

人力田植機は、燃料を使用せずに田植作業の省力化を可能とするため、田植えの普及に大きな

効果を持つことが期待される。また、乱雑植えが一般的であるキューバで正条植での田植を普

及する上でも効果が期待される。しかし現状では、一般の生産農家への普及に当たっては、稲

作研究所及び機械化研究において、機械の改良及び増産体制の整備、苗作りの技術指導方法の

開発、圃場均平度の改善を含めた栽培技術改善の指導、等のための研究・開発を十分に行う必

要がある。 

4. 現地実証調査 

4.1 調査概要 

(1) 実証項目 

現地実証調査は、本開発調査で作成する開発計画の中で提案される栽培技術及び営農手法につい

て、生産現場にてその効果を検証することを目的に実施する。また、併せて実証圃場での活動を

通じた展示効果を通じた技術普及への貢献を目的とする。 

実証調査計画は、以下の基本コンセプトに基づいて計画する。 

• 実証調査は Yaguajay 及び Chambas 郡の CCS 組合員農家の農地を使うこととし、各郡 0.6ha
ずつの実証圃場を設定する。 

• 参加農家は実証圃場に於いて実証調査実施チームの指導・管理のもとで栽培。営農を行う。  
• 各実証圃場は 0.3 ha ずつに提案される技術体系と従前の技術の比較検証を行う。 
• Yaguagay 郡実証圃場では直播による栽培体系を採用し、Chambas 郡実証圃場では移植による

栽培体系を採用する。 
• 実証調査は、2004～2005 年乾期作と 2005 年雨期作の期間で実施する。 

限られた調査期間の中で全ての営農・栽培技術を検証することは不可能であるが、可能な限り、

重要な項目を実証調査の中で取り上げることとする。本実証調査では、現状で農業投入や燃料を

十分に入手することができない、小規模の個人経営生産者のための営農・栽培技術を重点項目と

して取り上げる。 

このような生産者にとっては農業投入や燃料の確保は営農上の大きな阻害要因の一つであること

から、農業投入・燃料を大量に必要とするような最新技術や高水準な技術は実証調査の項目とは

しないこととする。実証試験に用いる栽培技術は、キューバで既に研究・開発され普及を待たれ

ている技術を用い、キューバ国内で生産可能な機材、農村で容易に入手できる材料を用いる。 

現地実証調査の実証項目は以下の通りである。 

1) 栽培技術に関する実証 

・ 耕種的手段による雑草防除技術（圃場準備での雑草抑制、正条植および条播下での回転

除草機を用いた雑草抑制、湛水位の調節による雑草抑制） 
・ 施肥技術（ミミズ堆肥製造および施与技術、中干しによる乾土効果を利用した有機態窒

素、リン、カリの無機化の促進技術、稲ワラのすき込み技術） 
・ 発芽率向上と良好な群落の育成技術（証明種子の利用、比重による種子選別技術） 
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・ 生物農薬を用いた害虫防除技術（CREE が生産している Metharizium、Bacillu の散布技術） 

2) 刈取・収穫後処理の実証 

・ 収穫ロス査定 
・ 脱穀過程の改善（軸流脱穀機の導入） 
・ 籾乾燥過程の改善（天日乾燥の改善、ボックス式乾燥機の導入） 
・ 籾摺・精米過程の改善（ゴムロール式籾すり機の導入） 

3) 潅漑・水管理に関する実証 

・ 圃場レベルでの水管理の改善 
・ 潅漑排水システムの改善 
・ 自由流通米における水利用実態の把握 

4) 農業機械利用に関する実証 

・ 圃場における小型農業機械の利用 
・ 小型農業機械の維持管理 

5) グループ作業に関する実証 

・ 圃場機械の共同利用・管理 
・ 収穫後処理機械の共同利用・管理 
・ 堆肥の共同生産 
・ 農作業の共同実施 

6) 普及活動に関する実証 

・ 稲作技術マニュアルの活用 
・ スタディツアーの有効性 

(2) 対象県／郡の選定 

本開発調査は、キューバ中央地域の 5 県（Cienfuegos、Villa Clara、Sancti Spíritus、Ciego de Ávila、
Camagüey）を調査対象としており、各県からそれぞれ１郡がアクションプランの策定対象として

選定されている（Aguaga de Pasajeros、Santo Domingo、Yaguajay、Chambas、Vertientes）。 

調査団とカウンターパートとの議論を通じて、以下の点に考慮して現地実証サイトを Yaguajay 郡

及び Chambas 郡に置くことが合意された。 

1. Yaguajay 郡及び Chambas 郡は Jatibonico del Norte 川を挟んで隣接しており、また、両郡の

主要な自由流通米生産地区は同河川沿いに分布している。このため、同河川沿いの農地を

選定することで、両地区の関係者が連携して事業を進めやすいこと、調査団・C/P による

実証調査のモニタリングが行いやすいこと、一部の機械や施設を共同で利用することが可

能となること、等のメリットがある。 

2. Yaguajay 郡及び Chambas 郡の自由流通米生産者、調査対象地域の生産者の平均的かつ代表

的な性格を有している。例として主要な実証項目の一つである移植技術について見れば、

Yaguajay 郡の移植率は 31%、Chambas 郡のそれは 24%である。これに対して Aguaga de 
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pasajeros 郡及び Santo Domingo 郡では 90%以上、Vertientes 郡ではほぼ 0％となっており「移

植の普及・拡大」という実証項目には不適である。 

3. Yaguajay 郡及び Chambas 郡は調査対象地域の中央に位置し、また研修・宿泊施設を有して

おり、実証調査で考えているスタディツアーやフィールドデイを通じて 5 県の生産者が実

証圃場を視察するのに適している。 

4. ETIA Sur del Jibaro（地域稲作試験所）が Sancti Spíritus 県下にあり、実証圃場での指導・

モニタリングに参加することが可能である。 

(3) 対象地の選定 

現地実証調査の対象地は、Yaguajay 郡からは Mayajigua 地区の圃場が、また Chambas 郡からは

Mabuya 地区の圃場が選定された。さらに、これら 2 地区に加えて、Yaguajay 郡の El Río 地区の圃

場を、現地実証調査の補完的なデータ収集地区として採用した。 

対象県/郡 地区名 所属組合 参加農家 水 源 適 用 
Mayajigua 地区 CCSF Frank País Ruben Cuadrado 地表水（小河川）重

力式取水 
直播栽培体系
の実証 

Sancti Spíritus 県 
/ Yaguajay 郡 

El Río 地区 CCSF Savino 
Hernandez 

Irenio Perez 地表水（Jatibonico 
del Norte 川）ポンプ
取水 

補完的データ
収集地区（移植
栽培体系の実
証） 

Ciego de Ávila 県 
/ Chambas 郡 

Mabuya 地区 CCSF Máximo 
Gomez 

Pastor Gonzalez 地表水（Jatibonico 
del Norte 川）ポンプ
取水 

移植栽培体系
の実証 
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(4) 所属組合及び参加農家の概要 

1) Yaguajay 地区 

CCS 組合：CCSF Frank País 

組 織 
CCSF Frank País は現在会員数 207 人で、そのうち土地持ち会員が 165 人、土地無し会員が 42
人となっている。土地無しに分類される 42 人の多くは、土地持ち農家の息子であり、将来的

には相続によって農地を入手する。土地相続の可能性が無い全くの土地無しは 6～7 人程度で

ある。 

同組合の組織構成は一般的な CCS のそれとほぼ同じで、中央組織として理事会（Presidente、
Vice Presidente、Organizadoe、Indeologico（全て無給）から構成される）と、執行委員会がおり、

数人のメンバーが参画している（第三章参照）。 

2004 年 11 月には CCS 内に Brigada と呼ばれる労働者集団を正式に設置し、現在、5 人が所属

している。これまでも組合員農家はこれらの人々を農業労働カとして雇っていたが、正式な組

織にすることによって、労働者は年金を得る権利が保障される。 

機械の運営 
同組合はトラクター3 台、コンバイン 1 台を保有しており、組合員に対してトラクタ―は 4 ペ

ソ/コルデーロ、コンパインは 4 ペソ/キンタールで貸し出している（オペレーター付き）。なお、

この使用料に加えて燃料は利用者が用意する。 

機械の運用・維持管理については、各機械に専門オペレ―タ―は配置されている。オペレ―タ

―は担当機械の管理責任を有しており、オペレーター自身が修理、部品交換等するが、交換部

品の調達費用はオペレーターと組合で折半となっていることが多い。機械の利用スケジュ―ル

調整は Administador が行う。オペレーターの給与は最低賃金保証と歩合の組み合わせになって

いる。 

2) Chambsa 地区 

CCS 組合：CCSF Máximo Gomez 

組 織 
CCSF Máximo Gomez は現在会員数 80 人で、このうち土地持ち会員が約 40 人、土地無し下院

が約 40 人である。土地無しに分類きれる 40 人の多くは、土地持ち農家の息子であり、将来的

には相続によって農地を入手する。 

組織構成は CCS Frank País とほぼ同様であり、理事会（Presidente、Vice Presidente、Organizadoe、
Indeologico、Jefe de Producción（全て無給））及び執行委員会（Administrador（250 ペソ/月）、

Económico（250 ペソ/月））を有している。 

Obrero（CCS メンバーでない労働者）として 8～10 人程度の労働者が居り、賃金は、―般作業:20
～30 ペソ/日、田植:60 ペソ/コルデーロ、乾燥:1 ペソ/袋もしくは 20 ペソ/日である。Obrero は

CCS Frank País の Bridada とは異なり、組合の正式な労働者集団としては登録されていない。 
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機械の運営 
同組合はブルドーザー1 台、トラクター1 台、トラック 1 台を保有しており、組合員に対して

ブルドーザーは 100 ペソ/日、トラクターは 3 ペソ/コルデーロ、トラックは 10 ペソ/時間で貸し

出される。この他に燃料は利用者自らが用意する。 

各々の機械に―人ずつのオペレーターが配置されており、オペレーターは担当機械の管理責任

を持つ。修理・交換部品は CCS の資金で購入きれる。部品の調達はオペレータ―の仕事とな

っている。 

機械の利用スケジュ―ル調整は Administrador が行い、作業地区を基礎にスケジユール調整を行

う。 

4.2 実施体制及び実施スケジュール 

(1) 実証調査の実施体制 

実証調査の実施体制及び関係者の役割分担は、下表に整理したとおりである。 

関係者 実証調査における役割 
• 調査団専門家 
• カウンターパート（ハバナ） 

郡担当普及員及び ETIA を通じたモニタリング・評価及び指

導・助言、計画の見直し 
• 各県農業省 郡担当普及員への支援、スタディツアーのサポート、現地調達

資材のサポート 
• 大学・試験研究機関 実証調査全体への技術支援・助言 
• 郡担当普及員（自由流通米担当） 
• Sur del Jibaro 地域稲作試験場 

参加農家への技術指導及びモニタリング 
普及員：日常的な訪問・指導を行う。 
ETIA：定期的な実証圃場の訪問・助言、普及員に対する指導・

助言を行う。（１回／週から数回／月程度） 
• 参加農家 
• CCS 組合 

実証圃場での営農活動の実施 

 

(2) 実証調査のモニタリング体制 

栽培／営農活動を通じた実証調査のモニタリングは、実証調査に参加する生産者が自ら圃場の状

況の目視や計測、簿記を通じて記録を残すことにより実施する。生産者によるモニタリングの実

際は、ETIA 職員の指導・管理と普及員の日常的な支援のもとで行うものとする。生産者によるモ

ニタリング結果は、ETIA 職員を通じて定期的にカウンターパート／調査団に報告され、必要に応

じて実証調査のモニタリング計画及び実施計画の見直しを行う。 

(3) 実証調査の実施スケジュール 

現地実証調査の実施スケジュールは図 4.1 のとおりである。 
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図4.1　現地実証調査実施スケジュール
2004年

平成１６年度 平成１７年度
１２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月

ハバナでの準備作業
ステアリングコミティー
実施計画の策定

現地サイトでの準備作業
実証調査に関するワークショップ
モニタリング計画の策定

栽培技術に関する実証

実証圃場-1: Yaguajay　（Mayajigua)
直播による栽培体系の実証

実証圃場-2: Chambas　（Las Vegas)
移植による栽培体系の実証

参考地区：Yaguajay　（El Rio)
移植による栽培体系の実証

機材の配備

圃場機械

収穫後処理機器

刈取・収穫後処理技術に関する実証

準備作業

ロス査定、脱穀過程、乾燥過程、籾摺精米過程

潅漑・水管理に関する実証

準備作業

末端水管理施設の設置

水管理に関する実証調査

グループ作業に関する実証

圃場機械の共同管理

乾燥機の共同管理

有機肥料の共同生産

潅漑排水施設の共同整備・維持管理

農作業の共同実施

普及活動に関する実証

生産技術マニュアル（案）の準備

実証圃場での栽培技術指導

スタディーツアー

項　　　目
2005年

現地実証調査
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(4) 投入資機材及び施設 

現地実証調査で必要となる主な投入及びその分担は下表に示すとおりである。 

実証調査 日本側 キューバ側 
栽培技術 • 圃場機械（小型トラクター及びアタッチメ

ント、人力播種機、防除機器、除草機等）

• 農業投入（証明種子、有機肥料、生物農薬

他） 
• ディーゼル燃料（圃場機械） 
• 記録用消耗品 

• 実証圃場 
• 機材保管場所 
• 労働力（実証調査参加者） 
• 人件費（田植え） 
• 電気代 

収穫後処理 • 収穫後処理関連機械 
• 燃料 
• 記録用消耗品 

• 作業場所（天日乾燥他） 
• 機材保管場所 
• 乾燥機設置場所 
• 労働力（実証調査参加者） 
• 電気代 

潅漑・水管

理 
• 分水施設 
• 量水施設 
• 記録用消耗品 

• 労働力（実証調査参加者） 
• 潅漑ポンプ運転コスト（Chambas 地区の

ポンプのための電気代） 
グループ作

業 
農業機械の共同利用、乾燥機の共同利用、潅漑施設の共同利用・維持管理、農作業の共同実施に

ついてはそれぞれ栽培技術、収穫後処理、潅漑・水管理に関する実証調査に含まれる。 
堆肥の共同

生産 
• 活動に必要な燃料 
• 運搬機械（栽培技術実証の圃場機械と共用）

• 堆肥生産用地 
• 労働力（参加者） 

普及活動 • 普及員用オートバイ 
• 普及指導用燃料（普及員、ETIA の活動用）

• マニュアルの印刷費 
• スタディツアー車両（バス） 
• モニタリングワークショップ開催費（会場

費） 

• 指導・モニタリング要員の配置（普及員、

ETIA） 
• マニュアルの作成（稲作研究所） 
• スタディツアー参加者の宿泊・食事及び

開催場所 

 

4.3 栽培技術に関する実証 

実証試験ではキューバで既に研究・開発されている技術を用い、キューバ国内で生産可能な機材、

農村で容易に入手できる材料を用いる。 

(1) 実証試験の概要 

限られた調査期間の中で全ての営農・栽培技術を検証することは不可能である。実証試験で検証

する栽培技術は、実証試験では圃場レベルでの稲作技術の改善項目で指摘されている、1）雑草対

策技術、2）施肥技術、3）播種技術、4）病害虫防除技術、5）耕種技術の検証を行う。 

実証試験では以下のような技術を検証する。 

1） 耕種法による雑草防除技術 
a. 圃場準備時の雑草防除技術 
b. 正条植および条播下での手押し回転除草機を用いた雑草防除技術 
c. 湛水水位の調節による雑草防除技術 

2） 施肥技術 
a. ミミズ堆肥製造および施与技術 
b. 中干しによる有機態窒素、リン、カリの無機化の促進技術 
c. 稲ワラの鋤混み技術 
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3） 発芽率向上と良好な群落の育成技術 
a. 証明種子の利用 
b. 比重による種子選別技術 

4） 生物農薬を用いた害虫防除技術 
a. CREE が生産している Metharizium、Bacillu 散布技術 

実証試験の概要を表 4.3.1 に、実施計画（乾期作）を表 4.3.4 に示した。 

Yaguajay郡Mayajigua地区では直播による栽培の技術改善を、Chambas郡Mabuya地区及びYaguajay
郡 El Río 地区では移植による栽培の技術改善を実証した。直播による栽培技術の改善では、人力

播種機（ドラムシーダー）を用いた条播と、肥培管理の改善を組み合わせた技術体系を乾期（YHF）
と雨期（YSHP）に示した。移植による栽培技術の改善では、人力による条植えと肥培管理の改善

を組み合わせた技術体系を示した（CHTHF、CHTHP）。この際、現在行われている乱雑植えによ

る移植栽培に肥培管理の改善を組み合わせた技術体系を平行して示し（CHTNF、CHTNP）、条植

の有利性を検証した。また、これら提案技術を用いた栽培方法の対照として、実証試験場周辺で

用いられている既往の技術による栽培を行い（YVF、YSVP、CHTTF、CHTTP）、比較材料とした。 

表 4.3.1 実証調査の概要 

地 区 実証区 対照区 ポストハーベスト

Yaguajay 郡(Mayajigua)
地区 

ドラムシーダーによる直播・条播＋提案技

術による栽培 
人力散播＋在来技術

で栽培 
ポストハーベスト

技術の実証 
Yaguajay 郡(El Río)地区  
Chamba郡(Mabuya)地区 

移植・正条植え＋提

案技術による栽培 
移植・乱雑植え＋提

案技術による栽培 
移植・乱雑植え＋在

来技術による栽培  
 

(2) モニタリングの体制 

栽培／営農活動を通じた実証調査のモニタリングは、実証調査に参加する生産者が自ら圃場の状

況の目視や計測、簿記を通じて記録を残すことにより実施した。生産者によるモニタリングは、

ETIA 職員の指導・管理と普及員の日常的な支援のもとで行った。生産者によるモニタリング結果

は、ETIA 職員を通じて定期的にカウンターパート／調査団に報告され、必要に応じて実証調査の

モニタリング計画及び実施計画の見直しを行った。 

(3) 実証試験の結果 

生育概況 

2005 年の乾期作は、例年に比べて異常に降水量が少なかった。Yaguajay 郡 Mayajigua 地区の実証

試験（直播栽培）では、水源に水が無くなり潅漑水を十分に掛けることができず、播種時期の遅

れ、潅漑水不足による生育抑制、湛水位の調節による雑草防除が不可能など、実証試験の実施に

支障を来した。Yaguajay 郡 El Río 地区（移植栽培）では試験開始時期が遅れたが、灌漑水の利用

に問題は無く、生育は良好であった。 

2005 年の雨期作は、十分な降雨があり、両地区とも生育は良好であった。 

収 量 

実証試験で得られた収量の結果を下表に示した。在来技術で得られた収量は、聞取り調査で得ら

れた例年の値に比べて Yaguajay 郡 Mayajigua 地区の乾期作で約 1 t/ha 少なかった点を除けば、い
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ずれの場合も多かった。栽培技術を検証した区の収量は、例年の値を大きく上回り、実施した農

家にとって十分満足する値であった。 

収量は、直播栽培の場合、条播で乾期作、雨期作とも散播を上回り、移植栽培の場合、乾期作お

よび雨期作とも正条植えで乱雑植えをわずかではあるが上回った。 

実証試験における処理区
籾収量 (t/ha)

14% 水分

散播 (在来技術) 2.78
条播+改良肥培管理 4.53

散播 (在来技術) 3.70
条播+改良肥培管理 4.91

乱雑植え（在来技術） 6.36
在来技術 + 改良肥培管理 5.69
条植え + 改良肥培管理 6.89

乱雑植え（在来技術） 4.82
在来技術 + 改良肥培管理 4.94
条植え + 改良肥培管理 4.93

(1) キューバの農業暦では雨期に相当する時期の栽培ではあるが、便宜上乾

期とする。

雨期作

表4.3.2　実証試験における収量

乾期作

雨期作

乾期作(1)

 
 

(4) 実証試験で検証した技術のコスト比較 

実証試験で検証した各技術のコストの比較を表 4.3.6 に示した。 

施肥：労働力および資材費は、ミミズ堆肥を用いると施与量が多くなるため、ミミズ堆肥を施与

する乾期作では改良肥培管理区で在来技術区よりも多く、施与しない雨期作では改良肥培管理区

で在来技術区よりも少なかった。 

通年では、改良肥培管理区では移植栽培のほうが、直播栽培よりもコストが少なかった。 

種子：播種量は、直播栽培で移植栽培よりも 3～4 倍多く必要であった。直播栽培の場合、散播か

ら条播に変更すると種子が約 40%節約できた。 

栽植様式：労働力および人件費とも移植栽培で直播栽培よりも著しく多かった。移植栽培の生産

コストが高いことは、生産者が栽培方法を変えたいとき、栽植様式が乱雑植えから正条植えに移

行するときには負担増の意識はないが、栽培様式が直播から移植へと移行するときには負担増の

意識が強まり、移植栽培の導入をためらう要因となる可能性がある。 

除草：乾期作の直播栽培では潅漑水不足のため、除草剤の使用および水位の調節による雑草防除

が出来ず、人力で除草を行ったために労働力および人件費が多くなった。 

さらに、直播栽培では移植栽培に比べて、在来技術区および改良肥培管理区において赤米、落ち

生えが乾期作、雨期作ともに多量に発生したため、その除去にコストがかかった。 

回転除草機を畦間と株間の二方向に使用した正条植え区で乱雑植え区よりも除草のコストは掛か

ったが、雑草は良く防除されていた。同様に回転除草機を使用した条播き区で散播区よりも雑草

の防除は出来たが、両区とも赤米や落ち生えの発生を防ぐことが出来ず、それらの除去にコスト

がかかった。 
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害虫防除：害虫 (カメムシ) は乾期作の散播区および条播区で発生したので、ともに化学農薬を使

用した。生物農薬を害虫の発生に関わりなく散布したので、労働力および資材費は改良肥培管理

区で在来技術区よりも多くなった。 

(5) 実証試験の生産コストと利益 

実証試験の収益を表 4.3.7 に示した。 

労働力：直播栽培では耕起を畜力でおこなったこと、除草、赤米・落ち生えの除去に人手がかか

り、一方、移植栽培では移植に人がかかり、通年で比較すると栽培様式による差はほとんど無く

なった。 

機械および燃料費：圃場の耕起を直播栽培では畜力で行い、移植栽培ではトラクターで行ったた

め、移植栽培でコストが高くなった。また、雨期作では代かきに供与機材である耕耘機を使用し

たため燃料費がかからず、乾期作よりもコストが掛からなかった。 

資材：肥料、農薬、除草剤の価格を政府公定価格で算出しているため、在来技術区のコストは実

勢コストよりも低くなっている。播種量が直播栽培の方が移植栽培よりも多いために、資材のコ

ストは直播栽培で移植栽培よりも多くなっている。 

生産費：灌漑のコストに大きな差があったため、灌漑のコストを除外して生産費を比較すると、

生産費は、雨期作の条播区を除くと直播栽培の方が移植栽培よりも少ない。雨期作の条播区で条

植え区を上回ったのは、赤米・落ち生えの除去にコストが掛かったためである。 

利益：灌漑費を除外して利益を比較すると、利益は移植栽培の方が直播栽培よりも多かった。し

かし、直播栽培を赤米・落ち生えの少ない水田で行うと除草にコストがかからず、赤米・落ち生

え、雑草との競合による収量の低下が少なくなるため、直播栽培の方が移植栽培よりも高い利益

を得られる可能性が考えられる。 

費用・収入（CAI の購入価格による）の試算では全て生産性の増大が総支出の増加を上回ったこ

とを示している。さらに、費用分析では、労賃、機械使用料は改良と在来技術とではあまり差は

なかった。つまり、必要労働量と燃料使用量にはあまり差はなかった。それに対し、投入物の種

類は化学製品から有機・生物製品に転換された。 

このことは、改良技術は有限エネルギー源への依存度を減らし、動物、人力を多く活用すること

で主要な輸入投入資材の利用を現況の水準に抑えながら生産増大に貢献できることを示している。 

(6) 実証試験で得られた教訓 

実証試験を実施した 3 農家と普及員が独自に実証試験で取り入れた実証技術を用いて栽培してい

る農家の計 4 農家に対して実証栽培技術の評価の聞き取り調査を行った。 

栽植様式と改良肥培管理： 

移植栽培を行っている農家の条植え導入に関する意見は、条植えは畦間の除草は手押し回転除草

機により可能で、株間に生えた雑草の手取り除草が容易に行えるという利点があっても、一度貯

めた潅漑水を播種後に発芽を促すために排水しなければならず、灌漑のコストが余分にかかるた

め導入したくないとのことであった。 

全農家が特に関心を示し、イネの生育向上、生産に効果があり、周辺農家へ勧める技術は、ミミ

ズ堆肥、優良種子・比重選、条播・条植えと回転除草機による除草であった。 
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雑草管理： 

直播栽培では、播種後にもみの発芽、イネの生育を促すために落水するので田面水が無い時期が

生じる。この結果、条播および散播を行った圃場では、雑草に加え、赤米や落ち生えが多量に発

生した。条播圃場の雑草は回転除草機の使用により大半を除草でき、赤米、落ち生えは、残りは

畦間に容易に入ることが出来たので手で取り除くことが出来た。しかし、散播圃場の赤米、落ち

生えは播種したイネと同じイネであるため、除草剤では生育を抑えることが出来なかった。この

ことも散播区で条播区よりも収量が低い一因である。従前のイネ栽培で雑草、赤米、落ち生えの

除草が十分に出来ていない圃場に直播、特に散播で栽培することを避けることが必要である。 

自由流通米生産農家が自由流通米の生産に必要な肥料、除草剤、殺虫剤を入手することが困難な

状況を考えると、在来技術区を上回る収量と利益を得ることができた条植え（改良肥培管理区）

および条播（改良肥培管理区）を用いることで、今後自由流通米の生産増を図ることができるこ

とを示せた。特に、圃場の肥沃度が低い圃場（直播栽培圃場）においては、栽植様式に加えて、

改良肥培管理技術の優位性を示せたと考えられる。 

農家に対する実証技術の評価に関する聞取り調査結果 

技 術 評 価 理  由 
ミミズ堆肥 高 これまでのイネ栽培において、肥料は、尿素のみを用い、少ない施

与量で栽培してきたので、ミズ堆肥の緩効性が生育に効果的に作用

し、葉色が衰えなかった。また、ミミズ堆肥により特にカリウム、リンの

供給がなされた。 
証明種子及び種子の比重選 高 証明種子を用いることで品種の混じりが生じず、比重選を行った種

子を播種した苗代および直播圃場での発芽率およびその後の生育

が良いことが一目瞭然であった。 
条播・条植えと回転除草機 高 回転除草機の除草効果が顕著であり、人力による除草に比べて労

働量が少なく、作業時間も少なくて済んだ。実証試験を実施した農

家は、回転除草機の効果を直ぐに理解し、正条植えの圃場では労

力が二倍になるにも関わらず、縦と横の二方向に架けていた。 
条播圃場でも回転除草機で取り残した雑草、赤米や落ち生えを手で

容易に取り除くことが出来た。 
中干しによる乾土効果の発現 中 中干しをする時期に落水が十分に出来なかった圃場がある。しか

し、コストが掛からない方法なので、彼らは今後もこれらの技術を試

みたい 
生物農薬の散布効果 中 害虫、特にカメムシの被害が大きくなかった。しかし、コストが掛から

ない方法なので、彼らは今後もこれらの技術を試みたい 
稲ワラの全量すき込み 低 稲ワラのすき込みの重要性は理解している。裁断機で裁断したワラ

は圃場に均一に撒けるのが良い。しかし、燃料が掛かるのは困る。 
耕種法による雑草防除 低 これらの技術を導入する場合には、重力灌漑を行っている農家を除

き、灌漑ポンプの燃料費の負担が問題 
 



 

表 4.3.3 実証試験の概要
場所
処理区名 YHF YVF YSHP YSVP CHTHF CHTNF CHTTF CHTHP CHTNP CHTTP
作期
栽培技術 提案技術 在来技術 提案技術 在来技術 在来技術 在来技術
播種方法 条播 散播 条播 散播 正条植え 乱雑植え 乱雑植え 正条植え 乱雑植え 乱雑植え

圃場準備時の雑草
防除技術

耕起・代かき ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

ミミズ堆肥 ○ ○ ○ ○ ○ ○
尿素 ○ ○ ○ ○
証明種子 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
選別 ○ ○ ○ ○ ○ ○
田植え(正条植え) ○ ○
田植え (乱雑植え) ○ ○ ○ ○
直播 (条播) ○ ○
直播 (散播) ○ ○

水管理 中干し ○ ○ ○ ○ ○ ○
水位の調節 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
手押し除草機 ○ ○ ○ ○
人力 ○ ○ ○ ○ ○ ○

YHF ドラムシーダーを用いて代かき水田に条播 し、提案した栽培技術で栽培する (2004-2005 乾期作)
YVF 人力で代かき水田に散播 し、伝統的技術で栽培する  (2004-2005 乾期作)
YSHP ドラムシーダーを用いて代かき水田に条播 し、提案した栽培技術で栽培する (2005 雨期作)
YSVP 人力で代かき田に散播 し、伝統的技術で栽培する (2005 雨期作)
CHTHF 代かき水田に正条植えし、提案した栽培技術で栽培する (2004-2005 乾期作)
CHTNF 代かき水田に乱雑植えし、提案した栽培技術で栽培する (2004-2005 乾期作)
CHTTF 代かき水田に乱雑植えし、伝統的栽培技術で栽培する (2004-2005 乾期作)
CHTHP 代かき水田に正条植えし、提案した栽培技術で栽培する (2004-2005 雨期作)
CHTNP 代かき水田に乱雑植えし、提案した栽培技術で栽培する (2004-2005 雨期作)
CHTTP 代かき水田に乱雑植えし、伝統的栽培技術で栽培する (2004-2005 雨期作)

Yaguajay Chambas 

乾期作 雨期作 乾期作 雨期作
提案技術 提案技術

肥料

種子

播種

雑草防除

病害虫防除 ○ ○ ○生物農薬 ○ ○ ○

D
 - 19 



表 4.3.4 実証試験の実施計画 (乾期作) 

VERIFICATION STUDY                                                                                                                                             
Producer: Rubén Cuadrado.    CCS: Frank País.     Municipality: Yaguajay.    Province: Sancti Spíritus 
 
IMPLEMENTATION SCHEDULE 
YHF- Stripe direct seeding technology by using machine on puddled paddy field during the dry season 2004-2005. Área 0.3 ha. 
     Early variety IACUBA 31 (125 days) 

PLAN SCHEDULE 
ITEMS ACTIVITIES AND TECHNICAL REQUIREMENTS

MOMENT 
(Days before 

sowing) 
EVALUATIONS Start Completion 

1- Organic matter 
application. 

1- Before breaking up the soil, apply earthworm 
compost by hand on 1.8 t/0.3 ha. 

17  13/1/ 2005 
 

13/1/2005 

2- Soil preparation on dry 
paddy field. 

1- To break dry soil 15 cm depth using animal 
power (oxen) and bottom plow.  
2- To delimit plots based on a slope of ± 3 cm. 
3- To construct or reconstruct dikes.  

16 1- Depth of the work in 10 points of the 
plot. 
2- Preparation cost.  
-Time, area, fuel and lubricants, wage.  

14/1/2005 
 
 
17/1/2005 

17/1/2005 
 
 
17/1/2005 

3- Irrigation  1- Irrigation to promote weed germination.  12 See point 1 in irrigation monitoring 18/1/2005 18/1/2005 
4- Wait 1- Wait during one week so that weeds might 

germinate.  
12 - Percentage of weed covering per m² (in 

5 frames.) 
18/1/2005 25/1/2005 

5- Flooding 1- Flooding plots keeping water level at 5 cm 
height.  

4 See point 1 in irrigation monitoring 26/1/2005 26/1/2005 

6- Puddling using animal 
power (oxen) 

1- To puddle at 10 cm depth using animal power, 
until all residuals and weeds be incorporated into 
the paddy field.  

4 1- Puddling quality (Visual: good- not very 
good- bad). 
2- Preparation cost.  
 -Time, area, fuel and lubricants, wage.

26/1/2005 27/1/2005 

7- Smoothing in puddled 
paddy field using animal 
power.  

1- To smooth using a soothing board until no hill is 
observed.  

2 1- Uniformity of water level in 10 points of 
the plot.  
2- Preparation cost.  
-Time, area, fuel and lubricants, wage. 

28/1/2005 29/1/2005 

8- Seed preparation 
 
 
 
 
 

1- To use certified seed of some rice variety 
resistant to Sogatodes and tolerant to mite.   
2- To select 25 Kg of seed using the floating egg 
method.  
3- To pregerminate seeds during 48 hours in water 
and 24 hours out of water under roof.  

12 
 

2 
 

2 

1- Seed germination (5 samples of 100 
grains/each one) 

18/1/2005 
 
30/1/2005 
 
30/1/2005 

26/1/2005 
 
30/1/2005 
 
1/2/2005 

9- Plot drainage. 1- To drain plots completely one day before 
seeding.  

1 See point 2 in irrigation monitoring 31/1/2005 31/1/2005 

10- Seeding using 
machine 

1- Stripe seeding using machine in puddled paddy 
field.  
2- Seeding density 68 Kg/ha. 

MOMENT 
(Days after 

germination) 

1- Moment of 100% of germination. 
2- Germinated plants / m² 10 days after 
germination in 10 points of the plot.  
3- Counting stems /m, 20, 40 days after 
germination and when harvesting.  

1/2/2005 1/2/2005 
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4- Height of plants 10, 20 and 40 days 
and when harvesting. 

11- Water management. 1- Periodical irrigation until the height of plants 
allow establishing a permanent water level.  
2- Flooding until reaching the moment of maximum 
tillering.  
3- Water stress during 7-10 days once reached the 
moment of maximum tillering.  
4- Flooding after water stress. 
5- Drainage 15 days before harvesting.  

1, 4, 8 
 

10 a 40 
 

40 a 50 
 

51-110 
110 

See points 1 & 3 of irrigation monitoring 
 
See points 1 & 3 of irrigation monitoring 
 
See points 2 & 3 of irrigation monitoring 
 
See points 1 & 3 of irrigation monitoring 
See point 2 of irrigation monitoring 

10-13-17/2/2005
 
19/2/2005 
 
21/3/2005 
 
1/4/2005 
30/5/2005 

10-13-17/2/2005 
 
21/3/2005 
 
31/3/2005 
 
26/5/2005 
30/5/2005 

12-Pests and diseases 
control. 

1- To control pests using only biological products 
as recommended by specialists of Plant Protection. 

 1- To carry out daily checking of pests 
and diseases.  

9/2/2005 26/5/2005 

13- Weed control 1- Weed control using manual weeder along rows, 
when weeds are observed.  

15, 30 1- Weed expansion (%) per m² 
2- Quality of weed control (Visual: good 
–not very good-bad). 

24/2/2005 
11/3/2005 

24/2/2005 
11/3/2005 

14-Reaping  1- To reap using mechanized harvester, 25 days 
after reaching 100% of panicle formation or once 
rice grains get 22 % of moisture.  
2- To thresh using thresher.  

125 1- To specify the moment when the 
panicle formation stage reaches 100%. 
2- Components of yield: Panícles/m², 
grains/panícle and weight of 100 grains. 
3- Grain losses while threshing (pound/ 
quintal) 
4- Grain cleaning (% of impurities) 
5-Grain losses when reaping. 
6-Evaluation of axial flow threshing.  
See monitoring factors in reaping. 

14/6/2005 17/6/2005 

15-Post-harvest 1- Rice drying. 
2- Rice milling 

125,126 
 

1- Evaluation of rice drying. 
2- Evaluation of efficiency of existing rice 
mills.  
3- Evaluation of new equipments for rice 
milling. 
See monitoring factors. 

 14/6/2005 17/6/2005 
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VERIFICATION STUDY                                                                                                           09/01/2005     
Producer: Rubén Cuadrado.    CCS: Frank País.     Municipality: Yaguajay.    Province: Sancti Spíritus 
 
IMPLEMENTATION SCHEDULE 
 
YVF- Traditional technology. Manual broadcasting seeding on puddled paddy field during the dry season 2004-2005. Area 0.3 ha. 
     Early variety IACUBA 31(125 days) 
 

PLAN SCHEDULE 
ITEMS ACTIVITIES AND TECHNICAL REQUIREMENTS

MOMENT 
(Days before 

sowing) 
EVALUATIONS START COMPLETION 

1- Soil preparation on 
dry paddy field.  

1- To break dry soil 15 cm depth using animal 
power (oxen) and bottom plow.  
2- To delimit plots based on a slope of ± 3 cm. 
3- To construct or reconstruct dikes.  

17 1- Depth of the work in 10 points of the 
plot. 
2- Preparation cost.  
- Time, area, fuel and lubricants, wage.  

13/1/2005 18/1/2005 

2- Flooding 1- Flooding plots keeping water level at 5 cm high. 4 See point 1 in irrigation monitoring 26/1/2005 26/1/2005 
3- Puddling using animal 
power. 

1- To puddle plots using animal power spike 
harrow at a depth of 10 cm, until all residuals and 
weeds are incorporated into the paddy field.  

4 1-Puddling quality (Visual: good-not very 
good- bad) 
2- Preparation cost.  
- Time, area, fuel and lubricants, wage. 

26/1/2005 27/1/2005 

4- Smoothing in puddled 
paddy field. 

1- To smooth using a soothing board until no hill is 
observed.  

2 1- Uniformity of water level in 10 points of 
the plot. 

28/1/2005 29/1/2005 

5- Seed preparation. 
 
 

1- To use 25 kg of seed of the same variety used 
in the verification.  
2- To pregerminate seeds, 48 hours in water and 
24 hours out of water under roof.  

12 
 
3 

1- Seed germination (5 samples of 100 
grains/each one) 
 

18/1/2005 
 
29/1/2005 

26/1/2005 
 
1/2/2005 

6- Manual broadcasting 
seeding 

1- Broadcast seeding on water level. 
2- Seeding density 68 Kg/ha. 

 
0 
 

MOMENT 
(Days after 

germination) 

1- Moment of 100% of germination. 
2- Germinated plants/ m² 10 days after 
germination in 10 points of the plot. 
3- Counting of stems /m² 20, 40 days after 
germination and when reaping.  
4- Plants’ height 10, 20 and 40 days after 
germination and when reaping.  

1/2/2005 1/2/2005 

7- Drainage 1- To drain plots 24 hours after sowing.   
 

See point 2 in irrigation monitoring. 31/1/2005 31/1/2005 

8- Water management 1- Periodical irrigation until plants’ height allow 
establishing permanent water level.  
2- Flooding 12, 32 and 52 days after germination. 
 
3- Stop flooding 2 days before applying urea.  
 
4- Flooding until 15 days before reaping.  

1, 4, 8 
 

12, 32 y 52 
 

8, 28 y 48 
 

52-109 

See points 1 and 3 of irrigation 
monitoring. 
See points 1 and 3 of irrigation 
monitoring. 
See point 3 of irrigation monitoring. Only 
48 days after germination.  
See points 1 and 3 of irrigation 

10-13-17/2/2005
21/2/2005 
13/3/2005 
2/4/2005 
17/2/2005 
9/3/2005 
29/3/2005 

10-13-17/2/2005 
24/2/2005 
16/3/2005 
4/4/2005 
17/2/2005 
9/3/2005 
29/3/2005 
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5- Drainage 15 days before reaping.  

 
110 

monitoring. 
See point 2 of irrigation monitoring. 

 
30//5/2005 

30/5/2005 

9- Nitrogen fertilization. - Urea 30 kg/0.3 ha.10 days after germination. 
- Urea 30 kg/0.3 ha. 30 days after germination. 
- Urea 30 kg/0.3 ha. 50 days after germination  

10 
30 
50 

 19/2/2005 
11/3/2005 
31/3/2005 

19/2/2005 
11/3/2005 
31/3/2005 

10- Pest and disease 
control. 

- To control pests and diseases as recommended 
by the producer.  

 1- To check pests and diseases daily.  30/1/2005 26/5/2005 
 

11- Weed control 1- Manual weed control when weeds are 
observed.  

15, 30º 1- Weed expansion (%) per m² 
2- Weed control quality (Visual: good –not 
very good-bad). 

24/2/2005 
11/3/2005 

24/2/2005 
11/3/2005 
 

12-Reaping  1-Reaping and manual threshing 25 days after 
reaching 100% of the panicle formation stage or 
when rice grains get 22 % of moisture. 
. 

125 1- To specify when panicle formation 
reaches 100%. 
2- Yield components: Panícles/m², 
grains/panícle and weight of 100 grains. 
3- Grain losses while threshing (pound 
perquintal) 
4- Rice grain cleaning (% of impurities) 
5- Reaping losses. 
6-Evaluation of axial flow thresher.  
See monitoring factors in reaping. 

  
 
 
 
 
14/6/2005 

  
 
 
 
 
17/6/2005 

13- Post-harvest 1- Rice drying. 
2- Rice milling 

125,126 
 

1- Evaluation of rice drying.  
2- Evaluation of the efficiency of existing 
rice milling. 
See monitoring factors in post-harvest. 

 14/6/2005  17/6/2005 
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VERIFICATION STUDY                                                                                                        09/01/2005 
 
Producer: Pastor González      CCS: Máximo Gómez       Municipality: Chambas     Province: Ciego de Ávila 
 
IMPLEMENTATION SCHEDULE 
 
CHTHF- Row transplanting technology on puddled paddy field during the dry season 2004-2005. Área 0.3 ha. 
     Early rice variety IACUBA 31 (130 days). 
 

PLAN SCHEDULE CONTENTS OF THE 
VERIFICATION STUDY

ACTIVITIES AND TECHNICAL 
REQUIREMENTS 

MOMENT 
(Days before 
transplanting)

EVALUATIONS 
START COMPLETION 

1- Organic matter 
application. 

1- Before breaking up the soil, apply earthworm 
compost manually: 1.8 t/0.3 ha. 

41  13/1/2005 13/1/2005 

2- Soil preparation on 
dry paddy field. 

1- To break up dry soil at 15 cm deep using 
tractor with bottom plow.  
2- To delimit plots based on a slope of ± 3 cm. 
3- To construct or reconstruct dikes. 

40 1- Depth of the work in 10 points of the plot. 
2- Preparation cost.  
- Time, area, fuel and lubricants, wage.  

14/1/2005 17/1/2005 

3- Irrigation  1- Irrigation to promote weed germination.  17 See point 1 in irrigation monitoring 17/1/2005 17/1/2005 
4- Wait 1- Wait during one week so that weeds might 

germinate.  
37  17/1/2005 25/1/2005 

5- Flooding 1- Flooding plots keeping water level at 5 cm 
high.  

29 See point 1 in irrigation monitoring 25/1/2005 25/1/2005 

6- Puddling and 
smoothing by animal 
power. 

1- To puddle plots using animal power spike 
harrow at a depth of 10 cm, until all residuals 
and weeds are incorporated into the paddy field. 

28 1- Puddling quality (Visual : good-not very good- 
bad) 
2- Preparation cost.  

-  Time, area, fuel and lubricants, wage. 

26/1/2005 28/1/2005 

7- Seed preparation.  1- To select seeds through the egg floating 
method.  
2- Seed pregermination. 9 kg../ 0.3 ha. 

33 1- Seed germination (5 samples of 100 
grains/each one) 

21/1/2005 24/1/2005 

8- Seeding and nursery 
care. 

1- To seed 9 kg of seeds in the nursery in order 
to transplant 0.3 ha.  
2- To apply earthworm compost 100 g/m². 10 
days after germination.  

30 
 

20 
 

-To specify when germination reaches 100 % in 
the nursery. 

24/1/2005 
3/2/2005 
13/2/2005 

22/2/2005 
3/2/2005 
13/2/2005 

9- Puddling and final 
smoothing. 

1- To smooth using a board until no hill is 
observed.  

2 1- Uniformity of water level in 10 points of the 
plot. 

21/2/2005 22/2/2005 

10- To uproot seedlings.  1  22/2/2005 27/2/2005 
11- Row transplanting 1- Row transplanting using a cord keeping a 

spacing of 20 cm between plants and 20 cm 
between rows.  

0  23/2/2005 27/2/2005 

12- Water management.  
 
1- Flooding until the moment of maximum 

(Days after 
transplanting)

1-45 

- To count the number of stems in 10 hills 20 days 
after transplanting.  
See points 1 & 3 of irrigation monitoring 

 
15/3/2005 
 

 
15/3/2005 
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tillering.. 
2- Water stress during 7-10 days. 
3- Flooding until 15 days before reaping.  
4- Drainage of plots. 

 
46-55 
56-94 

95 

 
See points 2 & 3 of irrigation monitoring 
See points 1 & 3 of irrigation monitoring 
See point 2 of irrigation monitoring 

24/2/2005 
 
10/4/2005 
29/5/2005 

9/4/2005 
 
20/4/2005 
29/5/2005 

13-Pest and disease 
control. 

1- Daily check of pests. 
2- To control pests using only biological 
products.  

dairy  23/1/2005 12/6/2005 

14- Weed control 1- To control periodically using manual weeder 
between rows.  

20 - Percentage of weed expansion on the area. To 
evaluate inside 1 m². 

15/3/2005 15/3/2005 

15-Reaping  1- To specify when the panicle formation stage 
reaches 100%.  
2- To reap using harvesting machine 25 days 
after reaching 100% of panicle formation.  
3- To thresh using threshing machine. 

60 
 

110 
 
 

110 

1- To specify when the panicle formation stage 
reaches 100%. 
2- Yield components: Panicles/m², grains/panicle 
and weight of 100 grains. 
3- Grain losses while threshing(pound per 
quintal) 
4- Rice grain cleaning (% of impurities)  
5- Evaluation of new axial flow threshers.  

24/4/2005 
 
13/6/2005 
 
 
13/6/2005 
 

24/4/2005 
 
15/6/2005 
 
 
15/6/2005 

16-Post-harvest 1- Drying 
2- Milling 

110-112 1- Evaluation of rice drying.  
2- Evaluation of the efficiency of existing milling. 
3- Evaluation of new milling equipments.  
4- Monitoring of marketing of processed rice.  

13/6/2005 15/6/2005 
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VERIFICATION STUDY                                                                                                                     09/01/2005 
 
Producer: Pastor González      CCS: Máximo Gómez       Municipality: Chambas     Province: Ciego de Ávila 
 
IMPLEMENTATION SCHEDULE 
 
CHTNF- Normal transplanting technology on puddled paddy field during the dry season 2004-2005. Area 0.15 ha. 
     Early rice variety IACUBA 31 (130 days). 
 

PLAN SCHEDULE CONTENTS OF THE 
VERIFICATION STUDY

ACTIVITIES AND TECHNICAL 
REQUIREMENTS 

MOMENT 
(Days before 
transplanting)

EVALUATIONS START COMPLETION 

1- Organic matter 
application. 

1- Before breaking up the soil, apply earthworm 
compost manually 1.8 t/0.3 ha. 

41  13/1/2005 13/1/2005 

2- Soil preparation on 
dry paddy field. 

1- To break up dry soil at 15 cm deep using 
tractor with bottom plow.  
2- To delimit plots based on a slope of ± 3 cm. 
3- To construct or reconstruct dikes. 

40 1- Depth of the work in 10 points of the plot. 
2- Preparation cost.  

- Time, area, fuel and lubricants, wage.  

14/1/2005 17/1/2005 

3- Irrigation  1- Irrigation to promote weed germination.  37 See point 1 in irrigation monitoring 17/1/2005 17/1/2005 
4- Wait 1- Wait during one week so that weeds might 

germinate.  
37  17/1/2005 25/1/2005 

5- Flooding 1- Flooding plots keeping water level at 5 cm 
high.  

29 See point 1 in irrigation monitoring 25/1/2005 25/1/2005 

6- Puddling and 
smoothing by animal 
power. 

1- To puddle plots using animal power spike 
harrow at a depth of 10 cm, until all residuals 
and weeds are incorporated into the paddy field. 

28 1- Depth of the work in 10 points of the plot. 
2- Preparation cost.  

- Time, area, fuel and lubricants, wage.  

26/1/2005 28/1/2005 

7- Seed preparation.  1- To select seeds through the egg floating 
method.  
2- Seed pregermination. 9 kg../ 0.3 ha. 

33 1- Seed germination (5 samples of 100 
grains/each one) 

21/1/2005 24/1/2005 

8- Seeding and nursery 
care. 

1- To select seeds through the egg floating 
method.  
2- Seed pregermination. 9 kg../ 0.3 ha. 

30 
 

20 
 

 
 
-To specify when the nursery reaches 100% of 
germination.  

24/1/2005 
 
3/2/2005 
 

22/2/2005 
 
3/2/2005 

9- Puddling and final 
smoothing. 

1- To smooth using a board until no hill is 
observed.  

2 1- Uniformity of water level in 10 points of the 
plot. 

21/2/2005 22/2/2005 

10- Uprooting 
seedlings. 

 1  23/2/2005 27/2/2005 

11- Traditional 
transplanting. 

Random transplanting (without any cord) 
keeping a spacing of 20 cm between rice plants.

0  23/2/2005 27/2/2005 

12- Water management.  
 
1- Flooding until the moment of maximum 
tillering. 

(Days after 
transplanting)

1-45 
 

- To count the number of stems in 10 hills 20 days 
after transplanting.  
See points 1 & 3 of irrigation monitoring 
 

 
 
15/3/2005 
 

 
 
15/3/2005 
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2- Water stress during 7-10 days. 
3- Flooding until 15 days before reaping.  
4- Drainage of plots. 

46-55 
56-94 

95 

See points 2 & 3 of irrigation monitoring 
See points 1 & 3 of irrigation monitoring 
See point 2 of irrigation monitoring 

24/2/2005 
10/4/2005 
29/5/2005 

10/4/2005 
20/4/2005 
28/5/2005 

13-Pest and disease 
control. 

1- Daily check of pests. 
2- To control pests using only biological 
products.  

Daily  23/1/2005 12/6/2005 

14- Weed control 1- To control periodically using manual weeder 
between rows.  

20 - Percentage of weed expansion on the area. To 
evaluate inside 1 m². 

15/3/2005 12/3/2005 

15- Reaping 1- To specify when the panicle formation 
reaches 100%.  
2- To reap using harvesting machine 25 days 

after reaching 100% of panicle formation.  

3- To thresh using a threshing machine.  

60 
 

110 
 
 

110 
 
 

1- To specify when the panicle formation reaches 
100%. 
2- Yield components: Panicles/m², grains/panicle 
and weight of 100 grains. 
3- Grain losses when threshing (pound per 
quintal) 
4- Rice grain cleaning (% of impurities)  
5- Evaluation of new axial flow threshers.  

 
 
13/6/2005 
 
 
13/6/2005 
 

 
 
15/6/2005 
 
 
15/6/2005 

16- Post-harvest 1- Drying 
2- Milling 

110-112 1- Evaluation of rice drying.  
2- Evaluation of the efficiency of existing milling. 
3- Evaluation of new milling equipments.  
4- Monitoring of marketing of processed rice.  

13/6/2005 15/6/2005 
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VERIFICATION STUDY                                                                                                                     09/01/2005 
 
Producer: Pastor González      CCS: Máximo Gómez       Municipality: Chambas     Province: Ciego de Ávila 
 
IMPLEMENTATION SCHEDULE 
CHTTF- Traditional transplanting technology on puddled paddy field during the dry season 2004-2005. Area 0.15 ha. 
     Early rice variety IACUBA 31 (130 days) 
 

PLAN SCHEDULE CONTENTS OF THE 
VERIFICATION STUDY

ACTIVITIES AND TECHNICAL 
REQUIREMENTS 

MOMENT 
(Days before 
transplanting)

EVALUATIONS START COMPLETION 

1- Soil preparation on 
dry paddy field. 

1- To break up dry soil at 15 cm deep using 
tractor with bottom plow.  
2- To delimit plots based on a slope of ± 3 cm. 
3- To construct or reconstruct dikes. 

40 1- Depth of the work in 10 points of the plot. 
2- Preparation cost.  

-  Time, area, fuel and lubricants, wage.  

14/1/2005 17/1/2005 

2- Irrigation  1- Irrigation to promote weed germination.  37 See point 1 in irrigation monitoring 17/1/2005 17/1/2005 
3- Wait 1- Wait during one week so that weeds might 

germinate.  
37  17/1/2005  24/1/2005  

4- Flooding 1- Flooding plots keeping water level at 5 cm 
high.  

29 See point 1 in irrigation monitoring 25/1/2005 25/1/2005 

5- Puddling and 
smoothing 

1- To puddle using animal power harrow at 10 
cm deep until all residuals and weeds are 
incorporated.  

27 
 
 

1- Puddling quality (Visual : good-not very good- 
bad) 

25/1/2005 26/1/2005 

6- Seed preparation.  1- Seed germination test. 
2- Seed pregermination.  

43 
33 

1- Seed germination (5 samples of 100 
grains/each one) 

11/1/2005 
21/1/2005 

11/1/2005 
21/1/2005 

7- Seeding and nursery 
care. 

1- Seeding density: 15 Kg./0.3 ha. 
2- Urea 10 g/m² 

30 
 

 24/1/2005 22/2/2005 

8- Puddling and final 
smoothing. 

1- To smooth using a board until no hill is 
observed.  

2 1- Uniformity of water level in 10 points of the 
plot. 

21/2/2005 22/2/2005 

9- Uprooting seedlings. 
 

 1  22/2/2005 22/2/2005 

10- Traditional 
transplanting. 

1- Random transplanting (without any cord) at a 
spacing of 20 cm between plants.  

0 
 

 23/2/2005 27/2/2005 

  (Days after 
transplanting)

   

11- Flooding  - Flooding after transplanting until two days 
before fertilization.  

1 See points 1 and 3 in irrigation monitoring 24/2/2005 22/3/2005 

12- Stop flooding. - Stop flooding two days before fertilization.  28 See point 3 in irrigation monitoring 23/3/2005 23/3/2005 
13- Nitrogen fertilization - Urea 30 kg/0.3 ha 30 after transplanting. 30  25/3/2005 25/3/2005 
14- Water management. - Flooding until 15 days before reaping.  

- Drainage of plots.  
32-94 

95 
See points 1 and 3 in irrigation monitoring 
See point 2 in irrigation monitoring 
 

26/3/2005 
 

29/5/2005 
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15- Pest and disease 
control.  

1- Daily check of pests.  
2- Usual pest control.  

Daily  23/1/2005 12/6/2005 

16- Weed control 1- Periodical manual control. 20 - Percentage of weed expansion on the area. To 
evaluate inside 1 m². 

15/3/2005 15/3/2005 

17- Reaping  1- To specify when the panicle formation 
reaches 100%.  
2- Manual reaping 25 days after reaching 100% 
of panicle formation. 
3- Manual threshing. 

 
 

110 
 

110 

1- To specify when the panicle formation reaches 
100%. 
2- Yield components: Panicles/m², grains/panicle 
and weight of 100 grains. 
3- Grain losses when threshing (pound per 
quintal) 
4- Rice grain cleaning (% of impurities) . 

 
 
13/6/2005 
 
13/6/2005 
 

 
 
15/6/2005 
 
15/6/2005 

18- Post-harvest 1- Rice drying 
2- Rice milling 

110-112 1- Evaluation of rice drying  
2- Evaluation of the efficiency of the existing 
milling.  
3- Monitoring of marketing of processed rice.  

13/6/2005 15/6/2005 
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資材 資材 資材
人・日/ha peso/ha peso/ha kg/ha peso/ha 人・日/ha peso/ha 人・日/ha peso/ha peso/ha 人・日/ha peso/ha peso/ha

散播 (在来技術) 3 60 30 120 594 2 60 52 1,515 18 3 90 14
条播+改良肥培管理 6 180 294 75 371 6 180 18 495 0 3 90 8
散播 (在来技術) 3 60 30 120 594 2 60 24 675 38 3 45 14
条播+改良肥培管理 1 30 25 75 371 6 180 39 1,125 0 3 90 8
乱雑植え (在来技術) 3 90 30 20 99 18 1,080 4 80 20 0 0 0
在来技術 + 改良肥培管理 6 180 294 20 99 18 1,080 4 80 20 3 90 24
正条植え + 改良肥培管理 6 180 294 20 99 18 1,080 10 260 20 3 90 24
乱雑植え (在来技術) 3 90 10 20 99 18 1,080 4 80 38 0 0 0
在来技術 + 改良肥培管理 0 0 0 20 99 18 1,080 4 80 20 3 90 24
正条植え + 改良肥培管理 0 0 0 20 99 18 1,080 10 260 20 3 90 24
散播 (在来技術) 6 120 60 240 1,188 4 120 76 2,190 57 6 135 29
条播 (改良肥培管理) 7 210 319 150 742 12 360 57 1,620 0 6 180 16
乱雑植え (在来技術) 6 180 40 40 198 36 2,160 8 160 58 0 0 0
乱雑植え (改良肥培管理) 6 180 294 40 198 36 2,160 8 160 40 6 180 48
正条植え (改良肥培管理) 6 180 294 40 198 36 2,160 20 520 40 6 180 48

注２：肥料、殺虫剤、除草剤の価格は政府の公定価格を用いた。

注1：圃場準備時に耕起後の圃場に灌漑をして雑草を生育さてからすき込む雑草防除技術は実証試験を行った農家が以前から採用しており、在来技術区でも実施していたので比較から
除いてある。

乾期作

雨期作

乾期作 (1)

雨期作

(1) キューバの農業暦では雨期に相当する時期の栽培ではあるが、便宜上乾期とする。

表 4.3.6  実証試験で検証した各技術のコスト比較
栽植様式 除草 害虫防除種子

作付時期 実証試験における処理区

施肥
労働力 労働力 労働力

通年

通年

資材 労働力
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作付時期 実証試験における処理区

燃料および機械
の賃料

資材 灌漑(2)
合計

(除灌漑)
合計

人・日/ha  (t/ha)  (t/ha)  peso/ha peso/ha
散播 (在来技術) 132 4,215 2,308 657 1,200 7,180 8,380 2.78 3.07 8,105 925
条播 (改良肥培管理) 111 3,525 2,815 688 1,200 7,028 8,228 4.53 4.99 13,174 6,146
散播 (在来技術) 68 2,040 3,196 677 450 5,913 6,363 3.70 4.08 10,771 4,858
条播 (改良肥培管理) 135 4,275 3,415 418 450 8,108 8,558 4.91 5.41 14,282 6,174
乱雑植え (在来技術) 94 3,545 4,850 149 1,500 8,544 10,044 6.36 7.01 18,506 9,962
乱雑植え (改良肥培管理) 106 3,875 4,744 437 1,500 9,056 10,556 5.69 6.27 16,553 7,497
正条植え (改良肥培管理) 121 3,638 5,095 437 1,500 9,170 10,670 6.89 7.60 20,064 10,894
乱雑植え (在来技術) 103 3,515 3,824 147 1,200 7,486 8,686 4.82 5.31 14,018 6,532
乱雑植え (改良肥培管理) 103 3,515 3,861 143 1,200 7,519 8,719 4.94 5.45 14,388 6,869
正条植え (改良肥培管理) 109 3,695 3,858 143 1,200 7,696 8,896 4.93 5.44 14,362 6,666
散播 (在来技術) 200 6,255 5,505 1,333 1,650 13,093 14,743 6.48 7.15 18,876 5,783
条播 (改良肥培管理) 246 7,800 6,231 1,106 1,650 15,136 16,786 9.44 10.40 27,456 12,320
乱雑植え (在来技術) 197 7,060 8,673 296 2,700 16,030 18,730 11.18 12.32 32,524 16,494
乱雑植え (改良肥培管理) 209 7,390 8,605 580 2,700 16,575 19,275 10.63 11.72 30,941 14,366
正条植え (改良肥培管理) 230 7,333 8,954 580 2,700 16,866 19,566 11.82 13.04 34,426 17,560

(2) 潅漑水は代表的な値

地表水・重力式 (雨期：75 peso/ha、乾期：100 peso/ha)、直播栽培に適用

地表水・ポンプ (雨期：1200 peso/ha、乾期：1500 peso/ha)、移植栽培に適用

直播栽培の乾期作は重力式が出来ずポンプを使用したため、地表水・重力式(乾期)
直播栽培の雨期作は当初ポンプを用いたため、地表水・ポンプ(1/3)、地表水・重力式(2/3)と割り振る

(3) 籾を CAI に販売した場合： 籾 (湿 qq：22 % 水分) ｘ 120 peso/qq

表 4.3.7 実証試験の生産コストおよび利益

peso/ha

籾収量 14 %
水分

籾収量 22 %
水分

粗収入 (3)
利益

(除灌漑)

生産費 (Peso/ha)

(1) キューバの農業暦では雨期に相当する時期の栽培ではあるが、便宜上乾期とする。

乾期作 (1)

雨期作

労働力

乾期作

通年

通年

雨期作
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4.4 刈取・収穫後処理の実証調査 

(1) 実施計画 

調査内容： 

a) 直播と移植の違いが、収穫後処理作業及びロスの発生率に与える影響を調査する。 

・ 手刈りにより根刈り及び中刈りの作業効率を比較する。【作業時間】 
・ 通常の手刈り、コンバインによる刈取りロスを比較する。【量的ロス】 
・ 従前の精選方法と手動唐箕の作業効率の比較【作業時間、精選度（夾雑物の混入）】 

b) 雨季における農家向け乾燥方法を確立する。 

・ シートを利用する日干乾燥法を確認する。【所要時間、胴割率、シート材の扱い易さと劣化】 
・ 機械乾燥の緊急利用（連続降雨等の場合）の有用性を確認する。【所要時間、熱源入手の難

易度合、胴割率】 

c) 農家による精選方法を確立する。 

・ 既存精選方法と唐箕による精選方法の作業効率を比較する。【作業時間、精選度（夾雑物の

混入）】 

d) 賃搗精米における歩留向上のための技術導入を図る。 

・ エンゲル式精米機の 1 回通しと 2 回通しを比較する。【歩留、完全粒の割合】 
・ ゴムロール式籾摺機とエンゲル式精米機を組み合わせて運転する。【歩留、完全粒の割合】 

e) 場所： 
・ Yaguajay 郡及び Chambas 郡の実証圃場及び周辺の一般圃場 
・ Yaguajay 郡の伝統的な賃搗精米所（Mayajigua） 

f) 時期：収穫時期に実施する。 

(2) 実証調査の結果 

実証試験 No.1 

課 題：刈取・仮置き・脱穀ロスの査定 
実施日：2005 年 5 月 13-23 日 晴曇 
場 所：IIArroz 
目 的：刈取・仮置き・脱穀ロス査定を試験的に実施し、手法及び必要資材を確認する。 
準備作業： 
・ 乱植した一般圃場 
・ 品種 IACuba 35、平均草丈80cm 
・ 約0.1 haの圃場の中から比較的生育が均一な100 ㎡（10 x 10 m）を選んだ。 
・ 刈取った稲は結束しないで試験プロット100 ㎡に隣接したシート上に、脱穀機がくるまで約3

時間仮置きした。 
・ 刈取りロス査定区2 x 2 mを四角形の対角線上に5ヵ所マークした。 
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実施作業： 
・ 2人が鋸鎌により根刈りした。刈取り直後の平均水分は19.2%であった。 
・ 刈取りロス査定は、5ヵ所中1ヵ所においてピンセットを用いて4人で脱粒した籾粒を採取し

た。午後1時半から約1時間を要した。他の4ヵ所については、時間的制約があり実施できなか

った。 
・ 仮置きロス査定は、脱穀後仮置きシート上に残った籾粒を集めた。 
・ 脱穀ロス査定は、脱穀機下に敷いたシート（5 x 9 m）上に残った脱落粒、廃藁のささり粒を

集めた。脱穀作業は、大型トラクター三点リンク駆動によるブラジル製軸流式脱穀機を使用

した。脱穀作業は、トラクターオペレーターを含み5人、作業時間は6分/25.65 kgであり、能

力は256 kg/hrであった。 
・ 採取された試料は、天日乾燥により水分13%以下にした後、唐箕選別及び篩（1.8 mmスロッ

ト穴）をかけてから計量した。 
結 果： 

ロス査定結果を下表に示す。 
項 目 重量 (g) ロス (%) 

収量(100 ㎡) 25,650 --- 
刈取ロス(4 ㎡) 98 9.6 
仮置きロス(100 ㎡) 480 1.9 
脱穀(100 ㎡) 962 3.8 

 

考 察： 
・ 刈取りロス査定区は、キューバの収量調査法に基づくと共に標準偏差の信頼度95%（±5%）

を確保するため、1 ㎡x5ヵ所/cordelとすることが妥当である。 
・ ロスが通常（1～3%）より大きい原因は、適期を過ぎ脱落粒があったことが予想される。仮

置き及び脱穀作業のロスは、通常の範囲であった。 
 
実証試験 No.2 
課 題：人力鎌刈と機械バインダーによる刈取ロスの比較、及び機械脱穀によるロス発生 
実施日：2005 年 6 月 23 日 
場 所：Mayajigua and El Rio, Yaguajay 
目 的：従来の人力鎌刈と新規導入 2 条刈りバインダーによるロス発生の比較 binding type  
準 備：  
実施作業： 
結 果： 
ロス査定結果を下表に示す。 

刈取ロス率 脱穀ロス率 
年月日 場所 品種 出穂後 

日数 
収量 
kg/ha 籾水分 鎌刈 ﾊﾞｲﾝﾀﾞ IRRI 型 ﾏｺｰﾐｯｸ

050507 Mayajigua IACUBA31 35 5,065 21.4 4.53 6.14  1.62
050507 Mayajigua IACUBA31 35 3,567 16.4 8.41  2.35
050515 Mayajigua IACUBA31 35 5,570 16.5 5.39  
050515 El Rio IACUBA31  22.0-24.0 Trace  
 Abel,MJ Reforma  22.0-24.0 Trace  
 

考 察： 
・ 刈取ロス発生は、籾水分が高いと少ないが、刈取適期前の早刈りによる収量減を考慮する必

要がある。 
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・ 刈取ロス発生の多寡は刈取作業の遅れによるところが多い。適期を逃す主な理由は、降雨の

他に労働力や脱穀機の手配ができないことによる。 

 

実証試験 No.3 
課 題：自然（日干）乾燥法の違いによる米品質に及ぼす影響 
実施日：2005 年 6 月 30 日 
場 所：Mayajigua, Yaguajay 
目 的：自然（日干）乾燥法におけるシート材質の違い、及び稲架（ハサ）掛けの違いによる米

品質に及ぼす影響を実証する。 
準備作業： 
実施作業： 
・ 刈取・脱穀作業を同日（2005年6月23日）行ったが、その後5日間は降雨のため日干乾燥を行

うことができず、袋詰めされた籾袋の口を開けムレを防いだ。乾燥作業は刈取脱穀後の6～7
日目に実施した。 

結 果： 
・ 下表は乾燥2日目のデータである。 

乾燥方法の違いによる籾水分(%)の変化 

乾燥第 2 日目 
乾燥方法 刈取時

水分 10:30 12:30 14:30 
ﾋﾞﾆｰﾙｼｰﾄ 21.4 12.7 - 9.8
ｷｬﾝﾊﾞｽｼｰﾄ 21.4 13.2 - 11.5
稲架 21.4 15.4 12.8 12.1

 

・ 籾乾燥における胴割発生率は調べることができなかったが、精米の品質査定を行った。試験

機は試験籾摺機及びMack Gill No.1試験精米機を用いた。下表はその結果である。 

乾燥方法の違いが精米品質に及ぼす影響(%) 

乾燥方法 籾殻 玄米 歩留 糠 完全粒 砕米 微砕米 
ﾋﾞﾆｰﾙｼｰﾄ 22.73 80.33 69.30 10.10 37.90 28.50 2.10
ｷｬﾝﾊﾞｽｼｰﾄ 21.60 79.20 67.80 10.73 39.07 26.33 1.97
稲架 20.80 79.75 68.05 10.60 59.40 6.00 1.50

 

考 察： 
・ 日干方法（シート）によって穀温の上がり方が異なり乾燥スピードが異なる。 
・ ビニールシートが最も乾燥スピードが速く、精米品質に悪影響を与えている。反対に稲架干

しは最も弛緩乾燥法であることが分かる。ただし、稲架干しは、根刈り、結束、穂扱き、稲

幹の利用などと密接に関係するので、十分検討する必要がある。 

 

(3) 実証調査で得られた教訓・所見と今後の課題 

調査内容・活動 教訓・所見 今後の課題 
a)直播と移植の違いが、収穫後処理作

業及びﾛｽの発生率に与える影響を

調査する。（実証試験 No.1、No.2） 
・手刈りにおける根刈り及び中刈り

の作業効率を比較する。【作業時

間】 

・ｺﾝﾊﾞｲﾝ、脱穀機、人力の不足のた

め、適期刈取りが困難となり、刈

取ﾛｽが増加している。 
・穂扱き脱穀は馬力効率・選別性能

が向上するが、幹長・穂が不揃い

のため扱き残しがでる。 

・直播と移植の違いが、刈取作業効

率・ﾛｽに与える影響 
・手刈りによる根刈り及び中刈りの

作業効率を比較 
・手刈り、ｺﾝﾊﾞｲﾝによる刈取りﾛｽを

比較 
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・通常の手刈り、ｺﾝﾊﾞｲﾝによる刈取

りﾛｽを比較する。【量的ﾛｽ】 
・根刈り稲の穂扱きと中刈り稲の投

込み脱穀の脱穀性能を比較する。

【馬力当たり能力、精選度(夾雑物

混入)】 

・東南ｱｼﾞｱの投込み式脱穀機の中か

ら最適な仕様の脱穀機を選定する

ことがﾍﾞｽﾄである。 
 

・ｷｭｰﾊﾞに適した投込み式脱穀機の選

定と製造・普及 

b) 雨季における農家向け乾燥方法を

確立する。（実証試験 No.3） 
・ｼｰﾄを利用する日干乾燥法を確認す

る。【所要時間、胴割率、ｼｰﾄ材の扱い

易さと劣化】 
・機械乾燥の緊急利用(連続降雨等の

場合)の有用性を確認する。【所要時

間、熱源入手の難易度合、胴割率】 

・ｼｰﾄ利用乾燥法は、キューバの実情

を考慮すると最も実現可能性が高

く、生産者の受入可能性も高い。

ただし、絶対的にｼｰﾄが不足してい

る。大きな技術的問題はない。 
・機械乾燥は燃料の入手難及び非常

にｺｽﾄがかかるので、緊急時におけ

る必要最低限の利用に止めるべき

である。 

・適切なｼｰﾄ仕様の確定とｼｰﾄ調達の

具体化 
・機械乾燥における熱源として電気

及びﾊﾞｲｵﾏｽの利用による低ｺｽﾄ化 

c)農家による精選方法を確立する。 
・既存精選方法と唐箕による精選方

法の作業効率を比較する。【 作業

時間、精選度(夾雑物の混入)】 

・生脱穀するので精選が非常に悪い。

乾燥後に生産者が精選できるよう

唐箕の普及が必要である。 

・籾の基準を制定し、ｼｲﾅ・夾雑物を

規定 
・手動唐箕の製造普及 

d) 賃搗精米における歩留向上のため

の技術導入を図る。 
・ｴﾝｹﾞﾙ式精米機の 1 回通しと 2 回通

しを比較する。【歩留、完全粒の割

合】 
・ｺﾞﾑﾛｰﾙ式籾摺機とｴﾝｹﾞﾙ式精米機を

組み合わせる。【歩留、完全粒の割

合】 

・ｴﾝｹﾞﾙは台数・能力において余剰が

ある。2 台連座利用の条例化を進め

るべきである。 
・ｺﾞﾑﾛｰﾙ式籾摺機の導入は、国家利

益になることを認識し、籾摺機と

ｺﾞﾑﾛｰﾙの国産のため技術導入を促

進する。 

・2 台連座の技術的利点の数値化 
・ｺﾞﾑﾛｰﾙ籾摺機のﾌﾟﾛﾄﾀｲﾌﾟとｺﾞﾑﾛｰﾙ

の開発・製造 

 

4.5 潅漑・水管理に関する実証調査 

(1) 実施計画 

1) 調査項目 

適切な水管理は、代かきの導入や圃場の準備といった播種前段階から生育期間を通じて稲作に

とって極めて重要な要素であり、また、除草剤の使用が困難な現状では雑草防除の観点からも

重要な栽培技術の一つとなっている。しかし自由流通米生産農家のほとんどは、現状では不十

分な潅漑排水施設と水管理に関する知識の不足に直面している。潅漑・水管理に関する実証調

査では、以下の実証項目を設定する。 

・ 圃場レベルでの水管理の改善 
・ 潅漑システムの改善 
・ 自由流通米生産における水利用実態の把握 

2) 期待される成果 

・ 圃場での効率的水管理の実現 
・ 圃場内での均一な湛水 
・ 圃場での用水ロスの削減 

3) 方 法 

実証調査のモニタリングを容易にするため、各実証調査の評価項目に基づき調査実施方法を計

画する。実証調査における潅漑排水セクターでの主な活動内容を以下に整理した。 
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4) 実施スケジュール 

潅漑配水に関する実証調査の実施スケジュールは、栽培技術に関する実証調査と同時に実施さ

れる。 

(2) 投入資機材及び施設 

本実証調査では大規模な基盤整備等の工事は行わず、圃場区画の整理、末端用排水路の整備、量

水施設の設置等を行うだけである。 

実証調査 日本側 キューバ側 
潅漑・水管
理 

・ 量水施設 
・ 記録用消耗品 

・ 労働力（実証調査参加者） 
・ 潅漑ポンプ運転コスト（Chambas 地区のポン

プのための電気代及び臨時ポンプ用燃料） 
 

(3) モニタリング計画 

主要なモニタリング項目は下表に整理したとおりである。モニタリング活動自体は郡普及員及び

ETIA Sur del Jibaro 職員の支援の元で、生産者自身がその活動を通じて記録を残す。 

モニタリング項目 モニタリング活動 
Item 1. 潅漑実績 
 

a) 潅漑実績の記録 
b) 取水量の計測（パーシャルフリュームによる） 
c) 圃場水位の計測（簡易水位標による） 

Item 2. 圃場水管理の記録 a) 排水の記録 
b) 圃場水位の計測（排水開始前） 

Item 3. 消費水量の測定 a) 指定時期の圃場水位を計測 
b) 利用可能なデータがあれば気象記録 

Item 4. その他水管理に関連す
る活動 

a) 生産者による水路維持管理の活動 
b) 水利用調整等の活動 

 

潅漑・水管理に関する実証調査 活動内容 

実証項目 期待される成果 モニタリング指標 活動内容 
栽培管理の改善で求めら
れる水管理を可能とする。 
・ 生育期に応じた湛水深

の管理 
・ 中干し、落水 
・ 圃場内での均一な冠水 

・ 圃場での水管理の記録 
 

①田越し潅漑から耕区単位の潅漑の
導入 
②注排水の時間の削減（圃場の均平
化、圃場の形状の改善） 
③用水の確保（自由度の高い水源・
潅漑システム） 
④排水の確保（排水路の整備） 

1. 圃場水
管理の改
善 

圃場での用水ロスの削減
による用水の効率的利用 
・ 圃場での用水ロスの削

減 

・ 圃場での水管理の記録 
 

①掛け流しから間断潅漑の導入 
②圃場均平度の改善 
③畦畔の整形・コーティングの実践
④代かきの導入 
⑤圃場用水量の計測 

2. 潅漑排
水システ
ムの改善 

・ 用水の安定供給 
・ 圃場レベルでの水管理

の改善を可能とする環
境の整備 

・ ポンプ稼働記録 
・ ポンプ及び関連機材の維持

管理作業記録 
・ 潅漑実績 
・ 共同作業による潅漑水路維

持管理の記録 
・ 圃場水管理の記録 

①潅漑水路システムの確認 
②水路の整備・改修 
③利用者による水路維持管理体制の
強化 

3．水利用
実態の把
握 

自由流通米での水利用実
態を把握し、自由流通米の
用水計画諸元の基礎情報
とする。 

・ 潅漑実績 
 

①取水量及び稼働状況の計測（潅漑
システム） 
②取水量の計測（実証圃） 
③消費水量の計測 
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(4) 実証調査の結果 

1) 調査対象地区の降雨及び水源状況 

実証調査を行った 2005 年１月から 10 月のの降雨の状況は以下の通りであった。 

実証地区における 2005 年の降雨状況 

項 目 1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月

月雨量 (mm) 9.1 0.0  26.5 42.0 63.8 208.5 188.3 96.7  141.4  310.6 
降雨日数 2 0 4 7 4 16 6 9 11 15 
有効雨量 (mm) 5.9 0.0  21.3 24.4 50.7 160.1 101.7 69.0  96.5  242.2 
 Ciego de Ávila 県 Chambas 郡 Las Vegas 観測所 
 有効雨量は日雨量 5mm 以下及び 80mm 以上を除いた上で 80%を計上 

2004 年冬から 2005 年春にかけて、実証調査地区では非常に厳しい渇水状況に見舞われ、各実

証地区の水源の水量は大幅に減少した。Chambas 地区の水源である Jatibonico del Norte 川は昨

年末より取水制限が実施され、実証圃場の用水確保が困難な状況となった。このため、代替水

源として、近隣の小河川に移動ポンプを設置して用水確保に努めた。代替水源からの取水量に

は限界があり、Chambas 地区の圃場では、予定した潅漑が十分に行えず、生育状況に影響がで

た。Yaguajay 地区では水源とする小河川の水位が下がり、重力式による取水が困難となり、4
月末より小型ポンプを導入して用水確保に努めた。しかしながら、潅漑水の不足により実証区

の一部及び対照区では計画通りの潅漑を行えなかった。 

特に実証調査に影響を与えた 2005 年１月から 3 月にかけての中央地域における 降雨状況を、

3 ヶ月の累加雨量で近年と比較すると下図のとおりである。 

中央地域における２００５年及び近年の１月-３月累加雨量
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出典：Boletín Agrometeorológico Nacional, Instituto de Meteorología 

2005 年雨期作では、6 月以降順調な降雨に恵まれ、計画通りの潅漑が行われた。Chambas 地区

については実証圃場の変更等があり、2005 年雨期作ではデータ取得は行われなかった。 

2) 実証調査でのモニタリング結果 

実証調査の各活動のモニタリング結果を表 4.5.1 に示す。2004～2005 乾期作では旱魃の影響を

強く受け、栽培管理の改善で求められる水管理について一部で十分に行うことが出来なかった

が、用水の確保がされた 2005 年雨期作では必要な水管理が実施された。 
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また、実証圃場での潅漑実績を表 4.5.2 に示す。実証圃場での取水量については、モニタリン

グを通じて、乾期作について実証区で 21,100 m3/ha、対照区で 15,700 m3/ha、雨期作について実

証区で 6,000 m3/ha、対照区で 9,600 m3/ha と言う結果を得た。しかしながら、乾期作での旱魃

の影響、実測・記録時の作業精度の問題、等により、定量的な分析を行うに足る精度を有した

データは得られなかった。圃場レベルでの水利用の把握・分析については、今後、継続的なデ

ータの取得と分析を行うことが求められる。 

3) 利用者による潅漑システムの維持管理 

Chambas 地区の潅漑システムは、CCS の管理する共同潅漑システムで Jatibonico del Norte 川か

ら電気ポンプで揚水している。第 1 作（乾期作）の開始に先立ち、CCS が主導して組合員によ

る水路清掃及び損壊箇所の補修が実施された。同 CCS では年 1 回の定期補修が実施されてお

り、組合員による共同作業に問題は見られない。ポンプ機器に問題はない。Yaguajay 地区の水

源となっている小河川は CCS 組合農家 4 件で共同利用されているが、水路システムは各個人

農家が維持管理しており、実証圃場の水路システムも参加農家個人による清掃・整備が実施さ

れた。 

4) 利用者による水利用調整 

既述の通り、2004～2005 年乾期作では Chambas 地区の水源である Jatiboco del Norte 川では、河

川管理者である INRH により全面的な取水制限がなされた。Chambas 地区の潅漑システムは同

河川を水源とする CCS 所有の共同利用施設であり、取水制限を受けて CCS では、同潅漑シス

テムの受益地域については 2004～2005 年乾期作の作付けを断念した。このため、渇水状況下

での CCS 内での利用調整等は行われていない。2005 年雨期作では、水源河川の水量が十分あ

り、同潅漑システムの運転に問題は生じていない。また、潅漑受益者間の調整も、CC による

管理・運用が十分に機能している。 

Yaguajay 地区の水源は小規模河川であり、INRH による直接的な管理は行われておらず、同河

川の利用者による自主的な管理が行われている。実証圃場の近隣では、参加農家の属する CCS
メンバーである５件の農家が同河川から取水しており、この CCS 内グループで日常的に水利

用の調整を行っている。2004～2005 年乾期作の渇水時においても同グループ内での調整が行わ

れ、協議の上実証圃場への優先的な水配分が決定された。しかし、生産者による水利用調整は

この小グループ内に限られており、距離が離れて下流に位置する利用者との調整は日常的には

行われていない。このため、下流での利用者である畜産組合との調整がつかず、郡及び INRH
が仲介に入って利用調整を行う必要が生じた。2005 年雨期作では、水源河川の水量が例年水準

であり、CCS 内グループでの水利用調整が十分行われ、水利用に問題は生じていない。 

(5) 実証調査で得られた教訓 

1) 圃場水管理の改善 

生産農家は栽培管理で求められる緻密な水管理に対して十分な理解を示しており、圃場の環境

（潅漑排水施設の整備状況あるいは圃場の地形条件）が許す範囲で水管理を実施することが可

能である。小河川を水源とする重力式潅漑システムでは、雨期作では特に降雨の状況に大きく

影響を受ける。水源を最大限に活用するためには、重力式システムに置いても緊急用のポンプ

システムの併用が有効である。圃場水管理の改善は、作物の生育及び雑草管理の上で、栽培に
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大きく貢献すると考えられる。 

農家が適切な水管理を可能とする圃場レベルの用排水システムは、圃場での用水ロスの削減に

貢献すると考えられる。特に、ポンプ利用の場合は燃料コストが高いことから、農家の節水意

識＝燃料の節約意識も高く、栽培技術の改善の指導と組み合わせることで、水利用効率の高い

潅漑の実現の可能性が高い。圃場での用水ロスの削減については、実証調査では具体的な数値

として効果が得られていないが、水路構造物の改善及び代かきや畦畔の整形により実現できる

可能性が高い。 

2) 潅漑排水システムの改善 

用水の安定供給は、最適な潅漑を行う上で基本となるものであるが、ダム等を持たない中小河

川水を水源とする場合、大規模な投資なしでこれを実現するのは不可能である。不安定な水源

を持つ地区では、安定供給を目指すよりも、水利用の効率化や栽培時期の調整等、ソフト面で

の対応が求められる。その上で、渇水時に出来る限り対応出来るよう、小型ポンプの配備等を

考慮する必要がある。 

渇水時の水利用の調整は、地理的に近く日常的な交流のある範囲では、農家自身による調整が

比較的容易にできる。特に、CCS 組合内部であれば、日常的な組合の活動のなかで番水等の調

整が可能である。しかし距離の離れた下流の他組合との調整では、水利庁、郡普及員等の適切

な介入が不可欠である。すなわち水利用調整の観点から水利用者組織の強化を考える場合、地

理的に近いグループは CCS 組合を核とした水利用者グループの育成強化が、地理的に離れた

グループ間の公的機関の介在による調整が基本方針となる。どちらのケースに於いても、その

指導・育成・強化には水利庁及び郡普及員の役割が大きい。 

3) 水利用実態の把握 

自由流通米の生産では、水の水源の種類、利用形態、利用技術の水準等は極めて大きくばらつ

いている。このため、水利用実態をより正確に把握し、合理的水利用を実現していくためには、

各農家レベルで継続的に水利用の実態把握のための調査を継続する必要がある。 

 



 

 

表 4.5.1(1) Yaguajay 地区での実証調査結果 

Yaguajay 地区での活動結果 実証項
目 期待される成果 活動内容 

2004～2005 乾期作 2005 雨期作 
①田越し潅漑から耕区単
位の潅漑の導入 

・ 区画形状の変更は実施せず、現状のまま利用 
・ 耕区グループごとの配水路を整備 
・ 実証サイトでは耕区単位での水管理は導入しなかった。 

②注排水の時間の削減 ・ 各圃区グループの潅水に必要な時間は実証区で約 17 時間／0.33 ha、対照区で
約 21 時間／0.33 ha であった。同様に排水に要する時間は約 12 時間／0.33 ha、
対照区で約 8 時間／0.33 ha であった。 

・ 実証区、対照区ともに既往の潅漑・配水システムを使用しているが、通常の
農作業を行う上で十分な潅漑・排水能力を有する圃場である。 

③用水の確保 ・ 渇水によりポンプを使用して用水
を確保した。 

・ 実証区では一部で必要な潅漑水の
確保がなされなかった。 

・ 対照区では水源不足から十分な潅
漑が出来ず、作況に大きく影響し
た。 

・ 実証区、対照区ともに湛水の維持
に困難があった。 

・ 本来の重力式潅漑システムでの用
水の確保がされた。 

・ 栽培管理の改善で求められる水管
理が達成された。 

④排水の確保 ・ 現状のまま利用したが的確な水管理が可能な排水が確保された。 

栽培管理の改善で求め
られる水管理を可能と
する。 
 
 
 

目標の達成状況 
・ 乾期作では、水源の不足から湛水を維持することが困難であり、湛水による除草管理が困難となった。
・ 渇水による水不足の影響を受けない範囲では、生産者は栽培管理の改善で求められる水管理を十分に実

現していた。 
・ 雨期作では栽培管理の改善で求められる水管理を実践した。 
①圃場均平度の改善 ・ 圃場均平度の改善により、比較的浅い湛水深での水管理が容易になった。 
②畦畔の整形・コーティン
グの実践 

・ 実施せず。 

③代かきの導入 ・ 代かきは圃場均平度の改善に貢献している。 
・ 実証区、対照区で代かきの有無による比較は行っていない。 

④圃場用水量の計測 ・ 圃場グループの上端で取水量の計測を実施した。 

1.圃場水
管 理 の
改善 

圃場での用水ロスの削
減 

目標の達成状況 
・ 圃場での用水ロスの削減に関しては、十分な調査が実施できなかった。 
・ 水管理の改善による用水ロスの削減効果を把握するための継続的な調査が望まれる。 
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①潅漑水路システムの確
認と水路の整備・改修 

・ 本来の潅漑システムである重力
式システムでは十分な取水が不
能であった。 

・ 渇水により水源となる小河川の
水位が低下したため、臨時にポン
プを投入した。 

・ 生産者による通常の水路維持管理
作業が行われ、潅漑システムの機能
は十分発揮された。 

②利用者による水路維持
管理体制の強化 

・ 水路システムは個別生産者単位
のため単独で整備 

・ 必要な水路の整備は農家自身に
より実施された。 

・ 水源の水位低下に際して、CCS 内
の水源利用者グループ及び下流
の水利用者の中での利用調整が
行われた。結果として堰上げを行
うことが出来ず、ポンプの投入と
なった。 

・ 取水河川の堰上げ時期について、
CCS の水利用者グループ内での利
用調整が問題なく行われた。 

2.潅漑シ
ス テ ム
の改善 

・用水の安定供給 
・圃場レベルでの水管理
の改善を可能とする環
境の整備 

目標の達成状況 
・ 利用者による水路維持管理は十分な水準で実施された。 
・ 乾期作では地表水小河川を水源とする潅漑システムの特性から、渇水の影響を強く受けて用水の安定供

給は出来なかった。 
・ 農家によるポンプの導入により渇水の影響を最小限に抑えることが出来た。 
・ 渇水時の水利用者間での利用調整は、同じ CCS 組合員のグループでは農家レベル十分に行われ、問題は

生じなかった。下流の畜産組合との利用調整に関しては、地域レベルの水利庁及び郡普及員が仲介に入
る必要があった。 

・ 雨期作では、十分な水源が確保できたことから、水利用者間での調整、用水の安定供給が行われた。 
①取水量及び稼働状況の
計測 
②取水量の計測（実証圃）

・ 項目 1 及び 2 の活動を通じて圃場での取水量の計測を行い、以下の結果を得
た。潅漑実績のモニタリング結果を表 4.5.2 に示す。 

・ 実証区での平均取水量 乾期作：21,100m3/ha、雨期作：6,000m3/ha 
・ 対照区での平均取水量 乾期作：15,700m3/ha、雨期作：9,600m3/ha 

3.水利用
実 態 の
把握 

自由流通米での水利用
実態を把握 

目標の達成状況 
・ 実証圃場での取水量を把握することで水利用実態を明らかにしようとしたが、定量的な分析を行うため

にはデータの精度に問題がある。今後、継続的に同様なデータの取得、蓄積を行うことが望まれる。 
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表 4.5.1(2) Chambas 地区での実証調査結果 

Chambas 地区での活動結果（2004～2005 乾期作） 実証項
目 期待される成果 活動内容 

活動の状況 活動の結果及び目標の達成 
①田越し潅漑から耕区単
位の潅漑の導入 

・ 圃場区画の整形を実施 
・ 耕区グループごとの配水路を整備

②注排水の時間の削減 ・ 潅漑実績のデータ計測 
③用水の確保 ・ 渇水により計画した水源からの用

水確保ができず、代替水源を手当

栽培管理の改善で求め
られる水管理を可能と
する。 
 

④排水の確保 ・ 現状のまま利用 

・ 渇水により計画した水源からの用水
確保が出来ず、また代替水源も十分
ではなく、栽培管理の改善に求めら
れる水管理は不能であった。 

①掛け流しから間断潅漑
の導入 

・ 渇水のため個別ポンプ潅漑となっ
たため、間断潅漑となる。 

②圃場均平度の改善 ・ 栽培技術実証で実施 
③畦畔の整形・コーティン
グの実践 

・ 実施せず 

④代かきの導入 ・ 実施 

1.圃場水
管 理 の
改善 

圃場での用水ロスの削
減 

⑤圃場用水量の計測 ・ 圃場呑み口に流量計（パーシャル
フリューム）を設置 

・ 代替水源への対応で圃場呑み口の
変更となり、計測を一時中断。 

・ 用水確保が出来ず、用水ロスの削減
に関する効果測定は行われなかっ
た。 

①潅漑水路システムの確
認と水路の整備・改修 

・ 渇水で計画水源からの用水確保が
できず、代替水源として小河川水
を利用 

2.潅漑排
水 シ ス
テ ム の
改善 

・用水の安定供給 
・圃場レベルでの水管理
の改善を可能とする環
境の整備 ②利用者による水路維持

管理体制の強化 
・ CCS として水路システムの清掃・

改修を実施 

・ CCS の共同活動としての水路清掃、
ポンプのメンテナンスは問題なく実
施された。 

・ 主水源である河川は、渇水による取
水制限により利用出来なかった。 

・ 限定的な取水許可のもとで取水を行
ったが、途中の水路での損失が大き
く、実証圃場での水管理は行えなか
った。 

①取水量及び稼働状況の
計測（潅漑システム） 

3.水利用
実 態 の
把握 

自由流通米での水利用
実態を把握 

②取水量の計測（実証圃）

・ 項目 1 及び 2 の活動 ・ 用水確保が出来ず、用水ロスの削減
に関する効果測定は行われなかっ
た。 
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表 4.5.2 Yaguajay 実証地区における潅漑実績に関するモニタリング結果 

2004～2005 乾１期作 

Plot No. 面積 
(cordel) 面積 (ha) 潅漑回数

（回） 
潅漑時間

（時） 取水量 (m3) 湛水深 
(cm) 

実証区 Plot-1 2.32 0.0959 19 72.0 1,596 3-8cm 
実証区 Plot-2 1.45 0.0599 19 45.5 1,034 4-10cm 
実証区 Plot-3 0.88 0.0363 18 62.5 1,436 4-9cm 
実証区 Plot-4 1.41 0.0584 17 52.0 1,122 3-6cm 
実証区 Plot-5 1.95 0.0806 19 82.5 1,796 3-12cm 
合  計 8.00 0.3311     6,984   

       ha 当たり取水量 21,093 (m3/ha) 

2004-2005 乾期作 

Plot No. 面積 
(cordel) 面積 (ha) 潅漑回数

（回） 
潅漑時間

（時） 取水量 (m3) 湛水深 
(cm) 

対照区 Plot-1 0.35 0.0145 13 20.0 349 7-12cm 
対照区 Plot-2 3.52 0.1457 13 110.8 2,322 6-10cm 
対照区 Plot-3 2.51 0.1039 13 80.5 1,646 5-8cm 
対照区 Plot-4 1.71 0.0708 12 47.0 954 5-8cm 
合  計 8.09 0.3349     5,272   

       ha 当たり取水量 15,739 (m3/ha) 

2005 雨期作 

Plot No. 面積 
(cordel) 面積 (ha) 潅漑回数

（回） 
潅漑時間

（時） 取水量 (m3) 湛水深 
(cm) 

実証区 Plot-1 2.32 0.0959 8 17.0 325 5-6cm 
実証区 Plot-2 1.45 0.0599 8 22.3 412 6-10cm 
実証区 Plot-3 0.88 0.0363 8 16.5 319 5-6cm 
実証区 Plot-4 1.41 0.0584 8 18.9 360 4-6cm 
実証区 Plot-5 1.95 0.0806 8 28.8 555 5-10cm 
合  計 8.00 0.3311     1,970   

       ha 当たり取水量 5,950 (m3/ha) 

2005 雨期作 

Plot No. 面積 
(cordel) 面積 (ha) 潅漑回数

（回） 
潅漑時間

（時） 取水量 (m3) 湛水深 
(cm) 

対照区 Plot-1 0.35 0.0145 12 20.5 341 3-8cm 
対照区 Plot-2 3.52 0.1457 12 82.3 1,560 5-9cm 
対照区 Plot-3 2.51 0.1039 11 34.0 673 4-8cm 
対照区 Plot-4 1.71 0.0708 11 33.1 630 5-10cm 
合  計 8.09 0.3349     3,204   

       ha 当たり取水量 9,566 (m3/ha) 
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4.6 農業機械利用に関する実証 

キューバの米生産現場で使用されているトラクター、コンバイン等の農業機械は大型で、自由流

通米の小規模圃場での作業では作業効率、燃料効率が低くなっている。また、大型機材の使用は

作土層の硬化を硬化させ、稲の生育に影響を与えている。本実証調査においては自由流通米生産

現場への小型農業機械導入に際しての技術面での適応性を検証する。 

(1) 実施計画 

本調査で 2 ヶ所の実証区に導入する耕耘機、収穫用機材等の小型農業機械を各 CCS 内で共同利用

する中で、以下の実証調査項目に係る検証を行う。 

・圃場機械の使用状況 
・機械維持管理状況 

(2) 投入資機材及び施設 

本実証調査における投入資機材は以下の通りである。 

農業機械利用実証に関わる投入資機材リスト 

No. 投入資機材 Jaguajay 地
区 

Chambas 地
区 適 用 

圃場機械    
1 耕耘機 1 1 12HP 
  水田車輪 1 1 耕耘機用ｱﾀｯﾁﾒﾝﾄ 
  ロータリ 1 1 “ 
  リバーシブルプラウ 1 1 “ 
  培土板 1 1 “ 

2 トレーラ 1 1 “ 
3 人力播種機 1  IRRI タイプ 
4 背負式人力噴霧器 2 2  
5 田打ち車 1 1 IRRI タイプ 
6 稲藁砕断機（カッター） 1 1  
7 バインダー 1 1  
8 脱穀機 1 1 IRRI タイプ 
9 スペアパーツ 1 1 機材 1、7 用 

その他    
1 機材倉庫 1 1 CCS で準備 
2 燃料 1 1 生産者負担* 
3 オイル    

注）*実証試験圃場で機材を使用する際の燃料は調査団が負担。 

 

投入資機材を利用した農作業形態は以下を想定する。 

耕耘・整地： 耕耘・整地作業は歩行型トラクターにリバーシブルプラウまたはロータリを装着

して行う（作業効率：0.5 h/日）。 
代かき： 歩行型トラクターに水田車輪およびロータリを装着して行う。（作業効率：0.5 h/

日） 
播種・移植： 条播はドラムタイプの人力播種機で行う。（作業効率：1.0 h/日） 

条植えは田植え綱を利用して組合員の共同作業または作業員を雇用して行う。 
施 肥： 施肥はミミズ堆肥を耕耘機付属のトレーラ等にて圃場まで運搬し、プラウまたは

ロータリにて圃場に鋤込む。 
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除 草： 除草は田打ち車を使用して行う。 
防 除： 防除のための農薬等散布は背負い式人力噴霧器を使用して行う。 
収 穫： 収穫（刈り取り）はバインダーにて行う。（作業効率：0.8 h/日） 
脱 穀： 脱穀は稲刈り取り後、圃場にて軸流式脱穀機にて行う。 
稲藁処理： 脱穀後の稲藁は砕断機（カッター）を使用して圃場で砕断し、圃場乾燥してプラ

ウまたはロータリにて鋤込みを行う。 
運 搬： 機材類、生産物等の運搬は耕耘機付属のトレーラ等で行う。 

(3) モニタリング計画 

モニタリングは機材の運用・維持管理および操作を行う各 CCS 内の機材運用管理者または機材オ

ペレーターが必要に応じて生産者への聞き取りを行い、モニタリング用紙に記入する形式で実施

する。 

モニタリング項目は以下を設定する。 

・ 圃場での小型機械の使用 
対象作物、作業項目、作業人員、作業時間、燃料消費量等 

・ 小型機械維持管理 
機材使用時間、メンテナンス実施日・項目、オイル交換・注油量、修理記録、交換部品等 

・ その他 
小型機械使用・維持管理に関する問題点、小型機械のメリット・デメリット 

(4) 実証調査の結果と教訓 

1) 圃場における小型農業機械の利用 

a. 耕耘機 

トレーラを装着して米、有機肥料、堆肥生産用のミミズ、その他の農業用資材、バインダー、

ロータリ等の機材類等様々な資機材の運搬に良く使用された。小型ディーゼルエンジンを使用

していることから燃料消費が少なく経済的であるとの意見が多い。一方積載量が小さく低速で

移動に時間がかかるという意見もあった。 

ロータリまたはボトムプラウを装着して耕耘・整地作業に加え培土板による畝立て作業にも使

用された。従来の大型トラクターによる作業と比較し、小規模圃場における作業性および作業

精度の向上、燃料消費率の低さ等に優位性が確認された。また、小型機材であるため圃場作土

層の硬化を防ぐ利点もある。特にロータリ耕は従来のプラウ・ハローによる耕耘・整地作業に

比較し、砕土・かくはん作用に優れており、稲ワラ等緑肥のすきこみには有利である。一方、

ボトムプラウによる耕起作業においては耕起深度によりタイヤがスリップして作業効率が低

下する等、固い重粘土での作業の難しさが指摘された。作業により牛耕との併用も考慮される。 

代かきは水田車輪およびロータリを装着して行われた。ロータリ使用による砕土・均ペイ性の

向上、トラクター・牛耕に較べて軽量であるため耕盤を傷めない作業が可能であり、その後の

移植・播種の作業性も向上する。作業精度の高さおよび燃料消費が少ないことから経済的であ

るとの意見は多い。耕耘機は圃場作業では代かきに最も良く使用された。耕耘機は比較的高価
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な機材であり、導入は将来の検討課題である。 

b. ドラムシーダー 

本件で導入した IRRI タイプのドラムシーダーは、フロートにより田面上を移動するタイプで

あるため、稲研究所のベトナムプロジェクトで導入された車輪式のように、車輪に稲ワラや泥

がからみつくことがなく、牽引が楽に行え車輪タイプに比較し作業効率が改善された。播種作

業は一人で本体を牽引して行うが、圃場端部で機材を反転する際に補助があった方が望ましい

ため計三名にて作業を行った。 

フロートタイプで田面に対するドラムの高さを一定に保持できることから、播種幅を一定に保

つことができるとともに、泥はねによる播種穴の詰まりによる播種不良も見られず、播種作業

精度の向上が認められた。ただし、本機の使用には代掻き作業の均平度、および代掻き後落水

して田面が十分に落ち着いてから播種作業を行うことが重要である。播種作業時に田面に水が

残っていると播種後の種子が水の動きにより移動し、播種条の精度が落ちる場合がある。代か

き落水後、一日程度置いてから作業を行うのが望ましい。 

従来の散播ではなく条播を行うことで、播種後の機械式除草が可能となるとともに、種子の使

用量も半分以下で済むことからコスト面での利点も大きい。機械式条播・中耕除草方式の導入

には必須の機材である。 

c. 手押し回転除草機 

本調査で導入した IRRI タイプ手押し回転除草機の使用により農薬を使用しない機械式除草が

可能となる。機材の除草作業効率、精度については使用者の満足を得られるものであった。作

業幅部分の雑草はほぼ完全に除草できる。田面での作業深度はハンドルの角度により調整可能

であるが、作業幅は調整できないためドラムシーダーの播種幅に合わせて何タイプか作製する

必要がある。今回作製した IRRI タイプはハンドル部以外は鋼製であるため重く、圃場での長

時間の作業は大変であるとの意見もある。木製・竹製材料の利用、構造の見直し等による軽量

化が望まれる。機械式条播・中耕除草方式の導入には必須の機材である 

d. 背負い式人力噴霧器 

背負い式人力噴霧器は主に生物農薬の散布において使用された。キューバでも一般的に使用さ

れているシンプルな構造の機材であり利用面での問題はない。 

e. バインダー 

バインダーの導入により従来の手刈りに比較して収穫作業の効率化、コンバイン利用に較べき

め細かな収穫作業が可能となり作業精度の向上が確認された。 

キューバでは新しい機材であり、オペレーターには機材の取り扱い指導を十分に行う必要があ

る。耕耘機も同様であるが、ハンドクラッチに慣れていないことから変速方法、特に急発進、

後退時に注意する必要がある。また、機材の走行性の確保、刈り取り後の稲を濡らさないため

に乾田状態で収穫作業を行う必要がある。 

手刈りに較べた場合の作業効率の高さ（作業スピード）および重労働の軽減（歩いて作業が可

能）については注目された。手刈りに比較して作業効率が良く収穫適期内の作業が少人数で可



 

D - 48 
 

能であること、コンバインに比較し、自由流通米の小規模圃場に適したきめの細かい作業が可

能であることから収穫ロスの大幅な減少が確認されている。一方、ガソリンエンジンを使用し

ているため、燃料代が高いまたは燃料の調達が難しい等の意見もあった。自由流通米の小規模

圃場に適したバインダー等小型収穫機械の導入は今後の検討課題である。 

f. 脱穀機 

脱穀機は IRRI タイプの小型ガソリンエンジン付軸流脱穀機を導入した。本機は軽量・小型で

圃場内での移動は 4 人で担いで運搬する設計となっているが、現場では移動が大変という意見

があった。現状では稲刈り取り後、圃場乾燥せずに脱穀するため稲が水分を含むため、脱穀機

のドラムに絡みやすく、脱粒性が悪い点が指摘される。脱穀ロスを少なくするためには脱穀作

業前における稲の圃場乾燥が重要である。ガソリンエンジンを使用しているため、燃料代が高

いまたは燃料の調達が難しい等の意見もあった。小型収穫機械の導入と共に小型脱穀機の導入

は今後の検討課題である。 

g. 稲ワラ裁断機 

稲ワラ裁断機は稲の収穫・脱穀後の稲ワラの裁断に使用され、裁断効率の良さとともに裁断後

の稲ワラの圃場への散布能力も注目された。 

脱穀後の稲ワラを圃場内に等間隔で集積し各地点にて稲ワラ裁断機により稲ワラの裁断・散布

作業を行った。稲ワラの裁断散布が一度に行えるため作業の手間が省けるとともに、その後の

すきこみも効率よく行えるため、次期作の圃場準備作業がはかどるとの意見が多かった。 

本機は安全カバーで保護されているが、使用にあたっては、特に稲ワラ挿入・切断部の巻き込

み事故に十分注意する必要がある。また、ガソリンエンジンを使用しているため、燃料代が高

いまたは燃料の調達が難しい等の意見もあった。動力源の代換え案としてトラクターPTO また

はディーゼルエンジンを利用した裁断機の研究開発が必要である。稲ワラの圃場還元には必須

の機材である。 

2) 小型農業機械の維持管理 

本調査で導入された小型農業機械の運営維持管理は、おおむね適切に行われ、機材のオペレー

ションおよびメンテナンスは問題なく行われた。機材運用責任者およびオペレーターは従来か

ら CCS 保有の機材等を通じて大型農業機械の O/M の経験を有しており、これら小型機材を扱

う上で必要な技能を有していることが確認された。 

オイル交換を含む必要な定期点検を行って使用されてはいるが、機材運用記録および維持管

理・修理記録等のモニタリングに関しては記入もれ等問題点もあった。本調査においては燃

料・オイル・交換部品類の調達は日本側の負担であったが、キューバでは一部スペアパーツの

入手が困難であることが予想されるため、本調査終了後の運用に必要となるスペアパーツの調

達方法について検討が必要である。 

4.7 グループ作業に関する実証 

圃場レベルでの実証内容の中には、個別の農業者が単独で導入するには機材・施設の保有・利用

上の経済メリットが発生しない、あるいは単独では作業効果の得られない作業が含まれる。これ

らの技術項目を実施する上では、農業者がグループでの行動を取る必要がある。実証圃場の管理
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農業者を中心に、周辺の農業者を交えたグループを形成し、共同で必要な作業を実施していく姿

を提示するとともに、グループ作業のノウハウの移転を図る。 

(1) 実施計画 

グループ作業に関する主な実証調査項目は以下の 5 項目である。 

a） 圃場用機材の共同管理 

¾ 機材の共同運用、そのために必要な農作業時期の調整、機材の維持管理・運転費用の

回収 
� 圃場の準備用農業機械の共同利用 
� 播種用機械の共同利用 
� 除草用田押し車の共同利用 
� 稲ワラ裁断機の共同利用 

¾ グループの構成 
� グループは CCS 内の小グループとし、CCS メンバーから有志を募る。参加農家数は

数軒から 10 軒程度を想定する。 

b） 収穫後処理用機材の共同管理 

¾ 機材の共同運用、そのために必要な農作業時期の調整、機材の維持管理・運転費用の

回収 
� 乾燥機の共同利用 

¾ グループの構成 
� 共同利用の単位は CCS を想定する。原料籾がない場合はグループ外利用も考慮する。 

c） ミミズ堆肥の共同生産 

¾ 堆肥生産施設（場所）の共同管理、必要な作業の分担、資材の共同調達 
� 有機肥料の共同生産（ミミズ堆肥） 

• 堆肥生産用地の確保 
• 資材の共同確保 
• 運搬用車両の共同運用 

¾ グループの構成 
� グループは CCS 内の小グループとし、CCS メンバーから有志を募る。参加農家数は

数軒から 10 軒程度を想定する。農業機械共同利用と共通のグループを考慮する。 

d） 灌漑排水施設の共同整備・維持管理 

¾ 共同作業による水路維持管理作業、共同作業による水路改修・整備 
¾ グループの構成 
� グループの単位は対象潅漑システムの利用者とする。 

e） 農作業の共同実施 

¾ 農作業時期の調整、共同作業 



 

D - 50 
 

� 田面馴らしの人力による補助を共同で行う 
� 病虫害発生時に生物農薬の地区一斉散布を行う 

¾ グループの構成 
� グループは CCS 内の小グループとし、CCS メンバーから有志を募る。参加農家数は数

軒から 10 軒程度を想定する。農業機械共同利用と共通のグループを考慮する。 

(2) 投入資機材及び施設 

上記 a）から e）までの実証調査項目に対して投入する資機材は以下の表のとおりである。 

グループ作業項目 投入資機材 施 設 
a）圃場用機材の共同管理 
 

• トラクター及び関連機材 
• トレーラ 
• 人力播種機 
• 背負式人力噴霧器 
• 田打ち車 
• 脱穀機 
• 稲藁裁断機 他 
＊実証圃場地用の燃料については
調査団負担 

• 機材保管施設として、実証圃
場オーナー宅を利用予定 

b）収穫後処理用機材の共同管理 • 乾燥機 
• エンゲルバーグタイプ籾摺精米機
• ゴムロール式籾摺機 
＊実証調査用の収穫物に対する燃
料は調査団負担 

• 機材設置場所として、ジャグ
ハイのCCSメンバー宅を予定

c）有機肥料の共同生産 
 

• みみず等 • 有機肥料生産場所として、実
証圃場オーナー宅もしくは
CCS メンバー宅を予定 

d）灌漑排水施設の共同整備・維持
管理 

• 特になし • 特になし 

e）農作業の共同実施 • 特になし • 特になし 
 

(3) モニタリング計画 

a）、b）の圃場用、および収穫後処理用機材については、基本的に郡普及員および調査団・カウン

ターパートによって、活動記録および活動にかかる入出金の管理状況をモニタリングすることと

なる。また既存の CCS 保有機材とのバッティングの有無、利用者の拡大、縮小圧力など、CCS お

よび地域に与える社会的インパクトについても注視する。 

c）の有機肥料の共同生産については生産時における作業分担状況、資材調達状況などに対するモ

ニタリングを行い、生産後については、それら肥料の利用状況、生産者、利用者数の増減といっ

た事後のインパクトについてもモニタリングを行う。 

(4) 実証調査の結果 

実証調査では提案されたグループ作業項目の受容性および持続性について検証が為された。各項

目にかかる結果は次表の通りである。 
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グループ作業項目 結 果 

a）圃場用機材の共同利

用・管理 
 

(Yaguajay) 
• 機械利用に関する各種規則－機械利用者、機械利用料、燃料負担、機械利用から

得られる収益管理等が CCS の会議において定められた。 
• 導入された全ての機械は実証圃場オーナーによって適切に管理されている。 
• 機械を利用できる生産者として 10 名、および機械のオペレーターを 2 名決定した

（専属者および実証圃場オーナー）。利用者数は導入された機械のキャパシティな

どを考慮して定められた。 
• しかしながら、これまで選ばれた 10 名のうちの何名かはまだ機械を利用していな

い。これは一部の機械が生産者にとって馴染みが無いために使用を躊躇している

ことや、脱穀機については導入した機械よりもキューバ製脱穀機のほうが結果と

して安価（燃料代等の理由から）になると判断されているためである。 
• CCS 内の既存機械とのバッティング等の問題はこれまで見られない。これは CCS
執行部が既存機械の利用計画を基本的に管理しているためと考えられる。  

(Chambas) 
• 機械利用に関する各種規則－機械利用者、機械利用料、燃料負担、機械利用から

得られる収益管理等が CCS の会議において定められた。 
• 機械を利用できる生産者として 4 名、および機械のオペレーターを 1 名決定した。

• しかしながら機械は実証地での利用を除いて、予想されていた頻度では利用され

ていない。これは実証地での責任者の変更やそれに伴う混乱があったことなどが

影響していると考えられる。 
b）収穫後処理用機材の共

同管理 
• ポストハーベストにかかる機械はごく最近になって設置が完了した（05 年 10 月）。

• 機械利用に関する規則をこれから作成する予定である。 
c）有機肥料の共同生産 
 

• 一部の生産者がミミズ堆肥の生産を自己の敷地内で開始している。ただし生産は

個人単位で行なわれておリ、グループ単位での生産は行なわれていない。 
• 生産にかかる手間を共有し、且つ生産された堆肥の配分を行う複雑な状況よりも、

個々の自己責任、裁量で生産できる体制が農民にはより好まれている。 
d）灌漑排水施設の共同整

備・維持管理 
（Chambas） 
• 灌漑排水施設の共同整備、維持管理については、実証試験前と同様にグループ単

位での活動が行なわれており、実証試験によって大きな変化は生じていない。 
e）農作業の共同実施 • 実証調査では特に田植などの局面で無償ベースでのグループ作業促進を図った

が、実際には実現されなかった。全ての仕事は賃金を介在したか、もしくは実証

圃場オーナーの家族によって実施された。 
 

(5) 実証調査で得られた教訓 

グループ作業が対象地において普及される可能性は、そのグループ作業の内容および地域、農民

組織の組織力の有無によって大きく異なると考えられる。 

グループ作業として分類されていた項目を逐一検討すると、まず「機械の共同利用・管理」につ

いては比較的高い農民側の受容性および農民自身による持続的な利用可能性を確認することが出

来た。Yaguajay の例では実証圃場オーナーによる適切な機械管理（機械保管用のスペース確保）

と、CCS 本部による機械利用にかかるルール策定、既存機械との利用調整などが行なわれたため、

概ね効果的に機械が共同利用された。 

このように機械の管理担当者と CCS 本部が一定の組織力を有している場合においては、「機械の

共同利用・管理」については高い持続性が期待できる。また同時に CCS がこれまで長期間にわた

って既存機械を共同利用・管理してきた経験も、本項目における高い持続性を担保するものと考

えられる。 

ポストハーベストにかかる機械の共同利用・管理についても圃場用機械と同様のことが言える。

ただしポストハーベストに関する機械の場合は、圃場用機械よりも商業性が高く、かつ地域にお

いて稀少性が高いため、利用者の範囲が同 CCS 内に限らず周辺農家に広がることが考えられる。
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またコメの収穫時期によって機械利用ニーズに変動がある。そのためローシーズンにおけるコメ

以外の作物、例えばメイズ等の乾燥を扱うか否か等の全体的な計画策定、管理がより求められる。

その意味では、ポストハーベスト機械の共同利用・管理については CCS の力量がより問われるこ

ととなる。 

一方、「農作業の共同実施」については農民の受容性は低いと判断される。対象地域では長年にわ

たって賃金支払いをベースとした農作業が行なわれており、相互扶助的な農作業の慣習は現時点

では受入難いと考えられる。個々の農民は農作業を請負う人々とほぼ固定的な契約関係を築いて

いる例が多い。さらに現在 CCS は組織内に正式の労働者集団を設立する例が増えており、その点

からも農作業の共同実施が促進される可能性は低いと考えられる。同様の観点から「有機肥料の

共同生産～ミミズ堆肥生産」も現時点では困難と判断される。 

上記を総括すると、「共同利用・管理」については高い受容性、持続性を期待できるが、「共同作

業」については困難と結論できる。 

4.8 普及活動に関する実証 

(1) 実施計画 

実証圃場で検証を行う技術項目について、稲作生産技術マニュアルを用意し、これに基づいた技

術指導を行う。また、5 県の自由流通米生産者の代表を対象にスタディツアーを実施し、実証圃

場での活動内容を示すとともに現地セミナーを実施し、技術マニュアルの理解しやすさの検証と

個別技術に関しての各生産者にとっての受入可能性について議論する。 

a. 稲作生産技術マニュアル 

普及活動に関する実証調査は以下の手順で実施する。 

1. 稲作研究所は自由流通米の生産技術マニュアルを作成する。同マニュアルは各栽培管理の

活動（圃場の準備、播種・移植、施肥、作物防護、水管理、収穫後処理、等）について、

土壌や利用可能な農業投入、労働力、経営形態ごとに技術対策を示すものである。稲作研

究所は同マニュアルを全普及員に配布する。 

2. 普及員はこのマニュアルを常に手元に置き、これに基づいて生産農家に技術指導を行う。 

3. 生産農家は同マニュアルから技術対策を選び、自身の農地の条件に最も適したものを試行

錯誤しながら見つけ出す。 

b. スタディツアー 

スタディツアーは以下の 3 点を目的に実施する。 

1. 実証圃場の展示効果の発現 
2. 周辺及び他地区の生産者を交えた議論を通じた、個別技術に関する受入可能性の評価と

技術内容の改善 
3. 稲作生産技術マニュアルの理解しやすさの検証と記述の改善 

スタディツアーの実施要領 

1. 実施回数：各作期 2 回、計 4 回を計画する。 
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2. 参加者：各県 10 名程度（郡普及員及び県関係者－2～3 名、生産者代表－7～8 名） 
3. 実施方法：実証圃場の視察及び実証圃場生産者とスタディツアー参加者による討論、稲

作生産技術マニュアルに関するセミナー、実証調査実施チームによるアンケート調査を

行う。 

(2) 投入資機材及び施設 

実証事業地の双方に普及員用のモーターバイク、および携帯電話を投入した。またスタディツア

ー時を利用して、稲作生産にかかるマニュアルを配布している。 

(3) モニタリング計画 

スタディツアー参加者の議論の内容及び参加者へのアンケート調査による。アンケート調査では、

実証圃場での活動に対する感想、各自の営農への取り入れの意欲、技術マニュアルの理解しやす

さ等を調査する。 

また「投入資機材及び施設」の項に挙げたように、本実証調査では交通手段及びコミュニケーシ

ョン手段と言う、これまで普及活動における最大の阻害要因と考えられていた分野への投入を行

った。本投入による普及活動内容の変化をモニタリングすることも重要項目として挙げられる。 

(4) 実証調査の結果 

1) 稲作生産技術マニュアル 

同マニュアルはスタディツアーの機会を利用して、各郡の普及員へ配布された。マニュアルは

稲作生産にかかる有用な技術を紹介しているが、内容がややアカデミックに過ぎるために現場

での活動が主たる普及員にとっては利用しづらい面が見受けられた。これらのコメントは

IIArroz も認識しており、改訂に向けた取り組みが準備されつつある。 

2) スタディツアー 

スタディツアーは当初の目的に対して十分な成果を挙げたと判断される。 

（目的）  1. 実証圃場の展示効果 
  2. 提案技術に関する受入可能性の評価と技術内容の改善 

（結果） 
スタディツアーに参加した多くの農民が、紹介された稲作技術に対して高い関心を示した。参

加者のうちの何名かは既にこれら技術を自己の農地に導入している。現時点(05 年 11 月)で調

査団が把握している範囲では、ミミズ堆肥の生産を 2 名の農民（Yaguajay 郡）が独力で開始し

ており、また多くの農民が早急にミミズ堆肥、田植、および条播を導入する意向を示している。 

またサントドミンゴ郡ではツアーに参加した農民が、これら技術を導入するために一区画を別

個に確保し稲作生産を行っている（本農民に対しては、追って調査団から部分的に技術支援を

行うこととした）。 

このように多くの参加者が学んだ技術を導入し始めた事実から、「実証圃場の展示効果」は高

く、かつ「提案技術に関する受入可能性」もほぼ満足な評価が得られる結果となった。 
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3) 普及活動に関する実証  

実証調査では実証圃場を管轄する二名の普及員に対してバイクと携帯電話を供与した。これら

二点～「交通手段」と「コミュニケーション手段」は普及活動を妨げる最大の隘路と認識され

ていたものである。そのため、これらの供与によって普及活動の変化を見定めることを目的と

した。 

バイクは実証調査の期間中、頻繁且つ有効に利用され、普及活動に対してプラスの影響をもた

らした。一方携帯電話は電波受信環境の問題もあったために、必ずしも必要なタイミングで連

絡が取れる状況ではなく、高い有効性を示すことが出来なかった。また携帯電話は入手コスト

のみならずランニングコストが非常に高く、携帯電話から得られる効果がコストに見合うか否

かが疑問視される結果となった。 

(5) 実証調査から得られた教訓 

実証調査の結果から、スタディツアーは非常に効果的な普及方法であることが確認された。ツ

アーの基本方針として、農民自身が参加農民に対して説明、情報伝達を行ったこと、農民同士

の情報交換を促したことがより高い効果の発現に寄与したものと考えられる。これまでの普及

方法は技術者からのレクチャー形式が多かったことからも、農民が自ら先進的な圃場を実見し、

かつ農民から説明を受ける経験は新鮮であり、また非常にインパクトがあったと考えられる。 

一方普及インフラに関しては、バイクと携帯電話の導入が一定の効果を挙げた。特にバイクに

関しては実証調査に関する活動のみならず、他の CCS 等への訪問機会を増加させた事実から

も、その導入の効果は実証された。しかしながら携帯電話については同じく一定の効果があっ

たものの、非常に高いコストがその効果に見合うか否かが疑問視された。実証調査の結論とし

ては、バイクに関しては追って更なる導入を促進することが妥当であるが、携帯電話に関して

は早急な導入を検討する必要性は低いと判断された。 

4.9 ワークショップおよびスタディツアー 

(1) ワークショップ 

Yaguajay 郡 Mayajigua 地区にて、Yaguajay、Chambas 両郡の実証調査参加予定者および該当 CCS
のメンバーを対象に現地ワークショップを開催し、実証調査の実施計画、関係者および参加者の

役割分担、今後の活動予定等の説明および質疑応答を行った(2005 年 1 月)。 

また関係者への実証調査内容の説明を主としたワークショップに加えて、調査団及びカウンター

パートによる現地運営指導を 15 回実施した（カウンターパートおよび ETIA によるフォローアッ

プ活動は更に多く実施されている）。 

(2) スタディツアー 

スタディツアーが下記の要領で 2005 年 3 月、5 月、8 月、10 月の計 4 回実施された。 

a. スタディツアー概要 

参加者 

参加者は県及び郡の普及関係者約 2 名と各郡からの生産者約 8 名から構成された。生産者は

CCS を中心としながら、CPA や UBPC といった組織体からの参加も呼びかけバランスを取る
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ことに努めた。ツアーでは第一回目と第二回目で同じ参加者を募り、両ツアーを通して、ひと

つの技術パッケージを提供することを企図した。またさらに、一回目のツアー時に紹介された

技術が実際に参加者の農地に導入されたか否かをモニタリングすることも目的とした。 

なお下表では各回参加者数が 20 名程度となっているが、これは質問票への回答数であり、実

際には 30－40 名程度の参加があった。 

表 スタディツアー参加者数（2005 年 3 月：第一回目） 

 CCS Parcelero Prestamo CPA UBPC GENT 計  
Aguada 1  1 1 1  4 
St. 
Domingo 

3 1 1 1   6 

Yaguajay 4 1   1 1 7 
Chambas 1      1 
Veritientez 2  1 1   4 
計  11 2 3 3 2 1 22 

 
表 スタディツアー参加者数（2005 年 5 月：第二回目） 

 CCS Parcelero Prestamo CPA UBPC Others 計 
Aguada        
St. Domingo 4   1  1 6 
Yaguajay 7    1  8 
Chambas 1 1 2  1  5 
Veritientez 1      1 

計  13 1 2 1 2 1 20 
 

スタディツアー・スケジュール 

スタディツアーでは技術内容の紹介と圃場訪問、生産者同士によるディスカッション等が二日

間にわたって行なわれた。 

表 スタディツアー・スケジュール 
一日目 二日目 

PM • 実証事業内容説明 
• 参加者自己紹介 
• 技術紹介（田植、ミミズ堆肥等） 

AM-
PM

• 圃場訪問（生産者からの説明） 
• 質問票回答 
• ディスカッション 

 

b. スタディツアー結果 

スタディツアーでは 1）田植え、2）条播、3）ミミズ堆肥、4）種子の選別方法（1－4 は第一

回目ツアー）、および 5）ポストハーベスト、6）雑草防除（第二回目）について技術紹介が行

なわれた。 

以下の表はその結果をまとめたものである。 

表 スタディツアー技術内容に対する関心（2005 年 3 月：第一回目） 
 田植 条播 ミミズ堆肥 種子選別 

興味を持った技術内容 77% (17) 45% (10) 41% (9) 77% (17) 
自分の圃場にも導入したい技術内容 59% (13) 32% (7) 27% (6) 36% (8) 

 
表 スタディツアー技術内容に対する関心（2005 年 5 月：第二回目） 

 田植 条播 雑草防除 ミミズ堆肥 ﾎﾟｽﾄﾊｰﾍﾞｽﾄ

興味を持った技術内容 85% (17) 80% (16) 65%(13) 75% (15) 65% (13) 
自分の圃場にも導入したい技術内容 75% (15) 60% (12) 55%(11) 60% (12) 40% (8) 
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また上表内「自分の圃場にも導入したい技術内容」のうち、導入にあたっての不安要因として

物資調達の可能性を危惧する声が多かった（田植：10 人回答～3 月、5 月、ミミズ堆肥 7 人回

答～3 月、9 人回答～5 月）。また技術的な支援が必要（田植：8 人回答～3 月、条播：8 人回答

～5 月）とする生産者も見られる。労働力の調達については田植と条播について危惧する声が

聞かれた。 
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図 技術導入にあたっての不安要因（2005 年 3 月：第一回目） 
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図 技術導入にあたっての不安要因（2005 年 5 月：第二回目） 
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